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Abstracts 
 

A Studies on the issues and potential of Fishery Eco-Label 
 

Hajime KURAMOCHI 
 

 This paper focuses on the Marine Eco-Label (MEL) and explores its issues and potential. 
As Japan lags behind in these areas, it is an urgent task to correct this situation. This paper uses a 
comparative analysis framework with Fair-trade and the regulation of Minerals from 
Conflict-Affected and High-Risk Areas. As a result of the analysis, it was concluded that (1) ethical 
consumer education, (2) corporate mindset changes, and (3) reform of the supply chain are necessary 
to improve the issues of MLE in the future. 
 
Key words: Marine Eco-Label (MEL)、Fairtrade、Minerals from Conflict-Affected and High-Risk 

Areas、Ethical consumption 
 

 
 

Marine Biological Diversity of Areas beyond National Jurisdiction: 

Development and Future Challenges of the Regional Cooperative Regimes 
 

Masanori KOBAYASHI 
 
 Marine biological resources and marine ecosystems have been adversely affected by 
increasing economic activities. To promote the conservation and sustainable use of marine 
biodiversity, negotiations are taking place on a new international agreement for marine biodiversity in 
the areas beyond national jurisdiction (BBNJ). Area-based management tools (ABMTs) are an 
important component of the new BBNJ agreement and cooperation with existing conventions and 
regional organizations is considered essential. It is deemed vital to be vigilant on the development of 
regional fishery management organizations and the Ecologically or Biologically Significant Marine 
Areas (EBSA) of the Convention on Biological Diversity while advancing the negotiations on the 
new BBNJ agreement.   
 
Key words: areas beyond national jurisdiction, marine biodiversity, a new BBNJ agreement, 

area-based management tools, ecologically or biologically significant marine areas 
(EBSA) 



A Study on New Ocean Governance: 

Perspective from the Blue Infinity Loop 

Yuta KOMORI 

This article aims to clarify an analysis perspective for comprehensive consideration of 
various issues in ocean governance including maritime security. In this paper, I suggest the 
connectivity in regional ocean governance, diplomatic and security policy such as "Free and Open 
Indo-Pacific Vision" and policy issues such as IUU (Illegal, Unreported and Unregulated) fisheries, 
based on the "Blue infinity loop" formed by changes in the global environment. And I present an 
analytical model as a hypothetical conclusion and seek to establish an academic basis for studying 
future ocean governance. 

Key words: Ocean Governance, Maritime Security, Blue Infinity Loop, connectivity, SDGs 

Policy simulations of 6th industrialization subsidy using recursive 

general equilibrium model : Case of Hakodate city, Hokkaido 

Hajime TANAKA and Michael C. HUANG 

Defining the sixth industrialization as "a regional-based economic policy that strengthens 
the connection of fisheries-related industries and increases the income and employment of people 
involved in fisheries," this study uses the City of Hakodate in Hokkaido prefecture as a case study. We 
conducted policy simulations (10-year) using a dynamic general equilibrium model and clarified the 
change of income and employment brought about by the increased efficiency in each industry through 
subsidies. The simulation results showed that subsidies to Fishery processing increase the income 
(output and export) and employment (labor demand) of Squid fishery most effectively. 

Key words: Sixth industrialization, Fishery processing, Input-Output Table, Hakodate City, Recursive 
computable general equilibrium (CGE) model 



海洋政策研究 第 14 号 

 

The current situation and challenges for blue carbon under UNFCCC 
 

Mai FUJII and Atsushi SATO 
 

 Under the United Nations Framework Convention on Climate Change, Blue Carbon (BC) 
is gaining increased attention. The treatment of carbon sink has been moving toward comprehensive 
accounting, and the promotion of BC can be seen as part of that trend. However, currently, only two 
countries (US / Australia) include BC in their reduction targets that reflect BC-specific activities / 
methodologies based on the Wetland Supplement. In this paper, we clarify the institutional and 
technical barriers which prevent many countries from being able to account for the emission and 
removal of BC ecosystems on a national scale. As Japan incorporates BC into its GHG inventory and 
debates incorporating BC in its NDC, it is important to develop a science-based methodology and 
carefully examine all pros and cons. 
 
Key words: blue carbon, carbon sinks, United Nations Framework Convention on Climate Change, 

Paris Agreement, Greenhouse Gas Inventory 
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『海洋政策研究』刊行再開に寄せて 
 

 
 

 『海洋政策研究』が日本財団の助成を受けて創刊されたのは、2005 年 2 月のことです。

その時に刊行された『海洋政策研究』第 1 号の冒頭に掲載された「創刊にあたって」には、

当時の秋山昌廣・シップ・アンド・オーシャン財団（後の海洋政策研究財団）会長と寺島

紘士・SOF 海洋政策研究所長の連名で、『海洋政策研究』の創刊に至った経緯や創刊にか

ける期待が記され、今後の海洋政策への貢献を目指す熱い思いが述べられています。読者

のみなさまもよくご存じのことかと思いますが、国内外の大学をはじめとする研究機関に

おいて、さまざまな名称ではありますが、その機関の研究成果を発表する媒体（Bulletin）
があり、海外の大学等では学会誌よりも著名なものも多数存在しています。その点におい

て、海洋政策研究財団が調査研究事業の実施と並行して『海洋政策研究』を創刊し、その

研究成果の積極的な発信を試みたというのは、非常に先進的であったと考えます。その後、

『海洋政策研究』は順調に号を重ね、2015 年 3 月には第 13 号を刊行するに至りました。 
 この間、海洋をめぐる国内外の動きは大きく変化してきました。我が国における最も大

きな動きは、2007 年の海洋基本法制定であることは言うまでもありません。この海洋基本

法の制定は、超党派の海洋基本法研究会をはじめとして、官民を問わず、さまざまな高い

志を持った人々のご尽力によって制定に漕ぎ着けたという点においても、我が国の海洋政

策の画期とも言うべき出来事でした。そして、翌 2008 年からはほぼ 5 年毎に海洋基本計画

が策定され、現在は第 3 期を迎えるに至っています。特に第 3 期では、「総合的な海洋の安

全保障（comprehensive maritime security）」という考え方が導入されたという点が国内外の

注目を集めました。また、学界においては、2008 年に設立された日本海洋政策研究会が 2011
年には日本海洋政策学会へと発展し、関連諸分野において副業的に取り扱われてきた海洋

政策を集中的に取り扱う体制がようやく整ったことも特筆すべき出来事の 1 つです。 
 一方、海外においては、1992 年に採択されたアジェンダ 21 を総括するための持続可能

な開発に関する世界首脳会議（WSSD）が 2002 年に開催され、さらに 2012 年には持続可

能な開発会議（Rio+20）が開催されるなど、世界各国の首脳が持続可能な開発について議

論する機会が多く設けられました。また、持続可能な開発に関する具体的な目標として、

ミレニアム開発目標（MDGs）が 2000 年に取り決められるとともに、その後継である持続

可能な開発目標（SDGs）が 2015 年に取り決められ、持続可能な開発に向けたさまざまな

取り組みが進められています。さらに、気候変動への対応として、1997 年に採択された京

都議定書からさらに踏み込んだパリ協定が 2015 年に新たに採択されたことも海洋環境保

全の観点からは大きな前進でありました。そして、2017 年には海洋の持続可能性を促進す

る取り組みを活性化するために、国連が初の海洋会議（United Nations Ocean Conference）
を開催したことも海洋に対する世界の関心が集まっていることを示しています。また、や

やもすると対立することが多かった海洋産業振興と海洋環境保全を超越するための考え方

刊行再開に寄せて 
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として、ブルーエコノミー（sustainable blue economy）が提唱され、我々も含めたさまざま

な団体が開催した国際会議などでそのあり方や具体的な取り組みの検討が進められるよう

になったことも、海洋をめぐる国際的な動きの 1 つとして注目すべきでありましょう。 
 このような国内外の海洋をめぐる一連の流れにおいて、日本財団とともに我々が果たし

た役割は決して小さくは無かったと自負しております。2015 年には海洋政策研究財団は、

笹川平和財団と合併し、海洋政策研究所として新たな第一歩を踏み出しました。その結果、

笹川平和財団は東アジアで最大規模の財団となり、海洋政策研究所も我が国を代表する海

洋政策を専門とするシンクタンクへと拡大・深化することとなりました。その後、海洋政

策研究所の調査研究に関心をお持ちの国内外の有識者や研究機関から「以前刊行していた

『海洋政策研究』はどうなったのか」や「海洋政策研究所の優れた研究成果を社会に還元

すべきではないのか」というお問い合わせやご意見を多数いただきました。そこで、いわ

ゆるポストコロナとも称される新たな時代（New Normal）へ歩み出そうとしている世界に

「海洋に関する調査研究による貢献」を果たすべく、海洋政策研究所の研究成果を発信す

る媒体として『海洋政策研究』の刊行を再開することと致しました。この刊行再開に際し

ては、編集委員会において新たな誌名を採用すべきという意見もありました。しかし、こ

れまでの研究成果をもとに我が国のみならず、世界の海洋ガバナンス確立に貢献すべきと

いう意見が大勢を占め、創刊当初の熱い思いとともに、『海洋政策研究』という名称と号数

も引き継ぐ形で再開することと致しました。 
 さて、今回刊行致します『海洋政策研究』第 14 号には、既刊と同様に海洋政策研究所に

所属する研究者が社会科学や人文科学、自然科学、総合科学などのさまざまな観点から調

査研究に取り組んだ成果を掲載しています。いずれの論説も我が国のみならず、世界の海

洋政策の形成や実施に必ずや貢献する内容であり、ポストコロナという新たな時代のより

良い発展に寄与するものと自負しております。また、今号には特別企画として、これまで

の『海洋政策研究』の総目次も掲載致しました。これは海洋の多様性を示すのみにとどま

らず、海洋政策研究所の歩んできた歴史や幅広い視野を雄弁に物語るものであると確信し

ております。読者のみなさまにもぜひご覧いただき、海洋政策研究所が実施してきたこれ

までの調査研究に改めて思いを馳せていただければと思います。 
 最後になりましたが、『海洋政策研究』の刊行再開にご尽力いただきました全てのみなさ

まに厚く御礼申し上げますとともに、海洋政策研究所の調査研究へのより一層のご支援、

ご助力をいただけますようよろしくお願い申し上げます。 
 
2020 年 5 月 

 
笹川平和財団理事長 

（海洋政策研究所長） 
角南 篤 
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水産エコラベルの日本における課題と

可能性に関する一考察

倉持 一＊

本稿は、水産エコラベルに着目し、その課題と可能性を探究するものである。日本は、

この分野での取り組みが遅れていると言われており、その是正は急務である。本稿の分

析手法は、水産エコラベルと同様にラベリングによって商品の差別化を図るフェアトレ

ードや、国際制度である紛争鉱物資源取引規制との比較考察である。分析の結果、水産

エコラベルには知名度不足や市場規模の小ささなどの課題があり、この打開には、①エ

シカル消費教育、②企業のマインドチェンジ、③サプライチェーン全体の改革が必要だ

と結論づけた。

キーワード：水産エコラベル、フェアトレード、紛争鉱物、エシカル消費

1．はじめに

2015 年 9 月に国連において多くの国々の

賛同を得て採択された SDGs（持続可能な

開発目標）で掲げられた 17 の解決目標の一

つが「14：海の豊かさを守ろう」である（外

務省 2015）。この SDG14 は、持続可能な開

発のために海洋資源を保全し、持続可能な

形で利用することを目的としているが、

SDG14.4 では、「2020 年までに、漁獲を効

果的に規制して、乱獲や違法・無報告・無

規制（IUU）漁業および破壊的な漁業慣行

を撤廃し、科学的情報に基づいた管理計画

を実施することにより、実現可能な最短期

間で水産資源を、少なくとも各資源の生物

学的特性によって定められる持続的生産量

のレベルまで回復させる」と、より詳細な

目標が示されている。

人間のこれまでの生活を支えてきた海洋

資源であるが、気候変動の海洋への影響や

IUU（違法・無報告・無規制）漁業の跋扈

などといった様々な要因が複雑に積み重な

り、ここで手を打たなければ持続的な利用

が危ぶまれる状況になっている（水産庁

2020）。すでに 2001 年 12 月に発効した国連

公海漁業協定では、沿岸国に対し EEZ 内資

源の保護と管理を求め、また、目標として、

①予防的アプローチにより海洋資源状況を

悪化させない、②保存の限界となる基準値

と管理の目標となる基準値の 2 つの基準値

に漁獲可能量を設定して、限界基準値を超

（論文）

 
＊公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所海洋政策研究部・研究員

＊  公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所・客員研究員

投稿受付：2019 年 11 月 30 日   掲載決定：2020 年 3 月 31 日 
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えてはならない、③科学的データを収集し、

漁業管理を実施する、ことが定められてい

る。しかし、日本を含めた主要国では、様々

な事情から、現在でもこうした科学的根拠

に基づく漁業管理などは完全に実施できて

いないのが実際（小松 2016、大西・山川・

赤嶺・筒井・山根 2018）であり、海洋資源

の保全と持続可能な利活用は、今も重要な

課題で有り続けている。 
こうした背景事情のもと、本稿は、SDG14、

その中でも特に 14.4 に象徴される海洋資

源の保全と持続可能な利活用という課題の

解決に多大なる貢献を果たしうる存在とし

て、水産エコラベルの存在に着目する。詳

しくは後述するが、水産エコラベルとは、

水産物の生産段階における資源管理や生態

系保全に関する評価をラベリングとして商

品に表示することで、他の商品との差別化

を図り、市場における消費者の倫理的な選

好を通じて持続的な漁業の普及促進を目指

す商取引制度である（水産庁 2020 など）。

この水産エコラベルの課題と可能性を探究

することで、今後のさらなる水産エコラベ

ルの普及促進に向けたヒントを見出すこと

が可能となる。それが結果的には、SDG14
への貢献へと結びつくだろう。 

それでは、いかなる切り口で水産エコラ

ベルを分析していくのが適切なのだろうか。

本稿は、水産エコラベルが有する 2 つの側

面に着目し、論を進める。 
1 つ目の側面は、主に農作物に関して制

度化され実績を積んでいるフェアトレード

認証や FCS（森林管理協議会）認証といっ

た持続可能な資源の利活用の推進を目指す

認証制度の海洋資源版としての側面である。

一定の認証基準を満たした商品に流通段階

で識別用のラベルを貼付することで、非認

証商品との差別化を図る。これにより、消

費者が認証商品を選択することを促し、結

果的には、生産者が環境に配慮した持続的

な 生 産 活 動 を 行 う よ う 誘 導 す る

（Gulbrandsen 2006）。この構造は、水産エ

コラベルもフェアトレード認証や FSC 認

証も同様である。なお、本稿では、紙幅の

関係などから先行研究や関連する実証デー

タが比較的に豊富なフェアトレードを中心

に取り上げることにしたい。 
続く 2 つ目の側面は、対象資源物の適正

管理に資する取引という側面である。

SDG14 が設定された背景には、海洋資源の

減少が進み枯渇化へ突き進むことへの危機

感がある。例えば、すでにクロマグロやニ

ホンウナギなど、日本でも馴染みのある魚

類が、適正管理が必要な保護対象資源とし

て議論の俎上に載せられている。魚類に限

った話ではないが、人間の生活の重要な一

角を占める海洋資源は、今後ますます希少

物としての性格を強めていく可能性がある。

こうした現状を前に、海洋資源の保護や適

正な利活用といった問題への対処を認証制

度という民間の任意的な活動だけですべて

まかなえるのだろうか。こうした疑問に対

するヒントを与えうる存在が、すでに特定

の鉱物に関し運用されている紛争鉱物取引

規制である。同制度を検証することで、海

洋資源に対する規制措置の必要性などを、

フェアトレードとの類似性とは異なる視点

で分析することが可能となるだろう。 
以上を踏まえ、本稿の分析フレームワー

クとして、海洋資源の保護と持続可能な漁

業などに資する水産エコラベルの有益性や

有効性に同意すると同時に、さらなる発展

のために必要な要素を追究すべく、すでに

他分野で取り組みが進んでいるフェアトレ

ードと紛争鉱物取引規制の分析を行うこと

とする。そこで得た知見をもとに、最終的

には、水産エコラベルの課題と可能性を明

らかにしたいと考えているが、本稿がこの
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分析フレームワークを用意した学術的理由

は 2 つある。一つは、筆者の渉猟した範囲

では、水産エコラベルとフェアトレードと

いう、ラベリングによって商取引ないし消

費者行動に影響を与えるという点において

類似する両者を比較検討した先行研究が見

当たらなかったからである。ラベリングと

いう手法を採用している制度には、他にも

森林の認証である FSC 認証制度や、農業の

認証である有機認証制度などが存在するが、

国内外の先行研究のボリュームや、日本国

内でのアンケート調査の充実度などを総合

的に検討した結果、本稿ではフェアトレー

ドを比較対象としている。もう一つは、水

産エコラベルのさらなる発展のためには、

最終的には BtoC（企業・消費者関係）に関

与し消費者行動に依存する水産エコラベル

を、供給側のサプライチェーン、すなわち

BtoB（企業間取引）の側面からも分析する

必要があると考えたからである。この新た

な分析フレームワークが水産エコラベルの

発展のヒントを導き、ついては、SDG14 の

達成に貢献していくのではないだろうか。 
本稿の構成であるが、第 2 章で水産エコ

ラベルの概要や課題を述べる。第 3 章では

フェアトレードと紛争鉱物取引規制の概観

し成果や課題を抽出する。そして第 4 章で

は、水産エコラベル、フェアトレード、紛

争鉱物取引規制の比較考察を行う。最後と

なる第 5 章で本稿の考察の取りまとめを行

い、研究成果と今後の研究課題について述

べる。まずは次の第 2 章で、水産エコラベ

ルの概要や課題について概観し、以後の考

察の前提理解を得たい。 
 

2．環境ラベルの一種としての水産エコ

ラベルの概要や課題 

環境ラベルの一種である水産エコラベル

は、先程述べたように、環境や資源保護な

どに関する一定の基準に基づく評価結果を

表すラベルを商品に貼付することによって

通常の商品との差別化を図り、市場での消

費者の倫理的な選好を促すことで、結果と

して持続的な漁業を推進していこうとする

制度である。この水産エコラベルが、年々

広がりを見せている。石原（2018）による

と、水産エコラベルは 1990 年代以降、乱立

するようになり、現在世界には 140 以上の

認証制度があると言われる。一例をあげる

と、水産エコラベルを世界に先駆けて 1997
年にスタートさせた英国の MSC（Marine 
Stewardship Council）は、2000 年に第一号

となる認証を行ったが、2018 年度の MSC
報告書によれば、現在の MSC 認証水産物

の漁獲量は 1,180 万トンであり、これは世

界の総漁獲量の 15%を占めている（Marine 
Stewardship Council 2020）。また、2010 年に

設立された ASC（Aquaculture Stewardship 
Council）は、養殖水産物に対する国際認証

制度を運用しており、サケ、エビ、ブリ、

ホタテといった魚介類を対象に認証を行い、

現在 35 の国や地域で ASC 認証製品が流通

しているが、この流通量は増加傾向にある

（Aquaculture Stewardship Council 2017）。 
このように市場での影響力を増してきて

いる水産エコラベルであるが、これまでど

のような背景や経緯を経て制度化が進んで

きたのか、そして現在、いかなる課題が浮

かび上がっているのかを把握しておく必要

があるだろう。まずは、これらを歴史的に

振り返りながら整理してみたい。 
SDGs 採択の 20 年前の 1995 年、FAO（国

連食糧農業機関）総会で「責任ある漁業の

ための行動規範」が採択された。同規範は、

冒頭で「養殖を含む漁業は、現在および将

来の世代の世界中の人々にとって、食料、

雇用、娯楽、貿易、経済的福祉の重要な源

である」と述べた上で、この規範が自主的
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なものであることやグローバルを対象とし

たものであることを宣言する（FAO 1995）。
ここで環境と調和した海洋資源の持続的な

活用や生態系保全などに関する基本原則が

示され、水産エコラベルに関する議論がス

タートすることとなった。

とはいえ、必ずしも水産エコラベルの議

論は順調であったわけではなく、1995 年当

初から、途上国はこのエコラベル制度に対

し懸念を示していた（水産総合研究センタ

ー 2009、八木 2015 など）。それは、制度

によって自分たち途上国から先進国に海洋

資源を輸出する際の障壁になるのではない

かとの理由からである。そうした事情を鑑

みながら議論は続けられたが、2005 年 3 月

には、FAO 水産委員会において「海洋漁獲

からの魚および水産製品のエコラベリング

のためのガイドライン」が採択された。こ

のガイドラインでは、民間組織などが行う

任意のエコラベルの付与に関し、①漁業管

理の状況、②漁獲対象海洋資源の状況、③

漁業が生態系に及ぼす影響、といった 3 つ

の側面を考慮し決定することとされ、認証

は必ず第三者機関が行うこととされている

（FAO 2005）。 
このように、水産エコラベルは MSC な

どの民間団体の努力の結果、制度化が進み、

FAO のガイドラインの制定などもあり、充

実の途をたどってきたが、FAO 自身は、原

則として、個別の水産エコラベルが FAO ガ

イドラインに適合するか否かの判断を行っ

ていない。そのかわり、 GSSI （ Global
Sustainable Seafood Initiative）が、FAO との

連携にもとづき、GBT（Global Benchmark
Tool）と呼ばれる認証ベンチマークを用い

て判断している。この GSSI は、ドイツ国

際協力公社などが出資して 2013年 2月に設

立された組織である。2016 年 7 月に GBT
認定の第 1 号となったのが、アラスカシー

フードマーケティング協会の「責任ある漁

業管理認証プログラム」であり、以後、2016
年 11 月にアイスランドの「責任ある漁業プ

ログラム」が認定されるなど、GBT を活用

したグローバルレベルでの制度担保が図ら

れている。

水産エコラベルで代表的な存在であるの

が、1997 年にイギリスで設立された MSC
（Marine Stewardship Council）による MSC
認証である。MSC は、FAO が 1995 年に定

めた規範に沿って定めた「持続可能な漁業

のための原則と基準」に基づき認証を行う。

MSC のいう原則とは、①海洋資源の持続可

能性、②漁業の生態系への影響の配慮、③

漁業の管理システムの構築、の 3 原則であ

る。なお、日本で MSC 認証を取得してい

るのは、2008 年 3 月に認証取得した京都府

機船底曳網漁業連合会のズワイガニ・アカ

ガレイ漁業や、2013 年 5 月に認証取得した

北海道漁業協同組合連合会のホタテガイ漁

業である。ただし、京都のズワイガニ漁業

は 2014 年に、アカガレイ漁業は 2019 年に

同認証から撤退している。

以上のように、水産エコラベルは、世界

中の組織による努力の結果、スタートから

20 年余りで存在感を増してきている。しか

しながら、水産エコラベルに課題がなにも

ないわけではない。ここからは、現在まで

に明らかになっている水産エコラベルの課

題について検証していきたいが、まずは、

水産エコラベルの消費者認知という問題に

着目したい。従前述べたように、本稿は水

産エコラベルとフェアトレードを、ラベリ

ングによる消費者行動への影響という観点

から類似性があるとみており、かつ、フェ

アトレードに関しては、Anagnostou et al.
（2015）などで指摘されるように、消費者

認知の問題が学術的にも実業界でも重要だ

とされるからだ。
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この水産エコラベルの消費者認知の問題

を論じるためには、前駆的な理解として、

水産エコラベルの上位概念である環境ラベ

ルの問題についても触れておく必要がある

だろう。 
環境ラベルに関しては、国際標準化機構

（ISO）が ISO14020 シリーズと呼ばれる規

格を定めている。日本では、ISO14020、
ISO14021、ISO14024、ISO14025 をもとに、

それぞれ、JIS14020、JIS14021、JIS14024、
JIS14025 が制定されている。JIS とは、日

本工業規格のことであり、国際規格であっ

て英語やフランス語で作成されている ISO
規格を日本国内で円滑に利用するために、

形式などはそのままに日本語に翻訳し規格

化 し た も の で あ る 。 な お 、 ISO14020
（JIS14020）は、環境ラベルの基本原則を

示した規定であり、環境ラベルの詳細な中

身は、筆者が規格票から調べたところ、以

下の 3 つの規格において定められている。 
 

① ISO14021（JIS14021） 
この規定に基づく環境ラベルは、製造

業や流通業など製品やサービスを市場に

提供する企業が、環境配慮を自己宣言す

るものである。ラベルの表示方法につい

ては、製品そのものやパッケージ、製品

カタログ、広告、報告書などといった様々

な表示方法から選択可能である。この規

定では、第三者による適否判断は必要と

されないが、環境配慮の自己宣言を行う

際に準拠すべき規格が定められており、

企業は自律的な判断のもとで運用を行う

必要がある。 
② ISO14024（JIS14024） 

この規定に基づく環境ラベルは、公平

中立な第三者機関が製品のカテゴリーご

とに認証基準を定め、企業などの申請に

応じて審査を行い、基準に適合すると認

めたものにラベルの使用を認可するもの

である。日本では、1989 年にスタートし

た公益財団法人日本環境協会の実施する

「エコマーク」が同規定に基づく環境ラ

ベルである。なお、エコマークは、生産

段階からから廃棄処分までの製品ライフ

サイクル全体を通して環境負荷が少なく、

環境保全に役立つと認められる商品につ

けられる環境ラベルである。 
③ ISO14025（JIS14025） 

この規定基づく環境ラベルは、製品の

環境負荷に関する定量的なデータを表示

するものである。まず、製品ライフサイ

クル全体の環境負荷が、LCA（ライフサ

イクルアセスメント）と呼ばれる検証手

法で定量的に算出される。そしてこのデ

ータが認証団体によって検証され、信頼

性を担保する仕組みである。日本では、

一般社団法人産業環境管理協会が、この

規定に基づき、「エコリーフ環境ラベル制

度」を運用している。 
 
このように、我が国でも環境ラベルは複

数存在しており、現在、様々な製品やサー

ビスにおいて、上述した認証プロセスを経

たことを証明する環境ラベルが表示されて

いる。環境ラベルが明示されることで、消

費者は自らの倫理観に従った選好を行うこ

とが可能となる。このように、環境ラベル

やその認証プロセスの果たす社会的役割は

大きく、サステナビリティの向上のために

も、さらなる環境ラベルの普及促進が望ま

れる状況にあると、筆者は考える。 
とはいえ、環境ラベルが本来目的として

いる、「環境配慮商品の選択を促す効果」に

は疑問が残ることも事実である。例えば、

2016 年 12 月に実施されたアンケート調査

の結果（西川 2017）によれば、一連の環境

ラベルが商品選択の動機となっているかと
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の質問に対し、76%が「いいえ」と回答し

ている。 
また、同調査結果によると、海洋資源に

関する環境エコラベルの一つである MSC
認証制度に対する認知率は 1.2%であり、こ

れは「エコマーク」、「グリーンマーク」、「再

生紙使用マーク」などといった他の環境エ

コラベルと比べて相当程度低い。 
なお、2007 年 8 月末から 9 月にかけて実

施された別の調査では、MSC 認証ラベルの

認知に関する質問に対して「知っていた」

と回答した消費者は 10.6%であった（松

島・永木 2008）。ただし、この調査は MSC
認証ラベル製品を取り扱っているスーパー

の店頭で実施されており、高めの数値が出

ている可能性がある。また、同調査による

と、同認証ラベルを知っていたとしても「購

入したことがある」と回答した消費者は 4
分の 1 にとどまっており、認知率が十分で

ないだけでなく、必ずしも認知が購入に結

びついていないのが実情である。つまり、

水産エコラベルを含む環境ラベル全体の問

題として、消費者の認知と実際の購買行動

の結びつきの弱さが明らかとなっている。 
ISO や JIS の規定によって運用される環

境ラベルが多様化することは、環境配慮型

の商取引が活性化することを意味する。環

境配慮と一言で言ってもその切り口は様々

であり、企業が例えば「この商品にはこの

環境ラベルを表示したほうが、より適切だ

ろう」と判断して、適宜、ふさわしい対応

を選択することは合理的である。しかし環

境ラベルの多様化のマイナス面として

Moreira et al.（2019）は、消費者が商品に付

けられた様々な環境ラベルを目の当たりに

することで、目新しさの喪失や類似ラベル

との混同などが生じており、それが、環境

ラベルの消費者認知の低さや実際の購買行

動への影響の少なさの一つの要因となって

いる可能性を指摘している。今後、この点

の検証を深める必要があるだろう。 
では、上述したような消費者の認知と行

動の問題が漁業関係者の水産エコラベルに

対する取組みにどのような影響を与えてい

るのだろうか。農林水産省（2019）による

と、「水産エコラベル認証を取得したいと思

うか」との質問に対し、漁業者の 8.7%が「そ

う思う」、14.6%が「ややそう思う」と回答

している。また、同じ質問に対し、流通加

工業者の 13.5%が「そう思う」、20.0%が「や

やそう思う」と回答している。つまり、今

後水産エコラベル認証の取得に意欲を見せ

ているのは、漁業者の 23.3%、流通加工業

者の 33.5%である。この数値が高いのか低

いのかを判断することは難しいが、両者の

数値とも過半数までにはまだ差があり、改

善の余地はある。それではなぜ、彼らは水

産エコラベルの認証に意欲的ではないのか。

同じ調査によると、「水産エコラベル認証を

取得したくない理由」を複数回答可能な形

式で質問したところ、漁業者の 68.1%、流

通加工業者の 72.2%が「必要性がないから」

と回答している。これはおそらく、消費者

の水産エコラベル商品（認証商品）と通常

商品（非認証商品）との購買行動の差が、

売り手側の漁業者や流通加工業者には明確

に感じられないことが原因であろう。当然

ながら、こうした売り手側の意識改革も必

要であるが、水産エコラベルが商品の差別

化を意図したものである以上、消費者の購

買行動に結びつかない限り、認証取得の必

要性を自ら感じ取ることは難しい。その意

味では、消費者側の認知率と購買行動への

影響を向上させていく必要がある。この点

に関し、中庭（2008）や松島・永木（2008）
は、①環境ラベルに習熟した人材（エコラ

ベル・コンシェルジュ）の育成やエコラベ

ルに関するゲームの開発によって消費者の
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制度理解を深める、②消費者に対し水産エ

コラベル商品の購入がもたらす効果を宣伝

していく、などといった方策が解決策にな

りうるとしている。西川（2017）は、こう

した方策の成果を消費者アンケートの結果

から検証している。それによると、30 代以

下の若い年代の環境ラベル認知が他世代よ

り高いことから、学校での環境教育も認知

度向上に一定の貢献があると推定されるが、

消費者全体の傾向として、過去 10 年間で消

費者の行動に変化はないという。水産エコ

ラベルの代表格であり 1997 年にスタート

した MSC 認証制度の認知率でも、先程の

調査結果からも明らかなように改善の余地

はあり、今後は、認知率を向上させるため

の新たな方策が必要であろう。この点につ

いては、後の考察であらためて言及したい。 
また、八木・中田（2016）によると認知

率の低さや購買行動への影響の低さの他に、

これまでに専門家の間で指摘されている水

産エコラベルの課題としては、次の 2 点が

ある。 
一つは、欧米と日本との考え方の根本的

な違いである。欧米の海洋資源管理の主眼

が自然保護にあり種の保存を強調している

のに対し、日本の海洋資源管理の主眼が里

山・里海のように人間が必要に応じて手を

入れて管理することで自然を活かすことで

「つくり育てる漁業」を実現するなど共存

型である。この違いが、今後、水産エコラ

ベルの認証に影響してくる可能性がある。

もう一つは、適切な制度運用には加工・流

通・小売業者を含めた総合的な仕組みが必

要であり、それには流通業者の関与が不可

欠であるにも関わらず、日本は複雑な流通

システムでトレーサビリティが不十分な点

である。つまり、現在の日本の流通システ

ムと水産エコラベル制度との間にはミスマ

ッチが生じているということであり、水産

エコラベル側だけでなく、流通システム側

の改革も同時に必要であろう。 
こうした水産エコラベルの抱える様々な

課題を解決ないし改善へと向かわせる方策

を考えるには、多角的な分析が必要である

と考える。冒頭で述べたように、本稿は水

産エコラベルの課題と可能性は、フェアト

レードと紛争鉱物取引規制という、既存の

2 つの制度を分析し、比較検討することで

導き出されうるという仮定のもとに論を構

成している。フェアトレードは主にサプラ

イチェーンの川下に位置する BtoC を通じ

たサステナビリティへの貢献を、他方、紛

争鉱物取引規制は主にサプライチェーンの

川上に位置する BtoB を通じたサステナビ

リティへの貢献に主眼を置く。こうした水

産エコラベルと同様の商取引における工夫

を検証することで、水産エコラベルだけに

注目していたのでは把握できない課題や解

決策のヒントが浮かび上がるのではないだ

ろうか。 
そこで次章では、フェアトレードおよび

紛争鉱物取引規制の両制度の概要や現在ま

でに明らかになっている課題などについて

検証する。 
 

3．フェアトレードおよび紛争鉱物取引

規制の両制度の概要と課題 

（1）フェアトレード 

まずはフェアトレードの定義について確

認したい。フェアトレードの明確な定義は

学術的に示されているわけではない。日本

国内におけるフェアトレード認証ラベルの

ライセンス事業、製品認証事業、フェアト

レードの教育啓発活動を主に行っているフ

ェアトレードジャパンによると、フェアト

レードとは、「開発途上国の原料や製品を適

正な価格で継続的に購入することにより、

立場の弱い開発途上国の生産者や労働者の
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生活改善と自立を目指す『貿易のしくみ』」

である。つまり、フェアトレードは、寄付

やボランティアといった形式ではなく、企

業が日常的に行っている貿易の仕組みを変

革することで、社会的に弱い立場にある

人々を救済していこうという制度である。 
フェアトレードの起源については諸説あ

るが、1940 年代に、米国のキリスト教系の

団体（現在の Ten Thousand Villages）が、プ

エルトリコの女性たちが作成した手芸品を

購入したのがきっかけとも言われている。

そして 1950 年代には、英国の民間団体・

OXFAM が、中国の難民が作成した手工芸

品を売り始め、1964 年になると同団体は、

フェアトレード団体である Oxfam Trading
を設立している。その後、1987 年には、11
のフェアトレード団体が加盟する「欧州フ

ェアトレード協会（EFTA：European Fair 
Trade Association）」設立され、続いて 1989
年には、世界 65カ国 293団体が加盟する「国

際フェアトレード連盟（IFAT：International 
Fair Trade Association）」が設立されるなど、

フェアトレードは世界規模の取り組みへと

拡大していった（長坂 2018）。 
そして 1997 年には、世界各国にあるフェ

アトレード認証団体が一つにまとまり、国

際組織である「国際フェアトレードラベル

機構（Fairtrade International ）」が設立され、

同機構がフェアトレードの世界共通基準を

作成したことで、以後はその基準をクリア

した商品にのみ、フェアトレードラベルが

つけられるようになった。 
日本でも、1989 年にオルター・トレー

ド・ジャパンが、生活協同組合、有機農産

物の販売グループ、市民団体などが共同出

資のもとで設立され、バナナ、コーヒー、

エビなどの食物の貿易を通じ、発展途上国

の小規模生産者を保護する活動が開始され

た。その後、1993 年には、複数の市民団体

と教会組織が集まり、日本独自のフェアト

レード認証団体である「トランスフェア・

ジャパン」が設立された。そして、同団体

と第一コーヒー株式会社との協力の下、日

本で最初の国際フェアトレード認証コーヒ

ーである「カフェ･マム」が発売されている。

また、2011 年には、地域全体でフェアトレ

ードを推進していく、フェアトレードタウ

ン運動の国内普及を図る「フェアトレード

タウン・ジャパン」が設立され、以後、熊

本市、名古屋市、逗子市、浜松市がフェア

トレードタウンとして認定されている。 
このようにフェアトレードは、第二次世

界大戦後に、発展途上国の生産者や労働者

に対する正当な対価と人間らしい生活を保

証することを目的する慈善的な活動からス

タートし、現在のようなソーシャルビジネ

スの形へと発展してきた（渡辺 2007）。そ

して、そこには段階的な発展プロセスが存

在するとされる。すわなち、第 1 世代の「貧

困緩和を目標としたチャリティ」、第 2 世代

の「生産者（地域）の自立・自律を支援す

る連帯貿易」、第 3 世代の「自由貿易に代わ

る公正な貿易システムの構築」、第 4 世代の

「公正で持続可能な社会をめざす社会的経

済的運動」、という 4 段階である（渡辺 
2012）。この発展プロセスは、寄付やボラン

ティアといったフィランソロピーからスタ

ートし、現在ではビジネスと統合した形で

推進が図られるようになった CSR（企業の

社会的責任）の概念（倉持 2014）のそれと

類似している。CSR と同様にフェアトレー

ドも、企業が本業の一部として戦略的に取

り組むことで、社会と企業との win-win 関

係を築くことが可能となるだろう。 
こうしたフェアトレードの変化とともに、

フェアトレードの市場規模は拡大している。

国際フェアトレードラベル機構の報告によ

れば、2016 年には推定額が世界で約 78 億 8
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千万ユーロ、貿易量に応じて輸入業者から

各生産者組織に直接保証されるフェアトレ

ード・プレミアムは、約 1 億 5000 万ユーロ

に 達 し た と の こ と で あ る （ Fairtrade 
International 2017）。右肩上がりの傾向は続

いており、今後もフェアトレード市場は拡

大していくだろう。 
それと同時に、企業が本業との一体化を

目指す戦略的 CSR の計画と実践を強く意

識するようになった現在、企業のフェアト

レードに対する考え方にも新たな動きが見

えてくるようになった。その一つが、フェ

アトレードの対象領域を広げるという動き

である。 
フェアトレードは、伝統的にコーヒー豆、

カカオ豆、バナナといった農作物を対象に

実績を積んできた。しかし、下請けという

ややもすると隷属関係に置かれる立場で働

くのは、そうした農作物を栽培する農家だ

けではない。発展途上国で盛んな縫製作業

でも同じような下請けの関係が存在する。

そこにもフェアトレードの活用が見込める

のではないだろうか。そこで新たに一石を

投じているのが、アウトドアメーカーのパ

タゴニア社である。 
同社は、フェアトレードの対象を原材料

に限定することなく発想を拡大し、下請け

の縫製工場そのものをフェアトレード認証

している。認証を受けた工場は「フェアト

レード・サーティファイド工場」と呼ばれ

るが、パタゴニアが販売する同認証商品の

売上の一定額は、さらなる賃金（フェアト

レード賞与）として、認証工場の労働者た

ちの元へと送られる。そして、彼らはその

フェアトレード賞与を現金として配分した

り、共同で社会的投資に利用したり、ある

いはその両方に使うことができる。こうし

た新たなフェアトレードによって、フェア

トレードの救済対象となる社会的に弱い立

場にある人々の生活向上が、これまで以上

に広範囲に図られるようになっている。 
とはいえ、フェアトレードが、その社会

的役割の大きさに見合った存在感を実際に

示せているのかというと、そこには多少の

疑問は残る。その一つは、フェアトレード

の認知率の問題である。フェアトレードに

関する大規模な調査は、日本では、2008 年

に実施された内閣府の「平成 19 年度国民生

活選好度調査」が嚆矢であるとされる。 
同調査は「消費者市民社会への展望」を

テーマとしたものであり、消費者の環境配

慮行動と絡めてフェアトレードを取り上げ

ている。同調査によれば、「なたは、フェア

トレード（公正な貿易）製品の購入につい

てどのような考えをお持ちですか。（○は１

つ）」との設問に対し、過半数を超える

56.9％が「フェアトレードを知らないため、

わからない」と回答している（内閣府 2009）。
また、同調査によると「同品質なら少々高

くても他の製品よりもフェアトレード製品

を購入する」とフェアトレードに積極的な

賛意を示したのは、6.1%である。2008 年時

点でのフェアトレードの認知率が、過半数

に満たないことがわかる。 
先程の内閣府調査と同じ 2008 年にチョ

コレボ実行委員会が実施したアンケート調

査によると、フェアトレードの認知率は

17.6%である（チョコレボ実行委員会 2008）。
ただし、この数値は「フェアトレードとい

う言葉を知っていて、かつ貧困や環境に関

するキーワードだと認識している人」の割

合であり、単にフェアトレードという単語

を知っているというレベルを上回る理解を

有している人の割合と理解することが妥当

と考えられ、内閣府調査よりも認知率が低

めに出てもやむを得ないだろう。実際、こ

のチョコレボ実行委員会調査でも、27.7%
の回答者がフェアトレードに強い関心を有
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しており、認知率の低さは否めないものの、

フェアトレードの潜在的なニーズは十分に

あると考えられる。 
ここで紹介した 2つの調査は 2008年に実

施されたものであるが、その後のフェアト

レードの消費者認知率の変化はどうであろ

うか。 
デルフィス社が実施した調査によると、

フェアトレードの認知率は、2011 年が

46.5%で、2014 年が 47%となっている。こ

の 2 つの数字からは、フェアトレードの認

知率がわずかながら上昇傾向にあることが

わかる（デルフィス 2014）。また、フェア

トレード・フォーラム（FTFJ）が 2012 年

と 2015 年に実施したアンケート調査によ

ると、フェアトレードに関して、「見聞きし

たことはあるが内容までは知らない」、「見

聞きしたことがあり、内容も多少は知って

いる」、「見聞きしたことがあり、内容もよ

く知っている」と回答した割合の合計が、

2012 年は 50.3%であったのに対し 2015 年

は 54.2%と 3.9 ポイント上昇している（日

本フェアトレード・フォーラム 2015）。 
これらのアンケート調査の結果をまとめ

ると、2008 年の内閣府調査でのフェアトレ

ード不認知率が 56.9％（つまり、認知率は

最大に見積もっても 43.1%）であったこと

を鑑みると、2008 年から 2015 年までの 7
年間に、フェアトレードの認知率は 10 ポイ

ント程度上昇したと考えられる。先程の水

産エコラベルほどではないものの、フェア

トレードの認知率は約半数であり、まだ改

善の余地はあるだろう。 
次にフェアトレードラベル認知の購買行

動への影響はどうだろうか。先程取り上げ

た日本フェアトレード・フォーラムが実施

したアンケート調査によると、フェアトレ

ード商品を購入した経験があるのは、アン

ケート回答者総数の 276 人中 98 人となり、

割合でいうと 35.5%である。また、フェア

トレードを認知し、かつ、フェアトレード

商品を見たことがあるのにも関わらず、こ

れまで一度も購入した経験がないと回答し

た人の割合が、276 人中 73 名であり、これ

は 26.4%となる。 
フェアトレード商品の購入比率の向上に

余地があることはもちろんだが、フェアト

レード認知があり、かつ、フェアトレード

商品を見ているのにも関わらずフェアトレ

ード商品を購入していない層が総回答者の

四分の一強存在していることは、問題では

なかろうか。その理由に関しては、先程の

日本フェアトレード・フォーラムの調査報

告書のまとめ部分にヒントがあると考えら

れる。 
 

「フェアトレード製品を購入する理

由は、3 年の間に、フェアトレード本来

の目的に沿った「貧困の削減、国際協力

に役立つ」や「生産者・労働者の権利を

守る」から、「製品／産品の魅力」や「価

格」へとシフトしていることが大きな特

徴として挙げることができる。その背景

としては、フェアトレード団体自体が「製

品／産品の魅力」の向上に力を入れてい

る（主義主張よりも魅力で消費者の心を

つかむ）こと、景気や収入の停滞で消費

者が価格に敏感になっていることなどが

考えられる（日本フェアトレード・フォ

ーラム 2015）。 
 
指摘されている点は以上のとおりだが、

これはすなわち、認知が購買に結びつかな

い理由は、①ラベル表示された商品そのも

のに魅力がない、②価格が商品に見合って

いない、という 2 点にあることを意味する。

①に関しては、フェアトレード団体がフェ

アトレード商品の商品自体の魅力化を進め
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ていることが、かえってフェアトレードで

はない類似商品との競合を招き、フェアト

レード商品の購買に結びつかないというパ

ラドックスを示している。また、②につい

ては、フェアトレードがそもそもフェアト

レードではない類似商品の価格に原材料の

調達段階からプレミア（上乗せ価格）をつ

けることで小規模な生産者を経済面から救

済するというシステムを採用している以上、

サプライチェーンのどこかで誰かがその上

乗せ分を負担しない限り、フェアトレード

商品とフェアトレードではない商品との小

売価格には差が生じてしまう。価格面で言

えば、フェアトレード商品は市場において

競争劣位にあることは自明の理である。 
なお、ここで指摘したフェアトレードの

2 つの問題は、すでに、企業の社会貢献活

動に対するイノベーション分析においても

指摘されている事項である。例えば、Davis
（2010）は、フェアトレードのような「公

正な取引」は、企業の社会変革に向けた活

動計画としてはアクティブなもので、寄付

やボランティアといった受動的なものとは

異なり、「自ら変えていこう」という積極性

は有しているものの、日常的な企業活動に

おけるステークホルダーとの「関係性の変

革」にまでは至らないと評している。これ

は、フェアトレードは確かに企業とステー

クホルダーとの関係性をより倫理的なもの

へと「変化」させてきたが、変革には至っ

ておらず企業にイノベーションをもたらし

た事例が存在していないことなどが理由で

ある。企業の資金の流れから言えば、フェ

アトレードは原材料の調達のコスト増の一

つであり、製品などに革新性をもたらし、

競争優位を与える存在ではない。 
このように、フェアトレードは、先程指

摘したように、認知度が低く、かつ、購買

行動への影響に乏しいという消費者サイド

の課題を抱えているのと同時に、イノベー

ション創出に乏しくコスト負担になるとい

う企業サイドにも課題を抱えていることに

なる。 
そして、フェアトレードの課題として最

後に指摘しておきたいのが、フェアトレー

ド認証団体の透明性確保の問題である。

Woodman（2011）は、その著書一冊を費や

し、フェアトレードにおける認証団体の存

在がもたらす一種の矛盾点を複数の視点か

ら指摘している。例えば、それは認証団体

が設定しているフェアトレード認証に必要

な費用の問題であったり、フェアトレード

の関心が商品そのものよりも認証の有無に

偏ってしまうことであったり、あるいは、

フェアトレード商品とうたわれている商品

が果たして本当に認証基準を満たしている

のかというロンダリングの問題であったり

する。切り口は様々だが、彼は一貫して、

フェアトレードの抱える、「フェアトレード

の普及を図り制度の根幹を握る認証団体の

存在こそが、フェアトレードの普及を妨げ

ている」という矛盾を強調している。この

問題に関しては、すでに Nicholls & Opal
（2005）が一部分指摘しており、フェアト

レードの今後の発展のためには、フェアト

レード認証団体が、①助成金依存からの脱

却、②活動報告を通じた透明性の向上、③

業績に関する説明責任の履行、といった 3
点を改善する必要があると述べている。い

ずれにせよ、Woodman（2011）も Nicholls & 
Opal（2005）も、フェアトレード団体の透

明性がまだ不足しており、それがひいては

消費者のフェアトレードに対する不信感の

一因となっているとの前提に立っている。

この認証団体の透明性向上と不信感の払拭

も、フェアトレードの普及促進に向け早急

に検討すべき課題である。 
以上のとおり、フェアトレードの概要と
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課題について述べてきた。特に日本国内で

現在までに浮かび上がっているフェアトレ

ードの課題についてまとめると、①消費者

認知率と消費者行動への波及力に改善の余

地がある、②プレミアが上乗せされたフェ

アトレード商品は市場において競争劣位に

ある、③企業にとってフェアトレードを取

り扱う経済的魅力が乏しい、などが挙げら

れよう。そして、水産エコラベルとフェア

トレードが環境ラベルという大きなカテゴ

リーで同居している以上、両者とも生来的

に抱える課題は類似する可能性が高い。実

際、上述した各種消費者アンケート調査の

結果からも、特に①に関しては水産エコラ

ベルとフェアトレードの状況が類似してい

ることが理解される。②や③に関しては別

の機会に詳しく検証したいが、水産エコラ

ベルのコストの大きさや負担の不公平性と

いった課題に関しては、Bain and Hatanaka
（2010）や Christian et al.（2013）で指摘さ

れているとおりであり、これはフェアトレ

ードでも指摘されていた課題である。 
以上が、フェアトレードの概要と課題で

ある。この検証により、水産エコラベルと

フェアトレードの抱える課題の類似性が見

出すことができた。それでは次に、環境ラ

ベルという枠組みから視点を移し、サプラ

イチェーンの川上部分、すなわち、主に

BtoB における倫理的商取引を目指して設

けられた紛争鉱物取引規制について検証し

たい。 
 

（2）紛争鉱物取引規制 

紛争鉱物取引規制の代表的存在は、米国

で 2010 年 7 月に成立した、金融規制改革法

（ドッド・フランク法）である（KPMG 2013、
寺本 2018 など）。同法 1502 条の規定によ

り、コンゴ民主共和国（DRC）、および、

アンゴラ、ザンビアなどの DRC 周辺諸国

で採掘された 4 種の鉱物資源（錫、タンタ

ル、タングステン、金）に対して取引の規

制を行うものである。同法は、取引規制を

行うことで、DRC および周辺諸国の武装勢

力の資金源を断つことを目的として制定さ

れたものである。ただし、同法は DRC で

産出される規制対象 4 鉱物の調達を禁じて

いるわけではなく、武装勢力の資金源とな

っている鉱山以外から産出された鉱物の購

入を推奨するものである。これは、同法の

本来的な目的は、先程述べたように、武装

勢力の資金源を断つことであり、武装勢力

とは関係の無い DRC の鉱山で働く一般の

市民の労働機会を奪うことを意図していな

いからである。 
同法による直接の取引規制対象企業は、

米国の証券取引所に上場する企業であるが、

規制対象 4 鉱物は、携帯電話、自動車、電

子機器といった現代の我々の生活に欠かせ

ない製品の核となる存在であり、規制の影

響を受ける企業は世界中に存在する。同法

は、上場企業に対する義務として、規制対

象 4 鉱物を使用した製品を製造、または委

託製造しているか否かについて、米国証券

取引委員会（SEC）に報告し、かつ、自社

のホームページで開示することを要求して

いる。もし、デューディリジェンスの結果、

規制対象に該当する可能性があると判断さ

れた場合には、企業は、SEC に提出する紛

争鉱物報告書に民間の独立監査人による監

査結果報告を含めなければならず、そこで

デューディリジェンス手続きの正当性や、

製品製造の際に最善を尽くしたのかなどを

弁明することも求められる。 
上述したドッド・フランク法 1502 条に関

しては、例えば、カリフォルニア州は、2011
年に同条を遵守していない企業と州政府が

契約することを禁止する法律を制定してい

る。同様に、メリーランド州も、2012 年に
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同条の開示要求を満たしていない企業や個

人から州政府が製品やサービスを購入する

ことを禁ずる法律を制定している。なお、

米国以外では、オーストラリアやカナダが、

ドット・フランク法が要求する企業のデュ

ーディリジェンス手続きと同様の紛争鉱物

取引に関する疎明手続きをすでに法定し、

DRCや周辺諸国からの規制対象 4鉱物が自

国企業のサプライチェーンに紛れ込まない

よう手配している。 
こうした各国の努力の結果、DRC の武装

勢力の資金源の拡大にも抑制が働きつつあ

ったが、2012 年 11 月 20 日には、ウガンダ

とルワンダに支援された 3月 23日運動と呼

ばれる武装勢力が紛争を起こし、これが原

因で DRC では再び住民の大規模な避難や

難民化が生じた。同紛争が約 1 年後の 2013
年 11 月に終了すると、政治的にも安定に向

けた歩みがスタートしたが、2018 年の大統

領選挙を経てもまだ政局が完全に安定した

とまではいえない状況にある。 
以上のとおり、米国のドット・フランク

法に代表される紛争鉱物取引規制は、ラベ

ル表示こそ行わないものの、規制対象とな

る 4 鉱物の産出の正当性を一定の基準で担

保させると同時に、担保できない場合には

その旨を明示させる制度である。水産エコ

ラベルやフェアトレードといった環境ラベ

ルと決定的に異なるのは、紛争鉱物取引規

制の場合には、規定を遵守しない企業は政

府との取引が規制されるなどといったサン

クションによる間接強制措置が採用されて

いる点にある。その意味では、環境ラベル

よりも紛争鉱物取引規制の方が、制度とし

ての強制力を有している。 
それでは、この強制力を武器とする紛争

鉱物取引規制に課題はないのだろうか。こ

の点に関しては、国際 NGO のアムネステ

ィの指摘が参考となる。 

アムネスティ・インターナショナル（2016）
は、児童労働によって DRC で採掘された

原料鉱物を用いてコバルト精製品を生産し

ている大手中国企業が、アップル、マイク

ロソフト、サムソン、ソニー、ダイムラー、

フォルクスワーゲンなど世界を代表するグ

ローバル企業に供給している、との批判を

行っている。この報告書には、紛争鉱物取

引規制を骨抜きにする DRC におけるコバ

ルト取引の現状が赤裸々に綴られている。 
それによると、コバルトの世界産出量の

50%を占める DRC では、11 から 15 万人の

鉱山労働者が手掘りで採掘作業を行ってお

り、7 歳の子供を含めた児童労働が盛んで

ある。そして、DRC 現地の鉱山近くの市場

では中国人バイヤーが児童労働で採掘され

たか否かを確認することなくコバルト鉱石

を買い集めており、そうしてデューディリ

ジェンス手続きがなされぬまま流通した鉱

石が、同様に他の複数の鉱山から無手続き

で集積された鉱石と混ぜられ、DRC 国内で

精錬されてしまう。さらに、DRC 国内で精

錬されたコバルトは中国に輸出され、中国

国内で DRC だけでなく他のコバルト産出

国で精錬されたコバルトと混ぜられ、製品

化される。こうなると、正当なデューディ

リジェンス手続きを経た「コンフリクトフ

リー」な製品か否かの区別は、ユーザーで

あるグローバル企業にも見分けがつかない。

これがコバルト取引のロンダリングの問題

である。 
ドット・フランク法があくまで米国内法

であり国際法ではない以上、グローバル化

によって世界各国に分散しているサプライ

チェーンの全体に規制をかけることは困難

である。この点に関し、宮崎（2012）は、

紛争ダイヤモンドの輸出入を各国の自主的

な取組みで国際的に禁止した、「キンバリ

ー・プロセス」のような国際的な規制の仕
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組が必要になると指摘している。キンバリ

ー・プロセスとは、ダイヤモンド取引が産

出国などの紛争に資金を提供する可能性が

あるため、ダイヤモンド輸出入の際には、

原産地証明書（キンバリー・プロセス証明

書）の添付を義務付ける制度である。日本

でも、外国為替及び外国貿易法（外為法）

の規定により、ダイヤモンド原石を輸出す

る際には経済産業大臣の事前承認が、輸入

する際には税関における通関時確認が、そ

れぞれ義務付けられている。 
筆者としても、ドット・フランク法が規

制対象とする 4 鉱物の取引をキンバリー・

プロセスのように国際的な枠組みに昇格す

ることで、現代のサプライチェーンの実情

に合わせた紛争鉱物取引規制の強化と有効

性の向上が図れる可能性は高いと考える。 
 

4．比較考察 

以上のように、フェアトレードや紛争鉱

物取引規制は、すでに制度として一定程度

の実績を上げているのと同時に、いくつか

の課題も浮かび上がっている。それらを取

りまとめたのが下表である。これまでの検

証で、水産エコラベルとフェアトレードは

同じ環境ラベルというカテゴリーに属する

ため、課題が類似すること、また、水産エ

コラベルと紛争鉱物取引規制は、民間主導

の任意活動と国家主導の法的規制という性

質が異なるが、ロンダリングへの懸念とい

う課題を共有することが明らかとなってい

る。もちろん、制度の根幹を破壊しかねな

いロンダリングに関しては、「CoC（Chain of 
Custody）認証」のような流通加工段階での

認証制度を発展させ、認証品と非認証品が

流通段階で混ざらないようにするという努

力を多くの認証制度が採用しており、MSC
認証制度では抜き打ちの DNA 検査などを

行って不正が起こらないよう監視している。

しかし、例えば Woodsman（2011）がロブ

スター漁におけるロンダリングを現地調査

の結果として報告するように、悪意ある生

産者の行動を逐次監視することは難しく、

今後もロンダリングの問題は引き続き検討

する必要があるだろう。 
これまでの検証で明らかとなったポイン

トから導き出される、水産エコラベルの今

後の可能性を考える上で重要なポイントは、

次の 4 点であると考える。 
一点目は、水産エコラベルやフェアトレ

ードを含む環境ラベル全体への理解を促す

教育の実施である。水産エコラベルやフェ

アトレードといったラベリングによって認

証を担保する制度にとって最も重要なこと

は、消費者が環境ラベルの存在、目的、意

義、効果などを理解しているか否かである

（Hiller・Woodall 2019）。制度が存在してい

ても消費者が理解し、そして自らの倫理性

に基づいて消費行動を変化させなければ、

水産エコラベルが意図する成果は生まれて

こないだろう。そこでの重要なキーワード

は「エシカル消費」と「消費者市民社会」

ではないか。現在、消費者庁をはじめとす

る複数の組織が、「エシカル消費（倫理的消

費）」の普及促進に努力している。このエシ

カル消費であるが、2015 年 3 月 24 日に閣

議決定された「消費者基本計画」によれば、

「地域の活性化や雇用なども含む、人や社

会、環境に配慮した消費行動」とされてい

る。また、山本（2017）は「時代の要請に

従った市民の“倫理”に基づく自発的な消

費」だと定義する、すなわち、エシカル消

費の要諦は「消費者の倫理的な選好」にあ

る。このエシカル消費、ないし、細川（2017）
のいう「消費者倫理」が広く社会に広まる

ことで、水産エコラベルやフェアトレード

の本来の機能が発揮されることになる。今

後、エシカル消費が一般化していけば、水
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【3 つの制度の比較】 
 
 水産エコラベル フェアトレード 紛争鉱物取引規制 

主な対象 海洋資源 主に農作物 錫、タンタル、 
タングステン、金 

主な目的 持続的な海洋資源 
強制労働・児童労働排除 

小規模農家支援 
強制労働・児童労働排除 

紛争予防・抑制 
（武装勢力資金源の

遮断） 

主な手法 基準をクリアした商品に 
ラベルを付与 

基準をクリアした商品に 
ラベルを付与 

公的機関への報告 
自社 HP での疎明 

性質 民間主導の任意活動 民間主導の任意活動 国家による強制 

サンクション なし なし あり 
（政府取引の禁止） 

主な課題 

・認知率の向上 
・購買行動との結びつきの弱さ 

・認証コストの負担 
・認証商品の価格競争力の低さ 

・ロンダリング 

・認知率の向上 
・購買行動との結びつきの弱さ

・認証コストの負担 
・認証商品の価格競争力の低さ

・ロンダリング 

ロンダリング 

出典：筆者作成 

産エコラベルもフェアトレードもいま以上

に市民権を得ることになる。 
また、2012 年に成立した消費者教育推進

法では、消費者市民社会は、「消費者が、個々

の消費者の特性及び消費生活の多様性を相

互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する

行動が現在及び将来の世代にわたって内外

の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼ

し得るものであることを自覚して、公正か

つ持続可能な社会の形成に積極的に参画す

る社会」と定義されている。この消費者市

民社会の実現に向けた行動の一つが、「環境、

人、地域に『やさしい』商品を選択する」

ことである（日本弁護士連合会 2013）。消

費者教育推進法の制定によって、現在では、

小学校高学年から中学校にかけ、地理や家

庭科の授業でフェアトレードを学習する事

になっている。こうした教育を通じ、消費

者市民社会の構築と、エシカル消費の一般

化を進めていくことが、水産エコラベルや

フェアトレードなどの環境ラベルの普及促

進を加速させ、その社会的役割を十分に発

揮させることになるだろう。エシカル消費

や消費者市民社会の実現は、今後の持続可

能な成長を考える上でも喫緊の課題である

同時に，以下の 3 点を推進していくための

前提となる。 
二点目は、水産エコラベルの重要なステ

ークホルダーである企業の変化の必要性で

ある。さきほどの消費者市民社会の実現は、

主に「買う側の変化」を求めるものである

のに対し、今度は「作る側、売る側の変化」

である。水産エコラベルもフェアトレード

も民間主導の任意活動である。ラベリング

に相応のコストが生じること、そしてその

コストは企業が負担しない限り、認証商品

の価格に上乗せされ、当該認証商品の市場

における価格競争力が低下することは、

Ransom（2001）などでも指摘されている。

2000 年以降、企業の社会貢献意識が、それ

までの社会支援的なものから自社利益との

結びつきの強さへと移行しており（倉持 
2016）、企業の自主性、倫理性だけに依存し

ていては、企業の水産エコラベルに対する
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関心や取り組みへの動機づけの向上として

は弱いだろう。経営学には、消費者市民の

対義語ともいえる「企業市民」という考え

方がある。日本経済団体連合会（2017）に

よれば、企業市民とは「自己と社会の双方

の利益を調和させつつ事業活動を行い、社

会を支え、社会と共に歩む」企業を示す。

東京財団政策研究所（2019）の調査結果に

よれば、企業の社会貢献意欲は高水準で推

移している。企業が社会からの期待や要請

に応えようと努力している今、消費者だけ

ではなく企業に対しても、水産エコラベル

の意義、役割、重要性などを教育していく

必要があるだろう。 
三点目は、水産エコラベルの認証対象と

なるサプライチェーンを拡大するため、キ

ンバリー・プロセスのような国際的な取引

規制の枠組みに昇格させることの検討であ

る。水産エコラベルが民間主導の任意活動

であることの歴史的意義や役割は大きい。

また、上述した倫理教育によって、消費者

や企業を今以上に倫理的意識を持った存在

へと変化させていくことも重要である。他

方、水産エコラベルが任意活動であり、明

確な違反行為に対する罰則（サンクション）

がない以上、認証制度の信頼性には一定の

限界がある。山岸（1998）が指摘するよう

に、制度という社会的仕組みの信頼性の中

には、サンクションの事前提示がもたらす

「安心」も含まれる。任意と強制の組み合

わせによって制度は担保されていく。認証

制度という BtoC の側面だけでなく、取引

規制という BtoB での工夫も必要であると

考える。上述したように、紛争鉱物取引規

制に関して実際の産出地で生じている問題

として浮上しているのが、規制の対象にな

るはずの鉱石を、複雑化するグローバル・

サプライチェーンの中に意図的に混入させ

ることで潔白化を図る、一種の規制逃れの

ロンダリングの問題であった。この問題は、

Woodman（2011）がロブスターの素潜り漁

の事例で取り上げているように、フェアト

レード認証や水産エコラベル認証でも同様

に生じている。このロンダリングを防ぐた

めには、第三者機関による認証手続きだけ

では不十分な面もあるのではないか。現行

の認証制度を維持しつつ、先程検証したキ

ンバリー・プロセスのように、何らかの国

際的な枠組みの中で、ロンダリングを牽制

しながら取引を規制していく制度の構築も

検討する段階に来ているのではないだろう

か。 
最後の四点目は、海洋資源を希少資源と

して位置づけることの検討である。これは

上述した 3 つのポイントとは視点が異なる、

水産エコラベルが目指す漁業資源の適正管

理と利活用に関する概括的な視点からの提

言である。最悪のケースを想定すれば、今

後、海洋資源の適切な管理がなされず魚種

や漁獲量が減少し続け、やがて枯渇化の段

階に足を踏み入れる可能性がある。技術的

にも養殖でまかなえる魚種などは限られて

いる。海洋資源の希少化が進めば進むほど、

海洋資源取引が紛争の資金源となる蓋然性

が高まっていくのではないか。確かに今現

在は、海洋資源は、ダイヤモンド、錫、タ

ンタル、タングステン、金といった産出国

の政情を脅かす要因の一つとなるほど希少

ではない。科学的な根拠のもとで適正に管

理され、持続可能な漁業資源の利活用が拡

大していけば、こうした懸念は杞憂に終わ

るだろう。 
しかし、Christensen（2014）は世界の魚

資源のうちの 30％近くが、過剰開発つまり

生物的に持続不可能であるレベルで漁獲さ

れていると主張する。また、FAO（2018）
によると、生物学的に持続可能な水準にあ

る魚種の割合は、1974 年の 90.0%から 2015
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年の 66.9%へと減少傾向にある一方、生物

学的に持続不可能な水準で漁獲されている

魚種の割合は、1974 年の 10%から 2015 年

の 33.1%へと増加している。このままの状

況が続けば、適正な管理がなされず、我々

の食生活において需要の高い魚種から希少

化が加速していく可能性は否定できない。

少なくとも、危機感だけでも有しておくこ

とは必要ではないかと考えるが、上述した

厳しい現実があるにも関わらず、消費者が

海洋資源の今後に危機感を持つ機会は少な

い。その原因について、Crona et al.（2015）
は、漁業関連の技術革新による漁獲量の増

大、漁場の拡大、あるいは、漁業を奨励す

る政府からの補助金などにより、海洋資源

の過剰開発や過剰捕獲が消費者価格に反映

される事は稀にしか起こらず、それゆえ、

海洋資源が確実に減少しているという事実

が末端の消費者に知られる事がなく、結果

として海洋資源の減少という現実が表面化

しにくいことを指摘している。また、

Harford（2015）などは、消費者や企業の経

済活動における「茹でガエル現象」を指摘

している。この現象は、消費者や企業が、

周囲の急激な環境変化には気づきやすい一

方で、環境変化がゆっくり進んでいると、

自己の存在が危うい危機的状況になっても

その現状に気づけ無いことを示している。

海洋資源に関して、我々が「茹でガエル」

になってしまう可能性も捨てきれない。だ

からこそ、海洋資源の危機的状況の前夜と

もいえる今こそ、海洋資源を希少資源とし

て位置づけ、将来的には紛争を助長するよ

うな存在になりうるのだという意識のもと

で、水産エコラベルの社会的役割を再定義

する必要があると考える。実際に、希少な

鉱物を巡って国家を巻き込む大規模な紛争

が生じ、その結果、紛争鉱物取引規制が登

場した。適正な漁業資源の管理の成果如何

によっては、これに類似する状況が発生し

うるという危機感を持つことは、決して無

駄ではないと考える。 
 

5．おわりに 

ここまで見てきたように、水産エコラベ

ルは、フェアトレードと同様の倫理的な商

取引という基本的性格を持つがゆえ、現状

のまま推移すると、フェアトレードが抱え

る認知率の低迷、購買行動との結びつきの

弱さ、ロンダリングへの懸念といった多く

の課題を共有することになるし、実際にそ

の傾向は現れている。その打開には、教育

を通じ、消費者や企業を含めた社会全体を

よりエシカルなものへと変革していく必要

がある。それに加えて、水産エコラベルや

フェアトレードのような認証制度は維持し

つつも、ドット・フランク法やキンバリー・

プロセスのような、強制力を有する新たな

枠組みを同時並行的に展開していくことの

検討も必要だろう。自律的に取り組まれて

いる認証制度と強制力ある国際的な枠組み

とは、必ずしも二律背反するものではなく、

また、両方が併存することでサプライチェ

ーンの川上から川下までの一貫した取り組

みが可能となる。双方の利点を上手に活用

することで、水産エコラベルの未来が開け

てくるのではないか。 
とはいえ、本稿の考察が抱える課題は複

数ある。まず、水産エコラベルとフェアト

レードの議論を同列に語ることには限界が

あることを認めなければならない。先に示

したように、フェアトレードはコーヒーや

カカオといった農作物、縫製作業といった

労働などを対象とするが、そこで期待され

るのは不公正な貿易の是正である。一方、

水産エコラベルは漁や養殖を含めた水産資

源の適正管理を目指す制度である。ラベリ

ングという共通の仕組みを採用しているこ
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とから本稿では議論の対象として取り上げ

たが、本稿は制度の目的の差が議論に同影

響するのかには踏み込んでいない。 
こうした課題を抱合していることを認識

しつつも、筆者としては、本稿が、今後の

発展が期待される水産エコラベル、そして、

持続可能な海洋資源の利活用の一助となれ

ば幸甚である。 
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国家管轄権外区域における海洋生物多様性 

―地域協力体制の発展と将来的課題― 
 

小林 正典＊ 

 
 

海洋生物資源や海洋生態系は、経済活動が活発化する中で悪影響を受けてきており、

それらの保全や持続可能な利用を目指す国際法制度として、国家管轄権外区域の海洋生

物多様性（BBNJ）の保全と持続可能な利用に関する国際協定（BBNJ 新協定）の交渉が

進められている。海洋保護区を含めた区域型管理ツール（ABMTs）は、新協定での主要

な項目となっており、既存の条約や地域機関の連携が重視されている。地域漁業管理機

関や生物多様性条約の下での生態学的生物学的重要海域（EBSA）に作業などを並行し

て注視していくことが有用である。 
 

キーワード：国家管轄権外区域、海洋生物多様性、BBNJ 新協定、区域型管理ツール、

生態学的生物学的重要海域 
 
 
 

1．序論 

海洋は地球の表面積の 7 割を占め、地球

上の水資源の 97 パーセントを包含する

（UN 2016, UN 2017）1)2)。広大な海洋の 64%
は、国家管轄権に属さない公海で、地球の

表面積の 45%に相当する（MCI, n.d., 図１）。

地球上の生物の 95%は、海面から海底まで

の 3 次元領域に生息するが、生物が生息し

ているかどうかの調査ができている領域は

ごくわずかで、その割合は海全体の 100 万

分の 1 以下と推定されている3)。 
海洋生物多様性は地球環境にとって重要

な要素で、様々な海洋生物によって支えら

れている。海藻や海草などの海洋植物は酸

素を供給し、魚介類は重要な食糧となるな

ど、人類の生存にとっても重要である。し

かしながら、増大する人為的活動の影響に

より海洋生物多様性は危機に瀕している4)。

とりわけ太平洋は、地球の海域の中で最も

面積が大きく、赤道直下の熱帯から北半球

および南半球の亜熱帯や寒帯と 3 つの気候

帯を含む一方、深さ 11km にもなるマリア

ナ海溝など起伏に満ちた海底地形を有し、

多様な海洋生態系を含んでいる。太平洋で

は、その西に日本、韓国、中国、東南アジ

ア諸国といった活況を示すアジア、東に北

米および中南米、南にオセアニア諸国が所

在し環太平洋経済圏を形成し、経済活動が

（論文） 
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図 1：世界の公海 

着色部分が国家管轄権に属さない公海。白抜きが領海及び EEZ を含む国家管轄権海域 

出典：SCBD（2005） 

活発であることの影響として、太平洋の海

洋環境にも北大西洋と並んで大きな負荷が

かかっている5)6)。こうした理由から、太平

洋における海洋環境保全の意義や必要性は

高い。 
太平洋における海洋環境の保護や海洋資

源の保全および持続可能な利用を進める取

り組みは進められているものの、沿岸国が

管轄する海域や公海を含めた広域的な海洋

管理の制度的枠組みは、北大西洋との比較

では、その実効性向上に向け更なる制度的

発展が求められる。海洋西部多様性の保全

と持続可能な利用に関しては、1993 年に発

効した生物多様性条約が国際的な制度的枠

組みを提供しているが、その適用範囲は第

4 条で国家管轄権内もしくは国家管轄権内

での活動に起因する限りにおいて国家管轄

権外区域を含むと規定されており、、一般的

に公海における海洋生物多様性が国際的法

制度の枠外となっていることが課題となっ

ている7)。 

1994 年に発効した国連海洋法は、基線と

なる海岸の低潮線や湾口等から沖までの

12海里（22km）を領海、200海里（約 370km）

までを排他的経済水域として、各国が主権

および管轄権を行使しうると規定する（UN 
1982）8)。日本は 1977 年の領海および接続

水域に関する法律および 1996 年の排他的

経済水域および大陸棚に関する法律で、領

海および排他的経済水域の範囲を規定して

いる9)。なお、国連大陸棚委員会の勧告を

受ければ、基線から 350 海里以内とするな

どの一定の条件の下で、大陸棚の延長を超

えて排他的経済水域が認められる10)。国家

管轄権外の海洋生物多様性という場合には、

こうして設定される排他的経済水域以遠の

海水層である公海および大陸棚以遠の海底

ならびに海底表層土に生息する生物の多様

性を指す11)。 
現在、交渉が進められている国家管轄権

外区域の海洋生物多様性の保全および持続

可能な利用に関する国際文書（International 
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表 1：公海および深海生物生息域の現状と傾向 
生息域 現状 傾向 攪乱要因

海嶺

・約200の海嶺が確認済。
・固有生物種の割合高い。
・一部海嶺は漁業資源乱獲によ
り劣化
・底引き網漁が海底生息地を損
壊
・海洋保護区で保護されている
海嶺は僅か。

・南極海嶺付近での公海漁業の
継続。
・影響はモニタリングされてい
ない。
・乱獲による漁業資源の多様性
の低下・
・海嶺管理・保護の関心の高ま
り。

・フェロマンガン酸
化物や多金属硫化物
採掘
・気候変動

冷水性サンゴ

・未解明な部分多い。
・より広域に広がっている可能
性あり。
・熱帯サンゴに比べ高度な生物
多様性（魚類、軟体動物類を除
く）
・底引き網漁で損壊を受けやす
い。

・サンゴ付近での漁業による付
随的損壊。
・漁業活動が沖へ拡大すること
により、生息域への圧力が高ま
る。
・より多くの国がサンゴ域を特
定し、漁業圧力から保護する措
置をとっている。

・生物技術
・生物資源探査
・気候変動
・ガス・石油採掘

熱水噴出孔

・攪乱要因少ない。
・限定的な鉱床調査
・多様で豊富な固有種
・カナダとアゾレス諸島（大西
洋上のポルトガル領）で海洋保
護区による保護措置

・研究者相互に研究活動による
悪影響を自己監視している。
・短期的には調査による影響は
低減すると見込まれる。
・長期的には商業探査の影響が
懸念される。

・生物技術
・鉱物資源採掘
・エネルギー
・富裕層向け観光

遠洋

・行動に変動が大きく多様な生
態系は世界的に乱獲されてい
る。
・汚染や富栄養化の高まりによ
り生物多様性が悪影響を受けて
いる。

・漁業活動がより沖へ、深海へ
の活動を広げることにより、生
物多様性は減少している。
・気候変動が生物多様性低下を
加速させている。

・気候変動
・海洋・公海での水
産養殖の拡大

海溝

・軟弱堆積物に生息する特異な
超深海生物
・ナマコ類
・高度な固有種
・多様で豊富なバクテリア群
・攪乱要因は不明。

・研究が進んでいる。
・熱水鉱床同様、調査の影響を
最小限化するための指針が策定
される予定。

・研究
・生物技術
・廃棄物投棄

冷湧水・海底窪地

・限定的な調査
・高い固有種
・限定的な攪乱要因（底引き網
および石油採掘地であるメキシ
コや調査地域を除く）

・漁業やガス・石油採掘の沖合
い・海底への拡大
・攪乱要因の増大傾向

・生物技術
・地下資源採掘

海底谷

・高度に多様な動植物
・ロブスターなど商業価値の高
い生物種あり。
・重要な養生区域
・漁業や石油採掘による悪影響
を受ける。

・漁業やガス・石油採掘の沖合
い・海底へ拡大
・攪乱要因の増大傾向

・ガス・石油開発

SCBD 2005より著者作成  

legally binding instrument on the conservation 
and sustainable use of marine biological 
diversity beyond national jurisdiction, BBNJ
新協定）、とりわけ、海洋保護区を含む区域

型管理ツールは有用だが、太平洋での具体

化には様々な課題がある12。本稿では、公

海における海洋保護区を含む区域型管理ツ

ール成立の経緯、実施される保全および規

制措置、遵守監視や履行確保等に着眼し、

それらの機能や効果的実施に求められる諸

条件や課題などを比較検討する。現在、交

渉がすすめられている BBNJ 新協定の下で

の ABMTs の文案や各国政府等の提案など

を踏まえ、特に太平洋を中心とした公海に

おける海洋生物多様性の保全と持続可能な

利用の促進に向けた国際協力を進展させる

上で、我が国政府、研究機関、民間企業、

NGO 等が果たしうる役割を考察し、将来展

望の提示を試みる。 
 

2．公海における海洋生態系と生物多様性 

2．1 公海における海洋生物多様性 

（1）海洋生態系評価 

公海の表面積は約 2 億 k m2 で、世界の海

洋面積 3 億 6,300 万 km2 の 64％を占める13)。

公海の生物生息域は、表層・深層を含む外
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洋海水層および海底面である14)15)。海底面

は、① 海嶺、② 冷水サンゴ、③ 海底熱水

鉱床、④ 遠洋、⑤ 海溝、⑥ 冷湧水・海底

窪地、⑦ 海底谷の 7 つに分類される（表１）
16)17)。それぞれに共通して言えることは、

固有種が豊富に存在し、多様性が高い。そ

うした海底生態系の重要性は、例えば、西

マリアナ海嶺で、IUCN の絶滅危惧種に記

載されるニホンウナギが産卵、繁殖し、東

アジアで生育している例に示される（黒木, 
2009; 水産庁, 2016）。冷水性サンゴや海嶺

など壊れやすく脆弱な海底生態系は、水産

資源の乱獲や底引き網漁などによる人為的

活動の影響を受けやすく、このような海底

生態系の保護や管理への関心が高まってい

る18)。石油採掘などにより生態系に悪影響

が生じる区域がある領海や EEZ とは異な

り、公海の海底は人為的攪乱が及びにくい。

北大西洋の海域では海底熱水噴出孔がある

海底を含む区域に、海洋保護区が設定され

ている例がある。しかし、海水温の変動や

これに起因すると思われる魚類移動経路や

生息地の移動など、遠洋においても気候変

動の影響が指摘されている19。この他、海

底熱水噴出孔への攪乱要因として、有人潜

水艇（ HOVs ）や無人遠隔操作潜水機

（ROVs）、富裕層向け潜水観光等が攪乱を

引き起こしうる要因としてあげられ、将来

的には監視・保全措置の必要性が生じる可

能性が示唆されている20)。 
（2）水産資源 

公海の海洋生物資源として重要な魚類に

ついては、1995 年に採択され 2001 年に発

効した国連公海漁業協定が、公海における

回遊性魚種の保全と管理に関する制度的枠

組みを提供している。その特徴として、地

域漁業機関等による回遊性魚種の保全と管

理を目指すと規定している21)。世界の多く

の海域で水産資源の保全と管理を進める地

域機関や取極めが存在し、資源の評価や管

理を行っている。例えば、回遊魚種である

太平洋のカツオ、キハダマグロ、メバチマ

グロなどについては、中西部太平洋まぐろ

類委員会（WCPFC）が資源管理のための国

際的協力を推進している。WCPFC の報告

では、半世紀前からの比較では減少してい

るものの、ここ数年では資源の枯渇や乱獲

は発生していないと報告している（WCPFC 
2019）。大西洋のマグロ類については、大西

洋まぐろ類保存国際委員会（ICCAT）が国

際協力を推進している。大西洋ではマグロ

類は 1970 年代に減少したが、ビンナガマグ

ロは 2000 年から、タイセイヨウクロマグロ

は 2004 年から資源が回復傾向にあると報

告している（ICCAT 2019）22)。その他、公

海の小型の外洋魚種については、例えば、

北東大西洋漁業委員会（NEAFC）が漁業資

源管理に関する国際協力を進めている。サ

バ類は漁獲量が 2006 年まで減少しその後

2014 年まで増加した経緯がある。その資源

管理は、国際海洋探査協議会（ICES）の助

言を受け、北東大西洋漁業委員会（NEAFC）
の下で漁業管理ルールに従って実施されて

いる23)24)。 
（3）海洋遺伝資源 

水産資源の他に公海において重視されて

いるものに、海洋遺伝資源（Marine genetic 
resources, MGR）がある。海洋遺伝資源と

は、海洋に生息する植物、動物、微生物等

に由来する価値を有するものと解され、例

えば、研究用試薬である酵素として利用さ

れている他に抗がん剤としての有効性など

が研究されている（川村, 2011; 国立遺伝学

研究所, n.d.; IUCN, 2013; Pedrosa et al 2020）
25)26)。既に陸域の生物遺伝資源を利用して

様々な医薬品が開発されている。海洋生物

資源を利用するバイオテクノロジーの進歩

により、海洋生物資源の商業利用の可能性
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に注目が集まっている。実際に、海洋生物

資源を利用した製品・技術の特許申請に関

する調査ではその応用範囲は、保健、遺伝

子資源、分子・細胞、農業・養殖、食品、

化粧品、環境、生物技術、生物学的環境修

復、バイオ燃料など幅広い（Wynberg, 2015）
27)。自然由来の新製品は 100 万件以上ある

と推定され、そのうち、2 万 4 千件以上が

海洋生物資源由来だが、水深 50 メートル以

上に生息する生物に由来するものはそのう

ちの 2 パーセントにも満たず、未開拓であ

る（Martine et al, 2014; Skropeta and Wei, 
2014; Harden-Davies, 2017）28)29)30)。医薬品

分野では、1970 年代から研究開発が進めら

れてきたものの、臨床実験が開始されたの

は 2000 年代に入ってからとなっているな

ど、製品化や商業利用には長期の時間を要

すると報告されている（UN, 2016）31)。医

薬品でない医療用製品としては、珪藻ポリ

マーなどが外傷包帯の素材として使われて

いる例などがある（UN, 2016）32)。この他、

オメガ 3 脂肪酸など、魚油に含まれている

DHA や EPA 脂肪酸は、栄養学的には意識

して摂るべき必須脂肪酸で、ダイエットに

効果的な栄養素としても位置づけられてい

ることから、サプリ（栄養補助食品）とし

ての利用が広がっている。2009 年の米国で

の海洋生物由来のオメガ 3 サプリ販売実績

は 15 億ドル、2019 年の世界の海洋生物由

来の販売実績は 41 億ドルで、その後は年平

均 13 パーセントで市場規模が拡大し 2025
年には 2019 年の約２倍の大きさの市場に

なることが見込まれている（UN, 2016; 
Research and Market, 2020）33)。海洋由来の

コラーゲンサプリの世界市場は 2018 年に

約 6 億ドル、年平均 7 パーセントの成長で

2026 年には 10 億ドルを超えると見込まれ

る（Reports and Data, 2020）。 
海洋生物から得られる資源の商業利用が

すすむ中で、公海で採取された海洋遺伝資

源から得られる経済的利益を国際的に配分

する構想が、BBNJ 新協定交渉の海洋遺伝

資源の議題の下で議論されている。領海や

EEZ 内の海洋遺伝資源は、陸域の遺伝資源

と同様にその国の管轄権が及ぶ。2010 年成

立し、2014 年に発効した生物多様性条約の

名古屋議定書に従い、領海や EEZ 内の海洋

遺伝資源を第 3 国にある企業等が持ち出し、

利用する場合には、遺伝資源が所在する国

の政府（提供国）と第 3 国の利用する企業

（利用者）の間で、事前通知に基づく合意

をし、契約に基づいて公正で衡平な利益配

分を行うことが求められる（SCBD, 2011）
34)。しかし、公海の海洋遺伝資源は国家管

轄の外にあるため、名古屋議定書は適用さ

れない。国連海洋法条約が公海（国家管轄

権区域外）の海底鉱物資源を人類の共同財

産としてその探査や採掘から得られる経済

的利益を沿岸国や内陸国に関わらず国際海

底機構（ISA）を通じて衡平に配分する仕

組みが規定されている（UN, 1985）35)。こ

うした海底鉱物資源に関する仕組みを参考

に、BBNJ 新協定の交渉では、国家管轄権

区域外の海洋遺伝資源から得られる利益配

分に関する規定が提案されている。現在交

渉が進められており、今後の行方が注目さ

れる36)。 
海洋遺伝資源は、その商業利用から得ら

れる経済的価値の他に、区域型管理ツール

や海洋保護区の設定を検討する際にも有効

と考えられている（Zeng et al, 2019）37)。海

洋生物が海流により広域的に流動すること

で拡散が見られる一方で、海流が逆に障壁

となり海洋生物の移動が阻まれることで海

洋生物が局所的に存在する可能性も指摘さ

れる（Zeng et al, 2019）38)。定性生物の存在

により海洋遺伝資源の地域的に特異性が見

られることとも指摘される（UN, 2016）39)。
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表 2：海洋生物多様性に対する人為的な影響 

国連事務総⻑報告海洋と海洋法
2005年

国家管轄権外区域の
海洋生物多様性の保全と利用

第1次統合的海洋評価の技術的概要
2017年

漁業 漁業
気候変動 ---
汚染 有害廃棄物の処理・排出
外来種導入 ---
廃棄物処理 固形廃棄物処理
鉱物資源採掘 鉱物資源採掘
人為的海中騒音 ---
海洋ゴミ 海洋ゴミ
科学調査 ---
炭素固定 二酸化炭素の地球工学による固定*
観光 ---
パイプライン・ケーブル 海中ケーブル・パイプライン
--- 陸域・沿岸開発
--- 海運

*注：大気中から二酸化炭素を分離し、海底地中に貯留するなどの取り組み。
UN, 2005; UN, 2017より著者作成

 
 

海洋遺伝資源を分析し、その類似性や相違

を明らかにすることで、海洋区域を保護や

管理の対象とするか否かを判断する材料と

しても活用できる（Zeng et al, 2019）40)。カ

リブ海に隣接するサラガッソ海で 200 リッ

トルの海水を採取したところ、1,800 の遺

伝子群を含む微生物種および 120 万の未知

の遺伝子が発見された。海洋遺伝資源は膨

大な試料やデータを取り扱うことが必要と

なり、効率的な解析やデータ収集も課題と

なる（UN, 2016）41)。 
 

3．国家管轄権外区域の海洋生物多様性

の保全および持続可能な利用に向け

た国際文書の下での区域型管理ツー

ルの構想と主要課題 

3．1 交渉会議設立までの経緯と展開 

生態系や生物多様性の保全の取り組みは

長年にわたり進められてきているが、それ

にも関わらず人類は地球上の自然環境の改

変を続けている。その結果、生態系や生物

多様性は急速に減少しており、海洋では人

為的影響が累積的に蓄積され急速に増大し

ているとして警鐘が鳴らされている

（IPBES, 2019）42)。海洋生物多様性に対す

る具体的な影響要因については、漁業や海

洋汚染、廃棄物、海洋ゴミ、鉱物資源採掘、

海中ケーブルが考えられている（表２, UN, 
2005; UN, 2017a）43)44)。気候変動、外来種、

人為的海中騒音、科学調査、観光は 2005 
年の海洋と海洋法に関する国連事務総長報

告では列記されているが、2017 年の国連報

告では特記されておらず、また、2017 年の

国連報告書では、陸域・沿岸域開発や海運

を列記している。2017 年 6 月の国連海洋会

議で採択された行動計画では、その第 13
項で、海洋汚染の削減、持続可能な漁業の

推進等、22 の取り組むべき課題を提示して

いる（UN, 2017b）45)。同行動計画の第 13
項 s では、国連総会決議により設立され作
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業を進めている国家管轄権外区域の海洋生

物多様性の保全および持続可能な利用に関

する国際文書（BBNJ 新協定）策定のため

の準備委員会での議論に積極的に参加し、

準備委員会の報告を踏まえ、BBNJ 新協定

に関する交渉委員会の開催と開催日程につ

いて国連総会が決定できるよう取り組むこ

とを求めている（UN, 2017b）46)。2017 年 9
月の国連総会では、タネティ・マアマウ キ
リバス大統領が、海洋は人、平和、繁栄と

強い結びつきがあり、気候に関して犯した

過ちを繰り返すことのないよう、海洋の保

全に向け緊急かつ一体となった行動をとら

なければならないとして、BBNJ 新協定の

策定に意欲を示した（UN, 2017c）47)。 
BBNJ 新協定を巡っては、国連は 2004 年

の総会決議により、国家管轄権外区域の海

洋生物多様性に関し検討を行う作業部会を

設置し、国連事務総長報告を基に 2006 年よ

り 9年の間に 9回の作業部会を開催し、2016
年からは 4 回にわたり準備委員会を開催し

た（UN, 2005; UN, 2015; UN, 2017b）。2017
年 12 月に国連は総会決議 72/249 を採択し、

「国家管轄権外区域の海洋生物多様性

（BBNJ）の保全および持続可能な利用に関

する国連海洋法条約（UNCLOS）の下での

国際的な法的拘束力ある文書に係る政府間

会議」を 2018～2020 年の間に 4 つの会期で

開催することを決定した（UN, 2018）48)。

国連総会決議 72/249 第 1 項では、協定をで

きるだけ早期に策定するために政府間会議

を開催すると決定している（UN, 2018）49)。

この決議の案となった文書 A/72/L.7/Add.1
が 2017 年 12 月 23 日に国連総会で採択され

る際には、日本を含む当初の共同提案国 65
ヵ国に、モンゴルやネパールといった内陸

国を含む 28 ヵ国が追加で共同提案国に加

わり、多くの国が政府間会議の設立に賛同

する意向を示し、満場一致で採択された

（UN, 2017e; UN, 2017f; UN, 2017g）50)。決

議の第 2 項では、国家管轄権外区域の海洋

生物多様性の保全と持続可能な利用に関し、

①利益配分を含む海洋遺伝資源、②海洋保

護区を含む区域型管理ツール、③環境影響

評価、④能力構築と海洋技術移転の４つの

課題を一体（package）として議論すると規

定された51)。 
決議の採択後にロシアは、新協定の内容

については関係国間で立場の一致が見られ

ていない点を強調した他、国連海洋法条約

の締約国となっていないコロンビア、ベネ

ズエラ、トルコは新協定交渉への参加によ

っても国連海洋法条約との関係での立場を

変更することはないとステートメントした。

またアメリカは全会一致（コンセンサス）

での意思決定が本決議では担保されていな

い点を懸念しているものの、交渉では全会

一致の方式に従い作業が進められることに

期待し、本決議案には反対しない旨のステ

ートメントを行っている（UN, 2017g, UN, 
2017h）52)。国家管轄権外区域の生物多様性

の保全と持続可能な利用という国際社会が

一致団結して取り組まなければならない課

題について、常任理事国であるロシアが慎

重な立場を表明している他、一部途上国が

国連海洋法条約には加入しないとの立場を

表明していることなどが、交渉や採択され

た後の実施等に関してどのような影響を与

えるのかに留意する必要がある。 
一方、アジア・太平洋諸国は、この BBNJ

新協定交渉に前向きな姿勢を継続して示し

ており、2019 年 9 月の第 74 回国連総会で

は、バングラデシュのシェイク・ハシナ大

統領が演説の中で、ブルーエコノミーをバ

ングラデシュの優先施策として捉え、国家

管轄権外区域の海洋生物多様性に関する協

定交渉に貢献していく方針を示している他、

東チモールのディオニシオ・デ・コスタ・
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バボ・ソアレス外相は同 74 回国連総会での

演説で東チモールは BBNJ 新協定交渉を全

面的に支持し、人類の共同財産からの利益

配分を確実に行い得るよう新協定が前回一

致で採択されることを期待している旨述べ

ていることは注目できる（UN, 2019b; UN, 
2019c）53)。 

3．2 新協定交渉と区域型管理ツール 

2018 年 9 月に、BBNJ 新協定の交渉を目

的とした政府間会議第 1 回会合が開催され、

その後、2019 年 4 月第 2 回会合、2019 年 8
月に第 3 回会合が開催され、協定案につい

ての具体的な交渉が進展してきた（UN, 
2019d）54)。交渉は、国連総会決議 72/249
で定めた 4 つの議題を中心に第 1 回会合で

各国がステートメントを行い、それを踏ま

え て 議 長 が 骨 子 案 （ President’s aid to 
negotiations）を配布して第 2 回会合で議論

し、第 3 回会合では具体的な協定案につい

て の 交 渉 が 行 わ れ た （ UN, 2018b;UN, 
2019e）。2020 年 3 月の第 4 回会合では協定

案の改訂版について交渉が行われる予定で

あったが、COVID-19 の影響を受け、延期

となった（UN, 2020）55)。4 つの議題のう

ち、海洋保護区を含む区域型管理ツールは、

2017 年の国連海洋会議で採択された行動

計画の第 13 項 j でその効果的実施の重要性

が言及されている。第 13 項 j では、海洋保

護区を含む効果的で適切な区域型管理ツー

ルの利用を支援することを提唱しており、

そこには、海洋空間計画や沿岸総合管理と

いった分野横断的手法を含むと規定してい

る56)。さらに、区域型管理ツールは現存す

る最良の科学やステークホルダーの参加に

基づき、予防的かつ生態系に立脚した手法

を用い、国際法や国内法に従い、海洋の回

復力を高め、海洋生物多様性のより良い保

全と持続可能な利用を進めると定めている。

区域型管理ツールは、海洋生物多様性の保

全と持続可能な利用を具体的に推進してい

く上で重要な施策として位置付けられてお

り、その効果的な実施には様々な条件が想

定されていることから、そうした条件の整

備を十分に担保しうる規定を新協定に盛り

込んでいくことが肝要と考えられる。

2019 年 8 月の第 3 回会合の成果を踏まえ、

当初 2020年 3月に開催が予定されていた第

4 回会合に向けて政府間会議議長が作成し

た協定案改訂版では、それぞれの課題につ

いて合意可能な具体的な文言が提示された。

各国政府の立場が明確に異なる点は括弧が

付され、ただ括弧が付されていない箇所に

ついても、必ずしも合意が成立しているわ

けではないとの但し書きが付された57)。但

し書きと共に、交渉会議の代表団は 2020
年 2 月 3 日までにこの改訂版に対する修正

案となる文言を提出することが求められ、

提出された文書は、資料集（Compilation of 
textual proposals）として公開された。修正

提案は 6 つの国家政府グループ、16 の政府、

6 つの NGO 等から提出され、とりまとめら

れた資料集は 404 頁となった（UN, 2020b）。
当初、第 4 回会合で交渉が妥結することが

期待されていたが、合意形成には様々な課

題が残っていることがこうした代表団から

の反応からも推察することができる。

新協定は、総会決議 72/249 の規定された

ように、海洋遺伝資源、区域型管理ツール、

環境影響評価、能力構築と海洋技術移転の 4
つが議論されることとなっているが、総論

として、例えば、海洋遺伝資源を国家管轄

権外区域の海底鉱物資源と同様に人類の共

同財産と位置付けるべきか否かであるとか、

遺伝資源の利益配分や海洋技術移転を協定

締約国の義務として行うべきか、任意の努

力目標とするべきかなど、基本的な点での

立場の相違が見られることから、各論の議
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論についても総論の議論を踏まえて考察す

る必要がある58)。2019 年 11 月に公表された

BBNJ 新協定案改訂版における区域型管理

ツールに関連する規定およびこれまでの議

論の概要は下記の通りとなっているる。 
国家管轄権外区域の海洋生物多様性の保

全と持続可能な利用を推進するためには、

海洋保護区（marine protected areas, MPAs）
などを含む区域型管理ツールで一定の保全

や管理措置を取ることが重要であると考え

られており、このツールが新協定の中核と

なるとの指摘もある（Tiller et al, 2019）59)。

現在の協定案改訂版では、区域型管理ツー

ルに関しては、第 14～21 条までの 8 つの条

文が置かれている（UN, 2019b）60)。第 14
条では、目的を定め、区域型管理ツールの

利用に関する協力や調整や海洋法やその他

の国際的な義務やコミットメントの効果的

な実施、保護を必要とする区域の保全と持

続可能な利用等を定めている。この他、第

15 条国際協力と調整、第 16 条（保護が必要

な）区域の特定、第 17 条提案、第 18 条提

案に関する協議と提案、第 19 条意思決定、

第 20 条実施、第 21 条監視（monitoring）と

検証（review）に関する規定が置かれている。 
保護が必要な区域の特定（identify）に関

し、第 16 条はその 1 項で既存の最良の科学

に基づくものとすると規定している。これ

に関しては、ミクロネシアは太平洋島嶼国

を代表して伝統的知見（traditional knowledge）
も加えるべきだと提案したところ、アルゼ

ンチン、日本、韓国が異議を唱えている

（Mendenhall et al, 2019）61)。第 16 条 2 項で

は、保護を必要とする区域を特定するため

の明示的基準（indicative criteria）は附属書 I
で記載するとし、付属書 I では、特異性や希

少性など 21 の項目があげられている（UN, 
2019b）62)。このうち、10 項目については、

括弧が付され、(o) 経済的および社会的要因、

(p) 文化的要因などには括弧が付されてい

る。協定の付属書に記載するのではなく、

協定で設置される科学技術に関する下部組

織に議論を委ねるべきとの提案も見られた

が、現在の改訂版では付属書が添付されて

いる63)。区域型管理ツールに関する提案につ

いては、第 17 条 1 項で締約国が単独もしく

は共同で事務局に提出することできると規

定する。2 項では、提案書の作成において、

締約国は適切なステークホルダーと連携で

きるとの規定は改定案で括弧が付されてい

る。ステークホルダーの関与は大きな流れ

ではあるが、どこまでのステークホルダー

の関与を求めるのか、例えば特定の事業者

などを含めるのか否かなどについて、議論

の収斂が待たれている（Santo et al, 2020）64)。

区域型管理ツールの提案に関する協議およ

び評価について、第 18 条では、協議は全て

の適切なステークホルダーに対して参加型、

透明で開かれていなければならないと規定

し、2 項で事務局は提案を公表し協議を推進

すると規定する。その協議の対象は、(a) 各
国政府をはじめ、(b) 条約や枠組み、世界規

模・地域・小地域・分野別組織、(c) 伝統的

な知見を有する先住民や地域社会、学術界、

市民社会およびその他の適切なステークホ

ルダーを列記する。意思決定については、

第 19 条で締約国会議が区域型管理ツールに

関する意思決定を行うと規定する。区域型

管理ツールの設定については、既存の機関

にその権限を委ねることも提案されたが、

協定案改訂版では、締約国会議が区域型管

理ツールの決定権限を有すると規定されて

いる（Tiler et al, 2019）65)。区域型管理ツー

ルの実施については、第 20 条 1 項で締約国

は国家管轄権外区域で実施される活動はこ

の協定の区域型管理ツールに関して採択さ

れる決定と一貫して実施されなければなら

ないと定めているが、3～6 項は括弧が付さ
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れており、議論の収斂が求められている。

第 21 条では監視と点検が規定され、締約国

は区域型管理ツールの実施に関し締約国に

報告を行い、科学技術組織による監視と点

検を受け、締約国会議が区域型管理ツール

に関し必要とあれば修正や撤廃に関する決

定を行うことができると定める66)。5 項では、

適切な地球規模・地域組織等はそうした組

織が設定した措置の実施について締約国会

議に報告するとの規定が提案されている。

区域型管理ツールと関連する課題として、

環 境 影 響 評 価 （ environmental impact 
assessment, EIA）がある。EIA は第 21 条 bis
から 41 条までの 21 の条文が置かれている
67)。第 21 条 bis は目的を規定することとな

っており、EIA の実践を図るための手続き

を定めるとの文言が提案されているが、括

弧が付されている。第 22 条は、EIA 実施の

義務を定めており、1 項で締約国は国家管

轄権内の計画される活動の起こりうる影響

を評価し、国家管轄権外区域の活動につい

ての EIA に関し本協定の EIA の章の条項が

適用されるとの文言が提案されているが、

括弧が付されている。第 23 条では、世界的、

地域的、小地域、分野別組織との関係を定

めており、全ての条文に括弧が付されてい

るが、本協定で設立が想定されている科学

技術組織が世界的・地域的組織等と協議や

調整を行うことが規定されている。ステー

クホルダーとの情報共有や関与に関しては、

第 34 条で公共の通知および協議に関する

規定を置き、1 項で締約国は管轄権の下で

計画される活動についてステークホルダー

に早期通知を確実に行うことを規定し、2
項でステークホルダーの範囲を地球規模・

地域的組織等や NGO、一般、学術界等が列

記されているが括弧が付されている。第 4
回会合は、当初、交渉の妥結に向け大きな

進展を遂げることが期待されていたが、会

議開催に先立ち議長から提出された協定案

改訂版に多くの括弧が残されていることや、

その後、代表団から提出された提案書が

400 頁にも上ることなどから、交渉妥結に

は依然として多くの時間と労力を要すこと

が見込まれている。（Santo et al, 2020）68)。 
ただ、現段階の協定案改訂版の中で、世

界規模、すなわち国際条約や国連機関など

に加え、地域・小地域組織の役割が多く盛

り込まれている。区域型管理ツールでは、

その提案に関する協議（第 18 条 2 項）、実

施の推進（第 20 条 4 項）、監視や点検（第

21 条 5 項）、EIA の協議（23 条 2 項）など

で協定実施に向けた取り組みを行うことが

想定されている。また、協定実施において

は、学術界や市民社会組織等が区域型管理

ツールの提案に関する協議（第 18条 2項）、

環境影響評価に関する通知（第 34 条 2 項）

などで対応が求められている。

4．アジア・太平洋地域における国家管轄

権外区域の生物多様性の保全と持続可

能な利用に向けた取り組みと課題 

太平洋は、世界の海の 46.6%を占め、大

西洋（23.5%）、インド洋（19.5%）、南極

（6.1％）、北極（4.3%）の割合を大きく上

回っている。太平洋は、熱帯から寒帯まで

広域に広がり、マリアナ海溝は深さ 11,000
メートルと世界最深で、多様な海洋環境と

生息地を提供している（Britanica, n.d.; UN,
2016）69)。太平洋は水産資源の宝庫で、世

界の漁獲量の約 47 パーセントを占める

（FAO, 2017）70)。一方で、こうした広域な

アジア・太平洋地域において、特に国家管

轄権外区域の海洋生物多様性の保全と持続

可能な利用の推進を図る上では、海洋環境

の管理を進める地域体制に課題が残る。
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表 3：東アジア・インド洋地域の越境型 EBSA 

EBSA名称 沿岸国
北東インド洋

Olive Ridley Sea Turtle Migratory Corrdor in
the Bay of Bengal

インド、スリランカ

北西インド洋

Arabian Sea Exygen Minimum Zone
インド、パキスタン、イラン、オマン、

イエメン

Southern Red Sea Islands エリトリア、イエメン

Southern Red Sea Pelagic Ecosystems エリトリア、イエメン、ジブチ

Makran/Daran-Jiwani Area パキスタン、イラン

東アジア海域

Intertidal Area of East Asian Shallow Seas
日本、韓国、中国、ベトナム、タイ、マ
レーシア、インドネシア、フィリピン、

ミャンマー

Raja Ampat and Nothern Bird's Head パラオ、インドネシア

Kyushu Palau Ridge 日本、パラオ

Kuroshio Current South of Honshu 日本、フィリピン

CBD (2016)より著者作成

BBNJ 新協定の下で区域型管理ツールの

実施を図る上で、既存の地域機関の活用が

重視され、そのモデルとしてあげられる組

織として、北東大西洋環境保護条約

（OSPAR 条約）と北東大西洋漁業委員会

（NEAFC）があげられる（Santo, 2018）。
OSPAR 条約は、北大西洋の海洋環境保全目

的とし、漁業は規制の対象外とし、海底ケ

ーブル埋設や埋め立て等の人為的活動を特

定の海域で禁止している。設定された海洋

保護区（MPA）は 423 区域、そのうち、12
が公海を含む海域に設定されており、MPA
は OSPAR 管轄海域の 5.8%に達する（Santo, 
2018）。NEAFC は、2007 年に底引き網

（bottom trawling）を禁じる海域を設定し、

OSPAR 条約の海洋保護区と連動している。

OSPAR と NEAFC は組織連携を制度化し、

また、OSPAR 条約や NEAFC は、ICES(国
際海洋探査協議会）の科学的助言受けて意

思決定を行っている（Santo, 2018）71)。 
東アジアで海洋管理を行う組織としては、

北西太平洋行動計画（Northwest Pacific 
Action Plan, NOWPAP）が日本海における海

洋保全等を目的とし、日本、中国、韓国、

ロシアの 4 か国が協力している。ただしこ

れは国連環境計画の下で作成された法的拘

束力を持たない行動計画である（NOWPAP, 
n.d.）。他に、東アジア海域環境管理パート

ナーシップ（Partnerships in Environmental
Management for the Seas of East Asia,
PEMSA）があり、設立は 1994 年と歴史が

ある。プロジェクト実施のために ASEAN
諸国を主体として日本、中国、韓国が協力

する枠組みで、沿岸保全などの能力構築プ

ロジェクトなどを中心に実施している

（PEMSEA, 2018）72)。北東アジアの漁業管

理を目的として、北太平洋公海漁業資源の

保全と管理条約が 2012 年に署名され、2015
年 7 月に発効し、北太平洋漁業委員会

（North Pacific Fisheries Commission, NPFC）
が立ち上げられ、日本、中国、韓国、ロシ

ア、カナダ、アメリカ、バヌアツが参加し

ている（NPFC, n.d.）。NPFC は漁業資源評

価に関し、北太平洋海洋科学機構（North
Pacific Marine Science Organization, PICES)
と連携を図ることを合意している（NPFC, 
2019）。しかし、それ以外の地域機関等との

連携についての情報はない。
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区域型管理ツールの効果的な実施を図る

上で生物多様性条約の下で認定されてきて

いる生物学的重要海域（Ecologically or 
Biologically Significant Marine Areas, EBSA）

がある（Santo, 2018）73)。 この EBSA は、

2008 年のドイツのボンで開催された第 9 回

生物多様性条約締約国会議（CBD/COP9）
において採択された決定 IX/20 において認

定の基準が明示された。各国政府が EBSA
申請を行い、これを締約国会議で審査し、

国連総会に報告することとなっている。審

査の基準としては、① 特異、希少性、② 種
の生命史段階における特別な重要性、③ 脅
威にさらされ、絶滅の危機に瀕し、あるい

は個体数が減少する種または生息地にとっ

ての重要性、④ 脆弱性、繊細性、回復の遅

滞性、⑤ 生物学的生産性、⑥ 生物多様性、

⑦ 自然性があげられ、区域型管理ツールを

模索する上で有用な材料を提供している

（Santo, 2018）74)。2016 年にメキシコ・カ

ンクンで開催された第 13 回 CBD 締約国会

議（CBD/COP13）では、北東インド洋 10
件、北西インド洋 31 件、東アジア海域３６

件の合計 77 件の EBSA 申請が、審議され、

認定されている（CBD, 2016）。このうち、

複数ヵ国の領海あるいは公海を含む EBSA
は北東インド洋１件、北西インド洋 5 件、

東アジア海域 3 件となっている（表 3）。こ

れに先行して、2014 年には北太平洋を広く

横断する海域（Equatorial High-Productivity 
Zone）も EBSA に認定されており、東アジ

アや太平洋で区域型管理ツールを模索する

材料が提供されている（CBD, 2014）。しか

し、北東大西洋とは異なり、越境型あるい

は公海を含む海域での海洋保護区の設定実

績がなく、海洋保護を目的とする地域機関、

地域漁業機関、海洋科学組織との間での連

携等も発展途上であると考えられる。そう

した組織は EBSA の海域と呼応しておらず、

北東太平洋での地域的・組織的な発展が望

まれる。 
 
5．海洋国家の国際戦略としての海洋政策 

国家管轄権外区域の海洋生物多様性の保

全と持続可能な利用の推進を進めていくた

めに以下を提案する。まず、第 2 章で見た

ように、公海における海洋生物資源がどの

ような意味を現在そして将来的に持ちうる

のかを理解しなければならない。第 3 章で

示した BBNJ 新協定で想定されている区域

型管理ツールの仕組みと、そこでの地域的

機関が期待される役割を踏まえなければな

らない。第 4 章で考察した先進的な北大西

洋の例にならい、アジア・太平洋地域の地

域組織の拡充を図り、越境型を含む EBSA
を素材に地域連携を図っていかなければな

らない。海洋国家で多様は海洋・沿岸生態

系を有する我が国の特性を活かし、海洋科

学や技術・社会連携の分野での先進的な取

り組みを更に発展させ、国際連携や協力を

牽引する役割を担っていくことが肝要であ

る。そのためには、海洋分野での人材育成、

研究開発、国際連携や協力を優先的な施策

の一つとして位置付けていくことが重要で、

予算措置がそれに伴わなければならない

（表４, UNESCO, 2017）75)。 
第 3 期海洋基本計画を今後実施していく

にあたっては、海洋環境保全および持続可

能な利用を多面的・複合的政策視点から関

係国と推進していく取り組みを進める必要

がある。アジア、太平洋、インド洋等、日

本がかかわりの深い海域での多国間管理体

制の形成や実施体制の強化、優良事例の創

出を通じて、BBNJ 新協定の交渉や区域型

管理ツールの実施に向けた国際・地域協力

を含め、海洋ガバナンス分野において日本

が積極的な役割を果たしていくことが期待

される。 
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 Marine biological resources and marine ecosystems have been adversely affected by increasing eco-
nomic activities. To promote the conservation and sustainable use of marine biodiversity, negotiations are 
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新たな海洋ガバナンス構築に関する基礎的研究 

―ブルーインフィニティループの視点から― 
 

小森 雄太＊ 

 
 

 本稿は海洋安全保障を含む海洋ガバナンスの諸課題を包括的に考察するための分析視

角を提示することを目的としている。本稿では地球環境の変化により形成された「連続

性を伴った海洋（Blue infinity loop）」を踏まえ、各海域のガバナンスや「自由で開かれ

たインド太平洋構想」などの主要国の外交・安全保障政策、IUU に代表される政策課題

がそれぞれ連続性を有していることを指摘した。そして、連続性を踏まえた仮説的結論

として分析モデルを提示し、今後の海洋ガバナンスを検討する上での学術的基盤の構築

を図った。 
 
キーワード：海洋ガバナンス、海洋安全保障、ブルーインフィニティループ、連続性、

持続可能な開発目標 
 
 
 
1．はじめに 

1．1 本稿の目的 

 1982 年に締結された「海洋法に関する国

際連合条約（UNCLOS）」が 1994 年に発効

し（我が国は 1996 年に批准）、「領海及び接

続水域」や「国際航行に使用されている海

峡」、「群島国」、「排他的経済水域」、「大陸

棚」、「公海」、「島の制度」、「閉鎖海又は半

閉鎖海」、「内陸国の海への出入りの権利及

び通過自由」、「深海底」、「海洋環境の保護

及び保全」、「海洋の科学的調査」、「海洋技

術の発展及び移転」、「紛争の解決」などの

国際海洋法に関する諸概念が法的に規定さ

れることとなった。その点において、

UNCLOS の発効は世界的な海洋政策にお

ける画期であり、さまざまな課題を有して

いるものの、UNCLOS が「海の憲法」と称

される所以である1。そして、「海洋の諸問

題が相互に密接な関連を有し及び全体とし

て検討される必要があることを認識

（Conscious that the problems of ocean space 
are closely interrelated and need to be 
considered as a whole）」と指摘した UNCLOS
は、現在の「海洋ガバナンス（ ocean 
governance）」の基礎となる存在であり2、そ

の具体化が海洋政策研究における重要な課

題となっている。 
 さらに、1992 年に開催された地球サミッ

（論文） 
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トの成果文書であるリオ宣言やその行動計

画であるアジェンダ 21 は、2000 年に発表

されたミレニアム開発目標（MDGs）の基

礎となるばかりでなく、2015 年に発表され

た持続可能な開発目標（SDGs）の基礎とな

っており、現在取り組まれている海洋環境

保全に関する取り組みの拠り所となってい

る。さらに、昨今では気候変動や海洋酸性

化などといった海洋環境のみならず、海洋

安全保障に直接的に影響を与える問題も発

生しており3、これらの課題に対する対応も

海洋政策研究における喫緊の課題となって

いる。特に近年は気候変動に伴う北極海航

路の形成により、太平洋からインド洋やス

エズ運河、地中海、大西洋、北極海を経て

太平洋に抜ける海上交通路（ユーラシアブ

ルーベルト）と太平洋からパナマ運河や大

西洋、北極海を経て太平洋に戻る海上交通

路（リムアメリカンパシフィックブルーベ

ルト）が形成されつつある。これは後述す

るように、特定の海域や海峡のみで繋がっ

ていた課題を地球規模の繋げる「ブルーイ

ンフィニティループ（Blue infinity loop：
BIL）」が具体化しつつあることを意味して

いる。 
 そして、世界規模の経済構造の変化も見

逃すことはできない。冷戦崩壊後もアジア

通貨危機（1997 年）や世界金融危機（2007
年）などの数度の不況が発生したが、その

過程において、主要国首脳会議（G7）や経

済協力開発機構（OECD）の加盟国に代表

される先進工業国のみならず、中国やイン

ドをはじめとする新興国が大きな力をつけ

てきている。その結果、特に中国の GDP
は、2010 年には世界第 2 位の規模にまで成

長している。このような経済構造の変化が

与えた影響も陸上にとどまらず、海洋にも

大きな影響を与え、例えば漁業・水産業に

おいては、これまでに魚食文化が無かった

国々、あるいは川魚を主食としてきた国々

が漁船を繰り出し、我が国をはじめとする

魚食文化を有する国々と漁獲をめぐる争い

が生じるに至っている。近年はその傾向は

顕著であり、例えば、漁船漁業生産量を主

要漁業国・地域別に見ると、EU、米国、我

が国等の先進国・地域の漁獲量は過去 20
年ほどの間、おおむね横ばいから減少傾向

で推移してきているのに対し、中国、イン

ドネシア、ベトナムといったアジアの新興

国をはじめとする開発途上国による漁獲量

の増大が続いており、中国が 1,558 万トン

と世界の 17％を占めている4。加えて、我

が国をはじめとする先進工業国のみならず、

新興国への輸出を目的とした鮮魚をめぐる

違 法 ・ 無 報 告 ・ 無 規 制 漁 業 （ Illegal, 
Unreported and Unregulated Fisheries：IUU）

への対応も急務である5。 
 このような海洋をめぐる大きな動きと同

時期に外交・安全保障に関わる大きな動き

も発生している。その最たるものが冷戦の

終結である。その後、国際構造が超大国の

対立構造から多極化へと大きく変化する中

で、冷戦終結時に予想された平和な時代は

訪れず、民族紛争に代表される低強度紛争

の頻発化やアメリカ同時多発テロ（2001 年）

に代表される国際的なテロ活動およびそれ

への対応（対テロ戦争）などにより、世界

は冷戦期やそれ以前とは全く性質の異なる

危機と接することとなった6。 
 海洋を取り巻くこれらの変化や課題は一

見すると個別の動きや課題のように見える。

しかし、気候変動が大規模災害を誘発した

り、海洋生物資源への依存が IUU や環境破

壊を誘発したりと密接に結びついている。

特に冷戦崩壊後、海洋安全保障を含む安全

保障の分野においては戦争に代表される伝

統的安全保障から自然災害やテロ行為とい

った非伝統的安全保障へとその軸足が移り
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つつあるが、これは同時にその取り扱う対

象が拡大することを意味する。そのため、

今後の海洋政策を検討する際には、個別の

課題への方策を検討することと併せて、こ

れらの課題を包括的に取り扱うための方策

や視座を提示することも同様に海洋政策研

究に求められる重要な取り組みである。ま

た、これらの課題を解決するためには地政

学的な視点からの考察も欠かすことはでき

ないが7、昨今ではさらに一歩踏み込んで

「海政学」の確立およびその視点からの考

察を試みる動きもある8。 
 本稿においてはこれらの課題や先行研究

の動向を踏まえ、我が国を含む世界の海洋

政策を包括的に考察するための見方を海洋

ガバナンス、特に海洋安全保障の視点から

提示することを目指す。 
 
1．2 本稿で注目する海洋安全保障 

 本稿が依拠する「海洋安全保障」は、海

洋領域において「国民の生活をさまざまな

脅威から守ることを意味するが、具体的に

は、何から（軍事侵略、テロ、犯罪、経済

封鎖、自然災害などの脅威）、何を（生命と

財産、政治的自由、経済的豊かさ、文化的

伝統などの価値）、どのようにしてか（軍事

的・外交的手段、国内的結束・対外的有用

性のアピールなどの方法）という文脈のな

かで総合的に理解されるべき政策体系をさ

す9」ものである。また、海洋安全保障にお

いて守るべき利益については、海洋安全保

障の中核的な次元として、「国家安全保障」、

「海洋環境」、海洋経済と称される「経済発

展および「人間の安全保障」が先行研究で

は紹介されている10。 
 一方で、我が国が 2013 年に閣議決定した

「国家安全保障戦略」に基づくならば、「航

行・飛行の自由や安全の確保、国際法にの

っとった紛争の平和的解決を含む法の支配

といった基本ルールに基づく秩序に支えら

れた「開かれ安定した海洋」を維持・発展」

させることであることは理解できるが、そ

れを正確に定義することは困難である。例

えば、2018 年に閣議決定された我が国の海

洋基本計画（第 3 期海洋基本計画）におい

ては、「海洋に関する施策についての基本的

な方針」として、「総合的な海洋の安全保障

（Comprehensive Maritime Security）」を掲げ

るとともに、我が国の海洋の安全保障上、

念頭に置くべき方向性として、「我が国の領

海等における国益の確保」、「我が国の重要

なシーレーンの安定的利用の確保」および

「海洋利用の自由の確保のための国際的な

海洋秩序の強化」を提示している。また、

「海洋の安全保障の強化に貢献する基層」

として、「海洋の安全保障の強化の基盤とな

る施策」には、「海洋状況把握（MDA）体

制の確立」、「国境離島の保全・管理」、「海

洋調査、海洋観測」、「科学技術、研究開発」

および「人材育成、理解増進」を掲げると

ともに、「海洋の安全保障の補強となる施策」

として、「経済安全保障」と「海洋環境の保

全等」を掲げ、さまざまな観点から海洋安

全保障を定義し、「海洋に関する施策に関し、

政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

（第 2 部）」として、「海洋の安全保障」、「海

洋の産業利用の促進」、「海洋環境の維持・

保全」、「海洋状況把握（MDA）の能力強化」、

「海洋調査及び海洋科学技術に関する研究

開発の推進等」、「離島の保全等及び排他的

経済水域等の開発等の推進」、「北極政策の

推進」、「国際的な連携の確保及び国際協力

の推進」および「海洋人材の育成と国民の

理解の増進」を定義している。 
 そのため、本稿においては、これらの利

益を守るために必要となる国際的な海洋秩

序およびそれを維持する取り組みを海洋安

全保障と定義し、検討を進めることとする。 
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表 1：SDG14 の達成基準および指標 

達成基準（Targets） 指標（Indicators）

14.1
2025年までに、陸上活動による海洋堆積物や富栄養化をはじめ、
あらゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に減少させる。

沿岸富栄養化指数（ICEP）及び浮遊プラスチックごみの密度

14.2
2020年までに、海洋および沿岸の生態系のレジリエンス強化や回
復取り組みなどを通じた持続的な管理と保護を行い、大きな悪影響
を回避し、健全で生産的な海洋を実現する。

生態系ベースにアプローチを用いた管理が行われている国内の排他
的経済水域の割合

14.3
あらゆるレベルでの科学的協力の促進などを通じて、海洋酸性化の
影響に対処し最小限化する。

承認された代表標本抽出地点で測定された海洋酸性度（PH）の平
均値

14.4

2020年までに、漁獲を効果的に規制して、乱獲や違法・無報告・
無規制（IUU）漁業および破壊的な漁業慣行を撤廃し、科学的情報
に基づいた管理計画を実施することにより、実現可能な最短期間で
水産資源を、少なくとも各資源の生物学的特性によって定められる
持続的生産量のレベルまで回復させる。

生物学的に持続可能なレベルの水産資源の割合

14.5
2020年までに、国内法および国際法に則り、入手可能な最適な科
学的情報に基づいて、沿岸・海洋エリアの最低10%を保全する。

海域に関する保護領域の範囲

14.6

2020年までに、開発途上国および後発開発途上国に対する適切か
つ効果的な、差異のある特別な待遇がWTO漁業補助金交渉＊の不
可分の要素であるべきことを認識したうえで、過剰生産や乱獲につ
ながる漁業補助金を禁止し、IUUにつながる補助金を撤廃し、同様
の新たな補助金の導入を抑制する。

IUU漁業と対峙することを目的としている国際的な手段を実施する
中における各国の進捗状況

14.7
2030年までに、漁業、水産養殖、および観光の持続可能な管理な
どを通じた、小島嶼開発途上国および後発開発途上国の海洋資源の
持続的な利用による経済的利益を増加させる。

小島嶼開発途上国、後発開発途上国及びすべての国々のGDPに占
める持続可能な漁業の割合

14.a

海洋技術の移転に関するユネスコ政府間海洋学委員会の基準・ガイ
ドラインを勘案し、科学的知識の増進、研究能力の開発、および海
洋技術の移転を行い、開発途上国、特に小島嶼開発途上国および後
発開発途上国の海洋の健全性の改善と、開発における海洋生物多様
性の寄与向上を目指す。

総研究予算額に占める、海洋技術分野に割り当てられた研究予算の
割合

14.b
小規模・伝統的漁業者に対する、漁業および市場へのアクセスを提
供する。

小規模・零細漁業のためのアクセス権を認識して保護する法的/規
制/政策/期間の枠組みの適用についての各国の進捗

14.c

我々が望む未来のパラグラフ158にある通り、海洋および海洋資
源保全・持続的利用のための法的枠組みを規定する海洋法に関する
国際連合条約（UNCLOS）に反映されている国際法を実施するこ
とにより、海洋および海洋資源保全・持続的利用を強化する。

海洋及び海洋資源の保全と持続可能な利用のためにUNCLOSに反
映されているとおり、国際法を実施する海洋関係の手段を、法、政
策、機関的枠組みを通して、批准、導入、実施を推進している国の
数  

出典：笹川平和財団海洋政策研究所編（2018）をもとに筆者作成。 

2．課題解決に資する分析視角の必要性 

2．1 昨今の海洋ガバナンスにおける諸課題

―何が問題なのか？― 

 前節でも指摘したように、海洋ガバナン

ス、特に海洋安全保障を取り巻く環境や状

況の変化は、冷戦崩壊以前の伝統的安全保

障よりも人間の安全保障に代表される非伝

統的安全保障の重要性が強くなってきたと

いう「安全保障概念の変化」と気候変動に

代表される「海洋環境の変化」という 2 つ

の変化から構成されている11。加えて、海

洋安全保障を含む海洋政策全般の課題とし

て、特に先に挙げた利益を守る国際的な海

洋秩序およびそれを維持する取り組みの持

続可能性を担保するという点において、

SDGs の達成への貢献も無視することはで

きない。SDGs とは 2015 年 9 月に開催され

た国連総会において採択された成果文書で

ある「我々の世界を変革する：持続可能な

開 発 の た め の 2030 ア ジ ェ ン ダ

（Transforming our world: the 2030 Agenda 
for Sustainable Development）」を構成する具

体的な行動指針であり、2000 年に国連ミレ

ニアムサミットで採択されたMDGsの後継

として位置づけられるものである。SDGs
の中でも、目標 14（SDG 14）においては、

「海の豊かさを守ろう（Life below water）」
という目標を達成するために、「海洋と海洋

資源を持続可能な開発に向けて保全し、持

続可能な形で利用することが明記され、

【表 1】に示すような形で 10 の個別目標が

設定されている。加えて、【図 1】のように

SDG 14 が SDGs 全体において、どのように

位置づけられるかを図式化した試みも発表

されている12。なお、SDGs の前身である

MDGs の 8 つの目標の中に海洋は含まれて 
おらず、目標 7「環境の持続可能性の確保」 
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図 1：階層構造としての SDGs（Stockholm Resilience Centre 2016 をもとに筆者作成） 
 

 

 
 

図 2：SDGs 間の連関（古川 2018 をもとに筆者作成） 

の指標として「7.6 保護対象となっている

陸域と海域の割合」が含まれているのみで

海洋に関する具体的な目標は明示されてい

なかった。これは MDGs の策定段階では海

洋の課題をごく部分的にしか捉えられてい

なかったためであり、その点において海洋

の課題を包括的に定めた SDGs は飛躍的な

進歩である13。そして、【図 2】が示すよう

に、目標 14 の達成は海洋分野における持続

可能性の担保にとどまらず、SDGs 全体の

達成にも大きく寄与することが見込まれて

いる14。 
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図 3：ブルーインフィニティループの概念図（小森 2019 をもとに筆者作成） 

 これらの課題を解決することのみで新た

な海洋安全保障、そして海洋ガバナンスを

提示することが不可能であることは言うま

でもない。一方で、開発と環境保全の両立

を目指す SDGs を達成することにより、海洋

ガバナンスにおける「開発―環境―平和の

トリレンマ15」、即ち解決すべき課題を解決

するための糸口となり得る。そのため、以

下においてはこれらの課題を解決するため

に求められる分析視角のあり方を検討する。 
 
2．2 連続性を伴った海洋（ブルーインフィニ

ティループ）の出現 

 一方、このような政策課題あるいは枠組

みの前提となる地理的環境、特にマハン（A. 
T. Mahan）やマッキンダー（H. J. Mackinder）、
スパイクマン（N. Spykman）をはじめとす

る古典地政学が「氷に閉ざされた海」と見

做していた北極海の環境が変化したことに

注目する必要がある16。即ち新たな海上交通

路の開発により、特定の海域あるいは特定

の海峡などのみで繋がっていたこれらの課

題がこれまでの海洋安全保障を含む海洋政

策の文脈とは異なる繋がりを形成しつつあ

る。この北極海の変化によって、我が国や

東アジア、東南アジア、インド洋地域、南

太平洋島嶼域（メラネシアおよびミクロネ

シア）などのインド太平洋地域、欧州や北

大西洋地域、北極海地域、太平洋地域（南

太平洋島嶼域（ポリネシア）を含む）を包

含するユーラシアブルーベルトとも言うべ

き新たな海上交通路が形成されるのみなら

ず、南北アメリカ地域を含むリムアメリカ

ンパシフィックブルーベルトとも言うべき

海上交通路も形成されることとなる。そし

て、これらの海上交通路は個別に機能する

だけではなく、【図 3】で示すような BIL と

も言うべき 8 の字を描く海上交通路として
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機能し得る状況となっている17。これは 7 つ

の海が全て繋がるという有史以来のパラダ

イムシフトが発生することを意味している。 
このパラダイムシフトにより、地球上の

あらゆる地域海の自然環境や人間活動が相

互に影響し合う可能性が高まり、海洋世界

のグローバル化が勃興・発展する可能性が

高まることが予想される。その結果、BIL
の出現は単なる海上交通路を超えた新たな

フロンティアが誕生を意味することとなる。

しかし、フロンティアへの進出に伴う紛争、

いわゆる「共有地の悲劇」とも言うべき状

況が発生することも予想される。そのため、

これらの課題を解決するための持続可能な

取り組みやその取り組みを提示するための

分析視角が求められる。

これらの特徴あるいは課題を踏まえると、

海洋安全保障を基礎として、かつ BIL の登

場を想定した海洋ガバナンスのあり方を考

察することにより、地球規模での海洋ガバ

ナンスを構築するための重要な手がかりを

得ることが可能となる。そのため、以下に

おいては、想定される幾つかの課題として、

「政策課題を実施するためのガバナンスの

あり方」、「政策課題を実施するアリーナと

してのインド太平洋」および「現出してい

る政策課題としての IUU への対応」を検討

し、この手がかりの具体化を試みることと

する。 

3．新たな海洋ガバナンスの構築に資す

る分析視角 

3．1 政策課題を実施するためのガバナンスの

あり方―地域海ガバナンスに注目して― 

前述のように、海洋ガバナンスのあり方

を考察する際に注目されるのは、第 3 期海

洋基本計画に代表されるような国家レベル

の取り組みや枠組み、或いは UNCLOS に代

表される地球規模レベルの取り組みや枠組

みである。しかし、その中間とも言うべき

地域レベルでの取り組みや枠組みも重要で

あり、複数の地域レベルの取り組みや枠組

みを結び付けることにより、国家レベルあ

るいは世界規模レベルの取り組みや枠組み

をより有機的に機能させることも可能とな

る。このような前提を踏まえ、以下では地

域レベルの海洋ガバナンスの事例として、

東アジア海域環境管理パートナーシップ

（Partnerships in Environmental Management 
for the Seas of East Asia：PEMSEA）および

地中海行動計画（Mediterranean Action Plan）
を取り上げ、海洋安全保障に資する特徴と

課題を検討する。

PEMSEA は、開発途上国や経済移行国が

地球規模の環境問題（気候変動、生物多様

性、国際水域、土地劣化、オゾン層破壊、

水銀）に取り組むための活動を支援するた

め、我が国も含む 183 ヵ国が参加している

国際的な資金メカニズムである地球環境フ

ァシリティ（Global Environment Facility：
GEF）の地域プロジェクトとして 1994 年に

発足した地域メカニズムであり、東アジア

の海域における環境保全と調和した開発を

推進するため、政府、地方政府、NGO、研

究機関等の連携強化を目的として設立され

た組織である。2009 年 11 月に PEMSEA 参

加国の内、8 カ国（カンボジア、中国、北

朝鮮、インドネシア、ラオス、フィリピン、

韓国、東ティモール）の合意により、国際

法人格を有する機関として認められ、これ

により PEMSEA は GEF の一地域プロジェ

クトから国際機関へと発展した。 現在は、

東アジアの 11 カ国（日本（2002 年から参

加）、カンボジア、中国、北朝鮮、インドネ

シア、ラオス、フィリピン、韓国、シンガ

ポール、東ティモール、ベトナム）のパー

トナー国と笹川平和財団海洋政策研究所

（OPRI-SPF）や国際 EMECS センター
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（International EMECS Center）、北西太平洋

地域海行動計画（NOWPAP）、PEMSEA 地

方政府ネットワーク（PNLG）などの 20 の

非政府パートナー団体が参加している。

PEMSEA の主な活動としては、「海域と陸

域を一体的にとらえた沿岸域を、行政が主

体となって様々な関係者の参加の下に統合

的かつ計画的に管理する沿岸域総合管理

（Integrated Coastal Management：ICM）」や

「参加国による ICM に関連した国家の海

洋政策や国家及び地域計画の策定」、「ICM
のモデル事業を中国・廈門、フィリピン・

バタンガス、ベトナム・ダナン等で実施」

などが挙げられる18。 
 この PEMSEA は、東南アジア諸国連合

（ ASEAN ）に日中韓 3 か国を加えた

ASEAN+3 およびそれから発展した日中韓

首脳会談や三国協力事務局（ Trilateral 
Cooperation Secretariat）と同様に日中韓 3
か国が参加している数少ない東アジアや西

太平洋を主たる対象とした国際的な取り組

みである。また、陸域や海域、沿岸域を問

わず、海洋に関するさまざまなアクターの

利害を調整するメカニズムである ICM を

用いた参加国における海洋政策の推進とい

う PEMSEA のあり方は、国防や軍事のみに

注目していた伝統的安全保障を超えて、非

伝統的安全保障をも包含することが避けら

れない昨今の海洋安全保障に対する有益な

示唆、具体的には国家や軍隊にとどまらず、

さまざまな民間セクターの関与による外

交・安全保障政策の推進のあり方を検討す

る上で有効である。 
 この PEMSEA に先駆けて推進されてい

るのが、国連環境計画（UNEP）が実施し

ている地域海プログラム（Regional Sea 
Programme）である。地域海プログラムは

UNEP が多国間に跨り、かつ各海域で異な

った環境的特徴を考慮することが求められ

る海洋汚染への対応を主眼として、1974 年

に立ち上げたプログラムである。このプロ

グラムの特徴は、世界規模の枠組みと比較

するとより迅速かつより地域の課題に適し

た取り組みが可能となっていることが挙げ

られる。地域海プログラムの実施において

は、関係国が条約を締結した後、具体的な

取り組みを規定した議定書を取りまとめる

という形が一般的であるが、この手順は生

物多様性条約（Convention on Biological 
Diversity：CBD）やオゾン層保護のための

ウィーン条約（Vienna Convention for the 
Protection of the Ozone Layer）がモントリオ

ール議定書（Montreal Protocol on Substances 
that Deplete the Ozone Layer）をはじめとす

る議定書を採択しているのと同様である。

現在、【図 4】および【表 2】に示すように

地域海プログラムは 18 の地域・海域で採択

されており、法的拘束力を有する条約に基

づき、関係国による政府間会議による運営

が行われている。この地域海プログラムが

立ち上げられた 1970 年代は海洋環境保全

がその主眼に置かれていたが、1992 年に環

境と開発に関する国際連合会議（地球サミ

ッ ト （ United Nations Conference on 
Environment and Development：UNCED）に

おいて、環境と開発に関するリオ宣言（リ

オ宣言）（Rio Declaration on Environment and 
Development）およびその行動計画であるア

ジェンダ 21 が採択され、「持続可能な発展

（sustainable development）」という概念が導

入されたことにより、地域海プログラムの

対象も陸域や沿岸域、生物多様性保全と拡

大している19。 
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図 4：地域海プログラムのその場所（長谷川 2017 をもとに筆者作成） 
（図も境界線は条約・行動計画の境界線とは一致しない） 

 

表 2：国連環境計画に参加する地域海の一覧 

 
出典：長谷川 2017 をもとに筆者作成。 

国連環境計画の下設定された14の地域海 独自に設立された4つの地域海

アビジャン条約（西アフリカ地域／Western Africa）
アンティグア条約（北西太平洋地域／North East Pacific）（未発効）
バルセロナ条約（地中海／Mediterranean）
ブカレスト条約（黒海／Black Sea）
カルタヘナ条約（カリブ海地域／Wider Carribbean Region）
東アジア海行動計画（東アジア地域／East Asian Sea）
ジェッダ条約（紅海とアデン湾／Red Sea and Gulf of Aden）
クウェイト条約（ROPME海地域／ROMPE Sea Area）
CPPSとリマ条約（東南太平洋／South East Pacific）
ナイロビ条約（東アフリカ地域／Eastern Africa）
SPREPとヌメア条約（太平洋地域／Pacific）
北西太平洋行動計画（北西太平洋／Northwest Pacific）
南アジア海行動計画（南アジア地域／South Asian Sea）
テヘラン条約（カスピ海／Caspian Sea）

CAMLR条約（南極／Antarctic）
ヘルシンキ条約（バルト海／Baltic Sea）
OSPAR条約（北東太平洋／North East Atlantic）
北極海洋環境保護（北極海／Arctic）

 例えば、最初期に成立した地域海プログ

ラムである地中海行動計画（Mediterranean 
Action Plan）は、1975 年に成立した際には

拘束力の伴わないソフト・ローの性格のみ

を有していたが、1976 年に開催されたバル

セロナ会議の結果、拘束力を伴うハード・

ローの性格を付与することとなった。同時

にバルセロナ会議で締結されたバルセロナ

条 約 （ Convention for Protection of the 

Mediterranean Sea against Pollution）は、地

中海における環境保全の法的根拠となった。

その後、前述のようなアジェンダ 21 に代表

される「持続可能な発展」の概念の影響を

受け、1995 年に新たな地中海行動計画（The 
Action plan for the Protection of the Marine 
Environment and the Sustainable Development 
of the Coastal Areas of the Mediterranean）と

バルセロナ条約（Convention for the Protection 
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of the Marine Environment and the Coastal Region 
of the Mediterranean）（発効は 2004 年 7 月 9
日）が取りまとめられ、特別保護地域を特

定し、その設置を促すことにより、海洋環

境や生態系バランス、資源および資源の合

法的な利用に対する保護を行うことが目指

された。併せて、自然と文化の遺産である

重要な海域と沿岸地域を保護・保全するた

めの適切な対策も規定された。なお、地中

海行動計画の実施プロセスは 1975 年に採

択された計画に基づき、海洋環境保全に重

点を置いていた第 1フェーズと 1995年に採

択された計画に基づき、「持続可能な発展」

を最重要目標として取り上げた第 2 フェー

ズに分けられるが、いずれのプロセスも①

法律（バルセロナ条約および関連議定書）、

②制度（地中海持続発展委員会や地域行動

センターなど）、③評価（地中海環境汚染モ

ニタリングおよび研究プログラムなど）、④

管理（国連環境計画による全面的な管理）、

⑤財政（地中海信託基金などによる財政支

援）といった 5 つの要素が行動計画実行の

システムから構成されている20。 
 このような地域海ガバナンスのあり方は

一見すると海洋環境保全の分野に限ったも

のであり、海洋安全保障の分野には適さな

いように見える。しかしながら、後述する

ように海洋環境保全は海洋安全保障や海洋

産業振興とも相互に密接な関係を有してい

る。その上、アクター間の利害調整の度合

いは事案ごとに異なることが多く、アクタ

ーが相対的に限られ、戦時国際法をはじめ

とする慣習法によってある程度保護されて

いる海洋安全保障とは大きく異なる様相を

示している。そのため、北大西洋条約機構

（NATO）やいわゆる日米同盟をはじめと

する既存の軍事同盟を超え、新たな海洋安

全保障のあり方を考察する際の視座として、

地域海ガバナンスと海洋安全保障、さらに

は海洋産業振興と合わせて総合的に検討す

ることは有益なものである。 
 
3．2 政策課題を実施するアリーナとしてのイ

ンド太平洋―FOIP の視点から― 

 我が国を含む東アジアと西太平洋の海域

から海洋安全保障を含む海洋ガバナンスの

状況を考察すると、世界人口（約 77 億人）

の約 5 分の 1（約 16 億人（日本（1 億 2625
万 2 千人）、韓国（約 5,127 万人）、中国（約

13.90 億人）、北朝鮮（約 2,515.5 万人）お

よび台湾（約 2,359 万人）の人口の合計）21）

を有し、世界全体の国内総生産（GDP）（約

86 兆米ドル）の約 4 分の 1（約 20 兆米ドル

（日本（4 兆 9,709 億ドル）、韓国（1 兆 6,194
億ドル）、中国（13 兆 6,082 億ドル）、北朝

鮮（307 億 400 万ドル）および台湾（5894
億ドル）の国内総生産の合計）22）を占め、

世界経済の重要な基軸である一方、朝鮮半

島情勢や台湾問題などをはじめとして、依

然として冷戦構造が継続しているという当

該海域の特殊性が明らかとなる。この特殊

性は東アジアにおいて主要な地位を占める

日本、韓国および中国が実施する海洋政策

にも表れており、【表 3】に示すようにこの

各国による海洋政策に関する法令や制度を

はじめとする体制整備は近年加速の度合い

を増している23。 
 しかも、この各国が整備する海洋政策に

関する法令や制度は海洋安全保障を強く意

識した内容となっており、例えば 2018 年 5
月に閣議決定された我が国の新たな海洋基

本計画（第 3 期海洋基本計画）においては、

前述のように海洋に関する施策についての

基本的な方針として「総合的な海洋の安全

保障」という考え方を提示するとともに、

「安全保障が必ずしも唯一の、又は主たる

目的となっていない施策であっても、海洋

の安全保障に資する側面を有するものを、
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海洋の安全保障の強化に貢献する基層と位

置づけて取り組んでいく」として、「海洋の

安全保障の強化の基盤となる施策（①海洋

状況把握（MDA）体制の確立、②国境離島

の保全・管理、③海洋調査、海洋観測、④

科学技術、研究開発および⑤人材育成、理

解増進）」および「海洋の安全保障の補強と

なる施策（①経済安全保障および②海洋環

境の保全等）」を「海洋の安全保障の強化に

貢献する基層」と位置付けている。また、

中国も 2017 年に発表した「「一帯一路」建

設海上協力構想」において、「（2013 年に発

表した）21 世紀海上シルクロードを共に建

設し、繁栄させる」ことを主な目的としつ

つも、「協力の重点」の 1 つとして「安全保

障の道を共に構築する」という項目を設け、

具体的な取り組みとして「海洋公共サービ

スをめぐる協力の強化」や「海上航行の安

全をめぐる協力の展開」、「海上での合同捜

索救助の展開」、「海洋防災・減災能力の共

同での向上」、「海上法執行をめぐる協力の

推進」を提示している24。 
 このような背景を有する東アジアおよび

西太平洋を含むインド太平洋地域を対象と

した外交・安全保障政策としては、米国が

発表した国家安全保障戦略（ National 
Security Strategy）や中国が推進する一帯一

路構想（Belt and Road Initiative：BRI）、我

が国の提唱する自由で開かれたインド太平

洋構想（Free and Open Indo-Pacific Vision：
FOIP）25などが挙げられる。しかし、FOIP
に基づく具体的な取り組みは発展途上であ

る26。そのため、以下においては、FOIP の

成立過程を考察し、政策課題を実施するた

めのアリーナとしてのインド太平洋の位置

づけを明らかにする。 
 我が国が提唱する FOIP は第一次安倍政

権で提示した「価値観外交」や「自由と繁

栄の弧」、第二次政権で提示した「地球儀を

俯瞰する外交」や「積極的平和主義」の延

長線上に位置づけられるものであり、『外交

青書 2017』において具体的に提示された27。

その方向性は、【図 5】で示すように「地球

儀を俯瞰する外交」や「積極的平和主義」、

「二つの大陸」と「二つの大洋」の「連結

性」という諸概念が構成されている28。 
 FOIP の具体的な政策目標としては、「法

の支配、航行の自由等の基本的価値の普

及・定着」、「連結性の向上等による経済的

繁栄の追求」および「海上法執行能力構築

支援等の平和と安定のための取組」の 3 つ

が 2017 年 11 月のトランプ米大統領との日

米首脳会談において提示された29。その後、

2018 年 9 月に発表された外務省の解説資料

においては、「法の支配、航行の自由、自由

貿易等の普及・定着」、「経済的繁栄の追求」

および「平和と安定の確保」と修正される

とともに30、【表 4】に示すような個別の取

り組みを提示している31。 
 このような背景を有する FOIP について、

我が国の有識者から FOIP が「一帯一路を

無害化するもの」と見做したり32、FOIP の

二面性を「『競争戦略』のための『協力戦略』」

と説明したりといった評価がなされている
33。このような評価に対し、日本政府とし

てはそれを否定し、FOIP は「法の支配に基

づく自由で開かれた海洋秩序」に各国を誘

導するための理念と位置付けられるとして

いる34。 
 何れにしても、FOIP の方向性やそれに対

する評価を概観すると明らかなように、

FOIP 自体は前述のように発展途上である。

そのため、より深化あるいは発展させるた

めには単なる地理的な概念あるいは願望に

も似た理念からさらに踏み込んで具体的な

取り組みを示すことが求められている。し

かし、インド太平洋地域が我が国を含む沿

岸国の利害関係を連結する存在であり、その 
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表 3：各国の海洋政策の概要（2013 年度～2017 年度） 
日本 中国 韓国 日本 中国 韓国 日本

1．海洋（基本）法令

海洋基本法（2007）：
基本理念、海洋基本計
画、基本的施策、総合海
洋政策本部等について規
定。

海洋全般にわたる基本法
令はない。
現在海洋基本法の策定に
向けて議論中。
現段階では、｢中国海洋
21世紀議程（中国海洋
アジェンダ21）｣が、海
洋基本法として当てられ
よう。

海洋水産発展基本法
（2002）
海洋水産発展基本計画、
海洋水産発展委員会、基
本的施策等について規
定。

海洋基本法（2007）：
基本理念、海洋基本計
画、基本的施策、総合海
洋政策本部等について規
定。

海洋全般にわたる基本法
令はない。
現在海洋基本法の策定に
向けて議論中。
現段階では、｢中国海洋
21世紀議程（中国海洋
アジェンダ21）｣が、海
洋基本法として当てられ
よう。

海洋水産発展基本法
（2002）
海洋水産発展基本計画、
海洋水産発展委員会、基
本的施策等について規
定。

海洋基本法（2007）：
基本理念、海洋基本計
画、基本的施策、総合海
洋政策本部等について規
定。

2．海洋（基本）政策

海洋基本計画（2008、
2013）：海洋基本法に
基づき策定。5年毎に見
直し。

全国海洋経済発展計画要
綱（2008）に基づき、
全国海洋経済発展第12
次5カ年計画（2011-
2015）を策定
（2013）初めて、全国
経済発展計画の中に単独
の章立てで盛り込まれ
る。

第二次海洋水産発展基本
計画（2011～
2020）：通称 Ocean
Korea 21。
海洋水産発展基本法第6
条に基づき、10年毎に
見直し。

海洋基本計画（2008、
2013）：海洋基本法に
基づき策定。5年毎に見
直し。

全国海洋経済発展計画要
綱（2008）に基づき、
国家海洋事業発展第12
次5カ年計画（2011-
2015）を策定
（2013）

第二次海洋水産発展基本
計画（2011～
2020）： 通称 Ocean
Korea 21。
海洋水産発展基本法第6
条に基づき、10年毎に
見直し。

海洋基本計画（2008、
2013）：海洋基本法に
基づき策定。5年毎に見
直し。

3．海洋政策推進体制

総合海洋政策本部（本部
長：内閣総理大臣、副本
部長：内閣官房長官・海
洋政策担当大臣）による
総合調整
（内閣官房総合海洋政策
本部事務局が事務を処
理）
総合海洋政策本部に参与
会議を設置。

国家海洋委員会：国家海
洋発展戦略の策定、海洋
の重大事項の調整等を行
うため、2013年新たに
設立。
国家海洋局：2013年行
政改革を受け従来からの
海島管理、海域管理、海
洋環境保護等に海洋警
察、漁業管理等を加え、
法執行機能を統一。

海洋水産部（2013年の
省庁再編により発足）
海洋水産発展委員会：海
洋水産発展基本計画およ
び重要海洋政策等の審議
機構。下位組織として海
洋水産発展実務委員会を
設置。

総合海洋政策本部（本部
長：内閣総理大臣、副本
部長：内閣官房長官・海
洋政策担当大臣）による
総合調整。
（内閣官房総合海洋政策
本部事務局が事務を処
理）
総合海洋政策本部に参与
会議を設置。

国家海洋委員会：国家海
洋発展戦略の策定、海洋
の重大事項の調整等を行
うため、2013年新たに
設立。
国家海洋局：従来からの
海島管理、海域管理、海
洋環境保護等に海洋警
察、漁業管理等を加え法
執行機能を統一。

海洋水産部（2013年の
省庁再編により発足。）
海洋水産発展委員会：
海洋水産発展基本計画お
よび重要海洋政策等の審
議機構。下位組織として
海洋水産発展実務委員会
を設置。

総合海洋政策本部（本部
長：内閣総理大臣、副本
部長：内閣官房長官・海
洋政策担当大臣）による
総合調整。
（内閣官房総合海洋政策
本部事務局が事務を処
理）
総合海洋政策本部に参与
会議を設置。

4．領海等の管理
（法令、計画等）

領海及び接続水域に関す
る法律（1977）
（領海等を総合的に管理
するための法令、計画等
はない）

中国領海及び接続水域法
（1992）
中国海域使用管理法
（2001）：内水・領海
における機能別の区画の
設定、海域使用権等につ
いて規定。
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）

領海法（1977）
上記沿岸管理法は領海外
側限界まで適用される。

領海及び接続水域に関す
る法律（1977）
（領海等を総合的に管理
するための法令、計画等
はない）

中国領海及び接続水域法
（1992）
中国海域使用管理法
（2001）：内水・領海
における機能別の区画の
設定、海域使用権等につ
いて規定。
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）

領海法（1977）
上記沿岸管理法は領海外
側限界まで適用される。

領海及び接続水域に関す
る法律（1977）（領海
等を総合的に管理するた
めの法令、計画等はな
い）

5．排他的経済水域
（EEZ）等の管理（法令、
計画等）

排他的経済水域及び大陸
棚に関する法律
（1996）
排他的経済水域及び大陸
棚の保全及び利用の促進
のための低潮線の保全及
び拠点施設の整備に関す
る法律（2010）
（排他的経済水域等を総
合的に管理するための法
令、計画等はない）

中国排他的経済水域及び
大陸棚法（1998）
全国海洋機能区画
（2011-2020）
2012）：計画の範囲に
EEZ等を含む。

排他的経済水域法
（1989）
海洋環境管理法
（2009改訂）

排他的経済水域及び大陸
棚に関する法律
（1996）
排他的経済水域及び大陸
棚の保全及び利用の促進
のための低潮線の保全及
び拠点施設の整備に関す
る法律（2010）
（排他的経済水域等を総
合的に管理するための法
令、計画等はない）

中国排他的経済水域及び
大陸棚法（1998）
全国海洋機能区画
（2011-2020）
2012）：計画の範囲に
EEZ等を含む。

排他的経済水域法
（1996）、排他的経済
数域における外国人漁業
等に対する主権的権利の
行使に関する法律
（1996）
海洋環境管理法
（2007年制定、2013
年最終改訂）

排他的経済水域及び大陸
棚に関する法律
（1996）
排他的経済水域及び大陸
棚の保全及び利用の促進
のための低潮線の保全及
び拠点施設の整備に関す
る法律（2010）
（排他的経済水域等を総
合的に管理するための法
令、計画等はない）

6．持続可能な開発目標14 （2013年度記載なし） （2014年度記載なし）

7．沿岸域総合管理（法
令、計画等）（2013-16
年度）／海洋保護区
（MPA）（2017年度の
み）

法律：なし
指針：沿岸域圏総合管理
計画策定のための指針
（2000）
（具体的な沿岸域総合管
理計画の策定は殆どな
い）

中国海域使用管理法
（2001）
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）

沿岸管理法（2001年制
定、2013年改正）：
沿岸統合管理計画
（国）、沿岸管理地域計
画（地方）の策定、沿岸
用途海域の指定等を規
定。
（沿岸管理法に基づく）
第2次沿岸統合管理計画
（2011～2021）
（2013年大幅改訂）

法律：なし。
指針：沿岸域圏総合管理
計画策定のための指針
（2000）
（具体的な沿岸域総合管
理計画の策定は殆どな
い）

中国海域使用管理法
（2001）
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）

沿岸管理法（2001年制
定、2013年改正）：
沿岸統合管理計画
（国）、沿岸管理地域計
画（地方）の策定、沿岸
用途海域の指定等を規
定。
（沿岸管理法に基づく）
第2次沿岸統合管理計画
（2011～2021）
（2013年大幅改訂）

法律：なし。
指針：沿岸域圏総合管理
計画策定のための指針
（2000）
（具体的な沿岸域総合管
理計画の策定は殆どな
い）

8．その他
（特筆すべき政策等）

中国海島保護法
（2009）
中国海島保護計画
（2011-2020）：上
記法律に基づき、2012
年に策定。

第4次海洋環境総合計画
（2011～2020）：海
洋環境管理法に基づい
た、海洋環境保護のため
の政府次元の総合計画
漁業管理能力強化のため
の総合対策発表
（2013）
北極総合政策推進計画
（海洋水産部）
（2013）

中国海島保護法
（2009）に基づき、中
国海島保護計画
（2011-2020）を策
定（2012）
海洋再生可能エネルギー
発展綱要（2013年～
2016年）（2013）

第4次海洋環境総合計画
（2011～2020）：海
洋環境管理法に基づい
た、海洋環境保護のため
の政府次元の総合計画。
漁業管理能力強化のため
の総合対策発表
（2013）
北極総合政策推進計画
（海洋水産部）
（2013）

我が国の北極政策
（2015）

2013年度 2014年度
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2015年度

中国 韓国 日本 中国 韓国 日本 中国 韓国
海洋全般にわたる基本法
令はない。
※ただし、全人代に提出
された「第13次5カ年
計画（2016-
2020）」（草案）に
は、「海洋基本法」を
2020年までに制定する
ことが明記された
（2016年3月5日）

海洋水産発展基本法
（2002）：海洋水産発
展基本計画、海洋水産発
展委員会、基本的施策等
について規定。

海洋基本法（2007）：
基本理念、海洋基本計
画、基本的施策、総合海
洋政策本部等について規
定。

海洋全般にわたる基本法
令はない。
※ただし、「第13次5
カ年計画（2016-
2020）」には、「海洋
基本法」を2020年まで
に制定することが明記さ
れた（2016年3月16
日）

海洋水産発展基本法
（2002）：海洋水産発
展基本計画、海洋水産発
展委員会、基本的施策等
について規定。

海洋基本法（2007）：
基本理念、海洋基本計
画、基本的施策、総合海
洋政策本部等について規
定。

海洋全般にわたる基本法
令はない。
※ただし、「第13次5
カ年計画（2016-
2020）」には、「海洋
基本法」を2020年まで
に制定することが明記さ
れた（2016年3月16
日）

海洋水産発展基本法
（2002）：海洋水産発
展基本計画、海洋水産発
展委員会、基本的施策等
について規定。

全国海洋経済発展計画要
綱（2008）に基づき、
国家海洋事業発展第12
次5カ年計画（2011-
2015）を策定
（2013）

第二次海洋水産発展基本
計画（Ocean Korea
21）（2011～
2020）
海洋水産発展基本法第6
条に基づき、10年毎に
見直し。

海洋基本計画（2008、
2013）：海洋基本法に
基づき策定。5年毎に見
直し。

全国海洋経済発展計画要
綱（2008）に基づき、
国家海洋事業発展第12
次5カ年計画（2011-
2015）を策定
（2013）、2020年ま
で展望する。

第二次海洋水産発展基本
計画（Ocean Korea
21）（2011～
2020）
海洋水産発展基本法第6
条に基づき、10年毎に
見直し。

海洋基本計画（2008、
2013）：海洋基本法に
基づき策定。5年毎に見
直し。

全国海洋経済発展計画要
綱（2008）に基づき、
国家海洋事業発展第12
次5カ年計画（2011-
2015）を策定
（2013）

第二次海洋水産発展基本
計画（2011～
2020）：通称 Ocean
Korea 21。
海洋水産発展基本法第6
条に基づき、10年毎に
見直し。
海洋水産発展施行計画

国家海洋委員会：国家海
洋発展戦略の策定、海洋
の重大事項の調整等を行
うため、2013年新たに
設立
国家海洋局：従来からの
海島管理、海域管理、海
洋環境保護等に海洋警
察、漁業管理等を加え、
法執行機能を統一。

海洋水産部（2013年省
庁再編で発足）
海洋水産発展委員会：
海洋水産発展基本計画お
よび重要海洋政策等の審
議機構。下位組織として
海洋水産発展実務委員会
を設置。

総合海洋政策本部（本部
長：内閣総理大臣、副本
部長：内閣官房長官・海
洋政策担当大臣）による
総合調整。
（内閣官房総合海洋政策
本部事務局が事務を処
理）
総合海洋政策本部に参与
会議を設置。

国家海洋委員会：国家海
洋発展戦略の策定、海洋
の重大事項を統一的に調
整するため設立
（2013）。具体的な業
務は国家海洋局が担当す
る。
国家海洋局：海洋発展計
画の制定、海上の権益擁
護・法律執行の実施、海
域使用・海洋環境保護の
管理監督業務を行う。
（2013年行政改革によ
り再編）

海洋水産部（2013年省
庁再編で発足）
海洋水産発展委員会：
海洋水産発展基本計画お
よび重要海洋政策等の審
議機構。下位組織として
海洋水産発展実務委員会
を設置。

総合海洋政策本部（本部
長：内閣総理大臣、副本
部長：内閣官房長官・海
洋政策担当大臣）による
総合調整。
（内閣府総合海洋政策推
進事務局が事務を処理）
総合海洋政策本部に参与
会議を設置。

国家海洋委員会：国家海
洋発展戦略の策定、海洋
の重大事項を統一的に調
整するため設立
（2013）。具体的な業
務は国家海洋局が担当す
る。
国家海洋局：海洋発展計
画の制定、海上の権益擁
護・法律執行の実施、海
域使用・海洋環境保護の
管理監督業務を行う。
（2013年行政改革によ
り再編）

海洋水産部（2013年の
省庁再編により発足。）
海洋水産発展委員会：海
洋水産発展基本計画およ
び重要海洋政策等の審議
機構。下位組織として海
洋水産発展実務委員会を
設置。

中国領海及び接続水域法
（1992）
中国海域使用管理法
（2001）：内水・領海
における機能別の区画の
設定、海域使用権等につ
いて規定
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）
全国海洋主体機能区計画
（2015）
中国国家安全法
（2015）

領海法（1977）
上記沿岸管理法は領海外
側限界まで適用される。

領海及び接続水域に関す
る法律（1977）（領海
等を総合的に管理するた
めの法令、計画等はな
い）

中国領海及び接続水域法
（1992）
中国海域使用管理法
（2001）：内水・領海
における機能別の区画の
設定、海域使用権等につ
いて規定。
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）
全国海洋主体機能区計画
（2015）
中国国家安全法
（2015）

領海法（1977）
上記沿岸管理法は領海外
側限界まで適用される。

領海及び接続水域に
関する法律（1977）
（領海等を総合的に管理
するための法令、計画等
はない）

中国領海及び接続水域法
（1992）
中国海域使用管理法
（2001）：内水・領海
における機能別の区画の
設定、海域使用権等につ
いて規定
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）
全国海洋主体機能区計画
（2015）
中国国家安全法
（2015）

領海法（1977）
上記沿岸管理法は領海外
側限界まで適用される。
領海および接続水域法

中国排他的経済水域及び
大陸棚法（1998）
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）
全国海洋主体機能区計画
（2015）には計画範囲
にEEZ等を含む。

排他的経済水域法
（1996）、排他的経済
数域における外国人漁業
等に対する主権的権利の
行使に関する法律
（1996）
海洋環境管理法
（2007年制定、2013
年最終改訂）

排他的経済水域及び大陸
棚に関する法律
（1996）
排他的経済水域及び大陸
棚の保全及び利用の促進
のための低潮線の保全及
び拠点施設の整備に関す
る法律（2010）
（排他的経済水域等を総
合的に管理するための法
令、計画等はない）

中国排他的経済水域及び
大陸棚法（1998）
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）
全国海洋主体機能区計画
（2015）：計画範囲に
EEZ等を含む。

排他的経済水域法
（1996）、排他的経済
数域における外国人漁業
等に対する主権的権利の
行使に関する法律
（1996）
海洋環境管理法
（2007年制定、2013
年最終改訂）

排他的経済水域及び大陸
棚に関する法律
（1996）
排他的経済水域及び大陸
棚の保全及び利用の促進
のための低潮線の保全及
び拠点施設の整備に関す
る法律（2010）
（排他的経済水域等を総
合的に管理するための法
令、計画等はない）

中国排他的経済水域及び
大陸棚法（1998）
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）
全国海洋主体機能区計画
（2015）：計画範囲に
EEZ等を含む。

排他的経済水域法
（1996 ）、排他的経
済数域における外国人漁
業等に対する主権的権利
の行使に関する法律
（1996）
海洋環境管理法
（2007年制定、2013
年最終改訂）

（2015年度記載なし）

持続可能な開発目標
（SDGs）推進本部：
2016年5月、閣議決定
により設置（内閣総理大
臣を本部長、全閣僚を本
部員とする）
実施指針（2016）：推
進本部において策定

中国の持続可能な発展の
ための2030アジェンダ
に関するポジションペー
パー（2016）

（2016年度記載なし）

持続可能な開発目標
（SDGs）推進本部：
2016年5月、閣議決定
により設置（内閣総理大
臣を本部長、全閣僚を本
部員とする）
実施指針（2016）：推
進本部において策定

中国の持続可能な発展の
ための2030アジェンダ
に関するポジションペー
パー（2016）

第3次持続可能開発基本
計画（2016～2035
年）

中国海域使用管理法
（2001）

沿岸管理法（2001年制
定、2013年改正）：
沿岸統合管理計画
（国）、沿岸管理地域計
画（地方）の策定、沿岸
用途海域の指定等を規
定。
（沿岸管理法に基づく）
第2次沿岸統合管理計画
（2011～2021）
（2013年大幅改訂）

法律：なし。
指針：沿岸域圏総合管理
計画策定のための指針
（2000）
（具体的な沿岸域総合管
理計画の策定は殆どな
い）

中国海域使用管理法
（2001）
全国海洋機能区画
（2011-2020）
（2012）：海洋空間の
開発、コントロール及び
総合管理の基本方針、目
標を定めた。

沿岸管理法（2001年制
定、2013年改正）：
沿岸統合管理計画
（国）、沿岸管理地域計
画（地方）の策定、沿岸
用途海域の指定等を規
定。
（沿岸管理法に基づく）
第2次沿岸統合管理計画
（2011～2021）
（2013年大幅改訂）

法律：なし。
指針：沿岸域圏総合管理
計画策定のための指針
（2000）
（具体的な沿岸域総合管
理計画の策定は殆どな
い）

海洋自然保護区管理弁法
（1995）
海洋特別保護区管理弁法
（2010）

「海洋生態系の保全およ
び管理に関する法律」
（2007制定）
「海洋空間計画法」
2018年中制定予定

中国海島保護法
（2009）に基づき、中
国
海島保護計画（2011-
2020）策定（2012）
海洋再生可能エネルギー
発展綱要（2013-
2016）（2013）
深海海底区域の資源探査
開発法（2016）

第4次海洋環境総合計画
（2011～2020）：
海洋環境管理法に基づい
た、海洋環境保護のため
の政府次元の総合計画。
漁業管理能力強化のため
の総合対策発表
（2013）
北極総合政策推進計画
（海洋水産部）
（2013）

我が国の北極政策
（2015）

中国海島保護法
（2009）に基づき、中
国海島保護計画
（2011-2020）策定
（2012）
海洋再生可能エネルギー
綱要（2013-2016）
（2013）
深海海底区域の資源探査
開発法（2016）
全国海島保護事業13次
5ヵ年計画（2016）

第4次海洋環境総合計画
（2011～2020）：
海洋環境管理法に基づい
た、海洋環境保護のため
の政府次元の総合計画。
漁業管理能力強化のため
の総合対策発表
（2013）
北極総合政策推進計画
（海洋水産部）
（2013）

我が国の北極政策
（2015）

中国海島保護法
（2009）に基づき、中
国海島保護計画
（2011-2020）策定
（2012）
深海海底区域の資源探査
開発法（2016）
全国海洋経済発展13次
5カ年計画（2017）
中国の北極政策
（2018）

2016年度 2017年度

 
出典：海洋政策研究財団編（2014）、海洋政策研究財団編（2015）、笹川平和財団海洋政策研究所編（2016）、 

笹川平和財団海洋政策研究所編（2017）、笹川平和財団海洋政策研究所編（2018）をもとに筆者作成。 
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図 5：FOIP の概念図（外務省国際協力局 2017 をもとに筆者作成） 

 
 

表 4：自由で開かれたインド太平洋の具現化 

①法の支配、航行の自由、自由貿易等の普及・定着 

■自由で開かれたインド太平洋の基本原則や考え方を共有する各国との協力 

■国際場裡やメディア等での戦略的発信 

②経済的繁栄の追求 

■①港湾，鉄道，道路，エネルギー，ICT 等の質の高いインフラ整備を通じた「物理的連結性」， 

 ②人材育成等による「人的連結性」，③通関円滑化等による「制度的連結性」の強化 

⇒東南アジア域内の連結性向上（東西経済回廊，南部経済回廊等），南西アジア域内の連結性向上

（インド北東州 道路網整備，ベンガル湾産業成長地帯等），東南アジア～南西アジア～中東～

東南部アフリカの連結性向上（モンバサ港開発等） 

■経済的パートナーシップの強化（FTA/EPA や投資協定等を含む）及びビジネス環境整備 

③平和と安定の確保 

■インド太平洋沿岸国への能力構築支援 

⇒海上法執行能力や海洋状況把握（MDA）能力の強化，人材育成等 

■人道支援・災害救援，海賊対策，テロ対策，不拡散分野等での協力 

出典：外務省ウェブサイトをもとに筆者作成。 

 
  

－ 62 －



海洋政策研究 第 14 号 

－15－ 

図 6：カツオ・マグロ類を管理する地域漁業管理機関と対照水域 
（水産庁 2017 をもとに筆者作成） 

※日本は SPREFMO および NEAFC には未加盟

図 7：カツオ・マグロ類以外の資源を管理する主な地域漁業管理機関と対照水域 
（水産庁 2017 をもとに筆者作成） 

潜在的な可能性が世界の外交・安全保障政策、

そして海洋ガバナンスを検討する際に無視

することができないことは明らかである。

3．3 現出している政策課題への対応―IUU

を事例として― 

IUU への国際的な対応としては、

UNCLOS や「分布範囲が排他的経済水域の

内外に存在する魚類資源（ストラドリング

魚類資源）及び高度回遊性魚類資源の保存

及び管理に関する千九百八十二年十二月十

日の海洋法に関する国際連合条約の規定の

実施のための協定（国連公海漁業協定）」を

はじめとする国際約束を前提として、「公海

の地域別・魚種別の漁業管理機関の設立・

拡充」と「旗国及び旗国以外の国による漁

船監督強化」が挙げられる35。前者につい

ては、【図 6】および【図 7】で示すように

水域や魚種ごとに地域漁業管理機関

（Regional Fisheries Management Organization：
RFMO）が設立されており36、全ての水産資

源の管理に対応する体制がある程度整備さ

れている。一方、後者についての代表的な

取り組みとしては、寄港国措置協定（Port 
State Measure Agreement：PSMA）に基づく

取り組みが挙げられる。IUU に対応するた

めの PSMA である「違法な漁業、報告され

ていない漁業及び規制されていない漁業を

防止し、抑止し、及び排除するための寄港

国の措置に関する協定（違法漁業防止寄港

国措置協定）（ Agreement on Port State 
Measures to Prevent, Deter and Eliminate 
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図 8：海洋政策研究所による IUU 漁業への対策に関する政策提言（概要） 

（笹川平和財団海洋政策研究所 2019 をもとに筆者作成） 

Illegal, Unreported and Unregulated Fishing）」
は、IUU が海洋生物資源の持続可能な利用

に対する大きな脅威になっていることを踏

まえ、国際連合食糧農業機関（Food and 
Agriculture Organization of the United 
Nations：FAO）が主導して 2009 年に採択

され、2016 年 6 月に発効した国際約束であ

る37。同協定においては、IUU に従事した

船舶に対する入港拒否や港の使用の拒否、

検査の実施などを規定するとともに、これ

らの措置を実施した場合には RFMO への

通報を義務付けている38。そのため、同協

定は RFMO による取り組みを補完する取

り組みである。 
 このように IUU の出口とも言うべき、流通

経路の規制を行おうする国際的な動向があ

る一方で、IUU の入口とも言うべき、漁獲行

為の規制に関する取り組みも進んでいる。そ

の 1 つとして挙げられるのが、アジア海賊対

策 地 域 協 力 協 定 （ Regional Cooperation 
Agreement on Combating Piracy and Armed 
Robbery against Ships in Asia：ReCAAP）であ

る。ReCAAP は我が国が主導して 2006 年に

発効した国際協定であり、現在 ASEAN 各国

をはじめとした 20 か国が加盟しているが、

「情報共有センター（ISC：Information Sharing 
Centre）をシンガポールに設立（2006 年 11
月）」、「ISC を通じた情報共有及び協力体制

（容疑者、被害者及び被害船舶の発見、容疑

者の逮捕、容疑船舶の拿捕、被害者の救助等

の要請等）の構築」および「ISC を経由しな

い締約国同士の二国間協力の促進（犯罪人引

渡し及び法律上の相互援助の円滑化、並びに

能力の開発等）」を骨子としている39。この

ReCAAP による取り組みについて、先行研究

においては、マラッカ海峡周辺の 3 か国（シ

ンガポール、マレーシアおよびインドネシア）

や ASEAN 地域フォーラム（ARF）による個

別的な取り組みを超えて、地域協力レジーム

の成功モデルとして国際的にも高い評価を

得ているとしている40。また、2019 年 11 月

に開催された「持続可能な漁業に関する国際

シンポジウム（FAO International Symposium 
on Fisheries Sustainability: Strengthening the 
Science-Policy Nexus）」において発表された

「海洋政策研究所による IUU 漁業への対策

に関する政策提言（Policy Recommendation on 
Countermeasures against IUU Fishing by OPRI）
41」においても、【図 8】で示すように ReCAAP
による取り組みの有効性やそれを踏まえた
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IUU 対策の重要性を指摘している。 
 このように、一般的には流通経路におけ

る課題とされる IUU であっても、漁獲行為

に対する規制をも包含した政策課題と捉え

ることにより、海洋安全保障上の課題とし

て捉えることが可能となる。しかも、IUU
の入口である漁獲行為を規制することによ

り、出口である流通経路に注目したこれま

での対策をより強化することも期待できる。

そして、これまで検討してきたように、IUU
の拡大によって海洋環境保全や海洋安全保

障に与える影響を無視することはできない。

そのため、今後は一般的に安全保障上の課

題とは看做されないサプライチェーンも包

含した安全保障のあり方を提示することが

急務である。 
 
3．4 分析視角としての BIL 

 これまで検討してきた政策課題あるいは

枠組みに共通する特徴としては、当初は個

別の課題や特定の海域或いは国家や地域の

みを対象としていたのが、時代の変化に対

応して、その対象を拡大していったという

共通点を有している。例えば、３.１で取

り上げた海洋環境保全を達成するための地

域海ガバナンスは外交・安全保障分野にお

いて利益相反関係にある関係国を結び付け

る取り組みである。また、３.２で取り上

げた FOIP は我が国の外交・安全保障政策

であるため、必ずしも国際的な合意は得ら

れていないものの、外交・安全保障政策に

おける理念と地理的な環境を結び付けるこ

とを志向している。そして、３.３で取り

上げた IUU の背景や対策は海洋環境保全

に悪影響を及ぼす経済活動という点におい

て、海洋産業振興と結び付いている。また、

これらの政策課題や枠組みの結びつきは、

海運・経済活動の連携拡大や環境保護政策

や生物資源管理の相互影響、気候変動の影

響や国際関係・外交、安全保障環境・政策

の相互作用などの波及効果が想定されるが、

前掲の【表 1】で示した SDG 14 の達成に

も波及することが想定される。従って、昨

今の海洋安全保障を含む海洋政策における

諸課題の変化を見るために必要な分析視角

の設定、換言すると分析モデルの構築にお

いては、海洋安全保障を含む海洋政策にお

ける個別的な政策課題や制度的な枠組み、

地理的概念が連続したもの、換言すると「連

続性」を伴ったものと見做すことが求めら

れる。そのため、分析モデルの指標として

は、政策課題や政策枠組みの①特定の国家

あるいは地域か世界規模か（地理）、②包括

的か個別的か（規模）、③政策的なものか、

具体的な取り組み（≒戦術）かという視点

を導入する必要がある。【図 9】で示すよう

に、前述の BIL を基礎として①から③を軸

とした座標軸を設定することにより、諸課

題の特徴を立体的に把握することが可能と

なる。加えて、【図 9】においては、所与の

概念として設定している BIL を海域毎に分

割することにより、本稿で取り上げた問題

を比較分析することも可能となる。 
 このような分析モデルを構築することに

より、本稿で取り上げた地域海ガバナンス

や FOIP、IUU といった海洋ガバナンスの構

築を検討する上で現出するさまざまな結び

付き、即ち連続性（connectivity）を伴った

政策課題を BIL の普遍性を織り込んで分析

を行い、その実態を明らかにすることが可

能となる。そして、本稿で取り上げた政策

課題や枠組み以外の海洋ガバナンスに関す

る課題についても、この分析モデルに当て

はめることにより、問題の所在を明らかに

するのみならず、海洋安全保障を含む海洋

ガバナンスの諸課題を解決するための方策

を提示することも可能となる。 
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図 9：BIL を基礎とした分析モデル（筆者作成） 

 
4．おわりに―地理的・歴史的障害を乗

り越えた新たな海洋ガバナンスの

確立への貢献― 

 いわゆる国際関係論の淵源をどこに求め

るのかについては諸説あるものの、国家や

その根本となる主権といった概念が形成さ

れた契機が 1648 年に締結されたウェスト

ファリア条約であることは衆目の一致する

ところである。それから約 400 年を経た現

代においては、国連をはじめとする国際的

な枠組みが存在し、地域的なものであれば、

北大西洋条約機構（NATO）に代表される

ような安全保障に特化した枠組みも存在す

る。これらの枠組みはいずれも「何らかの

目的を達成するために関係国を繋ぐ」とい

う点において、共通点を有している。 
 本稿は国際的な海洋秩序およびそれを維

持する取り組みを海洋安全保障と定義した

上で、気候変動により形成されつつある北

極海航路を含む BIL を基盤とした分析モデ

ルの構築を図ったが、この取り組みは既存

の国際関係論と海洋政策研究を結び付ける

試みでもあった。本稿で提示した分析モデ

ルを通じて海洋ガバナンスにおける諸課題

を考察することにより、諸課題への方策の

みならず、地理的・歴史的障害を乗り越え

た海洋ガバナンスを考察する足掛かりを得

ることが期待される。一方で、本稿で提示

した分析モデルは仮説的な要素も含んでい

るため、今後の調査研究を通じて、精緻化

を図る必要がある。 
 また、本稿においては BIL の出現に対応

した分析モデルの提示を主たる目的とした

ため、地域海ガバナンスと世界規模での海

洋ガバナンスの関係性や FOIP をはじめと

する主要国の外交・安全保障政策の展開、

IUU などの海洋ガバナンスにおける具体的

な政策課題に関する検討を十分に行うこと

ができなかった。しかしながら、米中両国

をはじめとする主要国においては自国優先

の外交・安全保障政策が推進し、地球環境

が「大規模で不可逆的かつ急激な環境変化

の危険性（the risk of generating large-scale 
abrupt or irreversible environmental changes）
42」に晒されていることを踏まえると、こ

れらの課題について早急に検討を進める必

要がある。何よりも海洋に対する無知

（maritime blindness or Ocean Blindness）を

克服し、「100 年、200 年後をにらんで海の

再構築に本格的に取り組まなければならな

い43」のである。本稿での分析を通じて得
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られた知見が海洋安全保障を含む海洋ガバ

ナンスにおける諸課題を解決するための一

助となることを期待したい。 
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動学的一般均衡モデルを用いた補助金投入による 

6次産業化の政策シミュレーション：北海道函館市を例として 
 

田中 元＊・黄 俊揚＊ 

 
 

本研究では、6 次産業化政策を「水産関連業のつながりを強化し、漁業関係者の所得・

雇用を増加させる地域主体の経済政策」と定義し、北海道函館市の 7 つの漁業関連産業

へそれぞれ補助金を注入する 10 年間の経済シミュレーションを動学的応用一般均衡モ

デルを用いて行った。その結果、仮にイカを中心とした 6 次産業化を行う際には、雇用

（労働量）、所得（生産量、輸出量）の面から、水産加工業への補助金投入がもっとも効

果的であるという結果が得られた。 
 

キーワード：6 次産業化、水産加工業、産業連関表、函館市、動学的応用一般均衡モデル 
 
 
 

1．はじめに 

1．1 研究の背景～6 次産業化とは 

6 次産業化とは、「一次産業としての農林

漁業と、二次産業としての製造業、三次産

業としての小売業などの事業との総合的か

つ一体的な推進を図り、地域資源を活用し

た新たな付加価値を生み出す取り組み」で

あると「6 次産業化・地産地消法」前文に

おいて定義されている。このような 6 次産

業化はコミュニティ・ビジネスの一環であ

り，地域コミュニティの再生のための概念

としても理解されている（川辺＆美士路

2014）。同時に 6 次産業化は，第 1 次産業、

第 2 次および第 3 次産業を有機的に結合さ

せ，バリューチェーンを構築するものとも

定義されている（青山＆納口 2017）。 

6 次産業化の概念を提起したのは今村奈良

臣であり、1992 年に大分県大山町農協の農産

物直売所での調査から新しい地域農業への

発展戦略として思いついたと述べている（農

業協同組合新聞 2017）。当初は「1＋2＋3＝6」
という足し算で定式化していたが、その三年

半後には「1×2×3＝6」と改めている。その理

由として今村は、①第一次産業がなくなれば

（0 になれば）6 次産業化が成り立ちえない

こと、②各部門の連携を強化することが第一

次産業における付加価値、所得の向上となる

こと、③第二次、第三次産業が発展し所得・

雇用が増加することにより、第一次産業であ

る農業にもその効果が循環することに気づ

いたからだとしている。 
政策の取り組みとしては、まず平成 20

（論文） 
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図 1 6 次産業化に携わる 1 事業体当たりの年間平均販売額の推移 

出典：農林水産省『6 次産業化業態別調査』より筆者作成 

年に「中小企業者と農林漁業者との連携に

よる事業活動の促進に関する法律」（農商工

等連携促進法）が施行され、農商工連携の

支援の仕組みが出来上がった。その後平成

23 年に「地域資源を活用した農林漁業者な

どによる新事業の創出等及び地位の農林水

産物の利用促進に関する法律」（6 次産業

化・地産地消法）が、平成 25 年に株式会社

農林漁業成長産業化支援機構法（A-FIVE
法）が施行されたことで、農林漁業者が主

体となった 6 次産業化の取り組みに関する

支援のための仕組みが整備された（総務省 
2018）。現在、6 次産業化の推進に関して政

府は 2020 年度の市場規模 10 兆円という政

策目標を掲げ、その達成のための 22 の法律、

23 の予算事業、7 つの融資制度、17 の租税

特別措置などを設けている。総務省（2018）
ではこの法律のうち、農商工等連携促進法、

6 次産業化・地産地消法、A-FIVE 法の政策

評価を行っており、平成 25 年度においては

4.7 兆円であった市場規模が平成 28 年度に

は 6.3 兆円となるなど着実に成果を出して

いると結論づけている。 
こういった 6 次産業化の議論は久しく、

すでにいくつかの成果も出ている。図 1 は

6 次産業化に関わる農業、漁業の 1 事業体

の年間販売額の推移である。漁業の年間販

売額は 2014 年がピークとなっており、それ

以降農業の約 2 倍の規模を維持している。

一方で農業の年間販売額は増加傾向にある。 
農業の 6 次産業化の議論は、農業経済学

を中心として重要な研究が行われており、

一方で水産経済学においてその数は多くは

ない（婁 2018）。その理由として馬場治は

農林中金総合研究所（2016）のなかで、農

業と比較して漁業は資源の供給が不安定で

あり、安定的な生産体制がないため、6 次

産業化が進みづらいと指摘しており、仮に

養殖を中心としたものならば 6 次産業化の

可能性は高いと述べている。また婁（2017）
はより社会的な産業構造に注目し、6 次産

業化の方向性として①事業進出の促進、②

関連事業者との連携の促進があるが、①で

は既存水産業・漁協共販事業と新規参入者

のバッティングや第一次産業者が 6 次産業

化に取り組むための経営資源の制約の存在、

②では連携のメリットが漁業関係者の間で

認識されていないという問題があるため、6
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次産業化が進まないと指摘している。同様

に宮田（2018）も地域内ですでに確立して

いる漁協共販システムと同様の経済的利益

を求めて資源を奪い合うになることが、6
次産業化を妨げる要因として挙げている。

漁業の 6 次産業化は、地元の漁業関係者に

よる漁業経営のビジネスモデルの革新であ

り、その方向性には新たな市場の開発と新

たな製品、サービスの提供という２つの戦

略が存在する（日高 2018）。ただし、漁業

者だけで新たなビジネスモデルを構築する

には限度があり、漁業以外の経済主体とも

連携することも必要になる。また同時に、

地元漁協関係者の既存便益との衝突を避け

ることが重要な要素であると考えられる。 
 

1．2 先行研究 

6 次産業化の事例調査の研究は、基本的

に自ら 6 次産業化に取り組んでいる事業体

の優良な事例を取り上げ普遍的なビジネス

モデルを構築し提示することを目的として

いる。例えば、婁（2017）は沖縄県の勝連

漁協などによって作られたモズクを使った

餃子を例に、地域連携の成功例として紹介

している。一方で地域経済の波及効果に注

目した研究は、主に地域の産業連関表を用

いて複数の部門への追加投資を行った際の

シミュレーションを行うものが多い。そう

いった地域産業連関表を用いた解析は、主

に地域産業連関表から生産誘発係数、付加

価値誘発係数などを計算し、各地域におけ

る産業の影響力を明らかにし、それぞれの

注目する産業に対して 1 単位生産が増えた

際の変化を経済効果として試算している。

例えば、吉田（1992）は静岡県松崎町の観

光産業、西（2017）は三重県津市の地域農

産物の直売施設への観光客の増加、野崎・

小沢（2011）は山形県庄内穂首地域におけ

る飼料用米業、吉本・大城・原（2009）は

沖縄のグリーンツーリズム、倉知（2009）
は九州・沖縄における川上産業の食品加工

業から川下産業の農業への経済効果などを

明らかにしている。また霜浦・宮崎（2002）
は京都美山町の地域経営型都市農村交流産

業に携わる各企業の影響係数などを詳細に

計算している。こういった地域経済の循環

に関する研究は第二次産業の食品加工業、

第三次産業の観光業に注目したものが多く、

地域産業の中でもより高次の産業の地域経

済波及効果の大きさを明らかにしている。

またこれらの研究は主に生産者・供給側の

側面を扱っている一方で、消費者の所得の

変化など消費者・需要側の側面も含めたよ

り生産から消費につながる循環的な経済分

析を行う研究も宮沢（1963）をはじめとし

て存在する。たとえば阿久根・石川・中村

（2015）は石川（1998）の分析枠組みに基

づき沖縄県の 6 次産業化を事例に消費者の

所得、消費の変化も含めた研究を行ってい

る。これらの研究により 6 次産業化に関す

る研究事例は進んでいる一方で、政策に係

る費用も含めたより政策研究は少ない。 
 

1．3 本研究の目的 

本研究では漁業の 6 次産業化政策を「漁

業関連業従事者の雇用と所得の増加を目的

とした自立的な地域経済政策」として定義

し、北海道函館市を研究対象地域とした経

済シミュレーションを動学的応用一般均衡

モ デ ル （ Recursive Computable General 
Equilibrium Model）により行い、補助金と

いう政策コストをふくめた定量的な政策研

究を行う。これまでの 6 次産業化研究は一

次産業者が自らあるいは他の産業者と協力

しながら第二次、三次産業者とビジネスを

行うという前提のもとでの経済効果の分析

であったが、実際に高齢化、後継者不足な

どの問題を抱えている第一次産業者による

－ 75 －



動学的一般均衡モデルを用いた補助金投入による 6 次産業化の政策シミュレーション 

 

自発的な 6 次産業化は困難であり、行政に

よる何らかの補助が必要であると考えられ

る。本研究はこの点に注目し、実際に 6 次

産業化政策を進めた際に係る政策の費用と

それにより上昇した生産性がもたらす経済

効果を明らかにする。補助金政策は増税に

より最適な財の配分を歪めてしまう点で、

かならずしも最適な政策とはならない点も

踏まえ、補助金によるネガティブな経済効

果も含めた包括的な政策提言を行う。 
シミュレーションにおいて、原資となる補

助金は国には頼らず市民への増税を通じて

調達すると仮定する。各漁業関連産業へ補助

金を提供し、その補助金の利用による生産要

素（労働・資本）の増加により各漁業関連産

業の生産性が変化する。ある産業の生産性が

上昇した結果、他の関連産業への需要の増加

が発生する。つまり、産業間のバリューチェ

ーンが強化される。その結果として生じる最

終的な各産業の産出量、輸出量の変化を所得

効果とみなし、労働量の変化を雇用効果と考

える。最後に、6 次産業化政策によって漁業

関係者だけでなく函館市民が消費できる

財・サービスの変化量と補助金政策に係る費

用の比率についても検証し、便益者ごとの政

策選択の必要性についても議論する。 
 

2．研究手法 

2．1 研究対象地域の選定 

本研究では研究対象地域として北海道函

館市を設定した。理由は二点ある。まず、函

館市が水産業以外にも観光業が発展してい

る点である。水産業単独での 6 次産業化の実

現は難しいかもしれないが、観光資源と結び

つけることにより、6 次産業化の実現性は高

まると考えられる（有路&松井 2012）。二点

目は、函館市のシンボルであるイカ類に関連

する産業群が6次産業化に適している点であ

る。宮田（2018）によると、活イカのような

死後 12 時間で食感が変化してしまい付加価

値が大きく下がる商品の場合、地産地消の価

値も相まって、漁業者にとって短時間で消費

者に提供するインセンティブが生じる。商品

の提供は朝市のような時間帯に限られ、産地

市場に買い付けに来る地元の外食業者の多

くが夜間に営業を行う居酒屋が多いことか

ら、既存産業とのビジネスモデルの重複が起

きにくいと考えられる。 
近年、函館市ではシンボルであったイカ

の漁獲量の減少が大きく、水温が高くなり、

逆にブリが獲れるようになっている。図 2
は 2008 年から 2017 年までの函館市におい

て水揚げされている魚種の水揚げ量の動き

を魚種ごとに示したものである。これをみ

ると、全体的な水揚げ量は 2007 年以降減少

傾向が続いており、中でもイカ類の減少が

激しい。またブリは増加しているが、イカ

類の減少分を補うほどではない。一方、昆

布などの海藻類は養殖が主となっており、

同様に減少傾向にある。 
函館市の漁協組合員の話によると、2019

年時点で函館市の漁協の組合員は168人いる

が、こういった漁獲量の減少を受け「1 人組

合に入ると 10 人やめる」という状況が続い

ているという。漁獲種の変化に対して、 
函館市はブリの需要喚起による消費拡大に

よる漁業者の所得向上、イカの原料不足にあ

えぐ水産加工業者の補完原料としてのブリ

の活用促進を目的に、平成 30 年 5 月に函館

市内の 5 つの漁協、生産・加工団体、函館市、

振興局地元で「はこだて・ブリ消費拡大推進

協議会」を設置し、その取り組みの一環とし

て地元の水産高校がブリを使った缶詰やそ

の他加工品の商品開発への支援を実施する

など、水産加工業の振興に注力している。比

較的産出量が安定している海藻類の養殖に

ついては参入障壁が低い分野であるが、漁協

の組合員が減少し養殖設備も減少している。 
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図 2：北海道函館市における水揚げ量の推移（トン） 

出所：北海道庁『水産統計』より筆者作成 

表 1：本研究で使用する函館市の産業連関表の産業一覧 
ID 本研究の産業分類 古屋ら（2006）の産業分類 産業分類 
1 農林鉱業 農業、林業、鉱業 

第一次産業 
2 昆布業 養殖昆布、天然昆布 
3 網縄漁業 定置網、刺網・流し網、延縄 
4 イカ釣り業 イカ釣り業 
5 その他漁業 その他漁業 
6 水産加工業 昆布加工、イカ加工、その他水産加工 

第二次産業 
7 農産加工業 農産加工品、その他加工 
8 製造業 繊維製品、パルプ紙木製品、 

金属製品、機械製品 
9 石油業 化学・石油製品 

10 医療教育業 教育研究、医療社会福祉 

第三次産業 

11 建設業 土木建設 
12 電力ガス水道 電力ガス水道 
13 販売・流通業 漁協販売購買、商業、運輸通信 
14 サービス業 

（公務、宿泊、飲食）

漁協信用共済、金融保険不動産、公務、 
漁協指導、対事業所サービス、 

対個人サービス、飲食サービス、旅館宿泊 
註：影の部分は本研究で「水産関連業」と定義し、投資を行う分野 

2．2 解析に用いたデータ 
本研究は古屋ら（2006）の作成した函館市

の産業連関表を用いて行った。古屋ら（2006）
の産業連関表は 36 産業からなるが、本研究

では必要に応じて表 1 のように 14 産業にそ

れらをまとめた。このうち ID.2～６、13、14
の産業を「水産関連業」と定義した（表 1）。 
  

函館市の水揚げ量の推移（単位：トン） 
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図 3：応用一般均衡モデルの構造 

出所：細江ら（2015）より筆者作成 

2．3 解析に用いたシミュレーションモデル 

本研究で用いた動学的応用一般均衡モデ

ルは、応用一般均衡モデルの発展版である。

応用一般均衡モデルは市場経済における価

格メカニズムを基礎に置いたモデルであり、

ある一時点の地域経済の家計や企業といっ

た経済主体が最適な利益行動をとると仮定

し、その結果をシミュレーションする（黒

田 1989）。動学的応用一般均衡モデルはこ

れに時系列で変化する価格などの要素を加

え最善の経済の状態を予測する。動的応用

一般均衡モデルを使った産業連関表分析は、

生産者から消費者までの現実的な経済循環

を含み、家計の消費量の総額（効用）と費

用を計算し、より現実的で長期的な政策判

断の根拠となると期待される。 

図 3 は、応用一般均衡モデルの基本的な

構造を表している。モデルはまずコブ・ダ

グラス型生産機能による生産要素における

資本と労働の代替関係を想定する。生産要

素と中間投入財からなる国内生産の生産関

数としてレオンティエフ型関数を採用する。

国内総生産は、国内生産変形関数（CET 型）

を使用して国内財と輸出に変換される。合

成財は、国内財と一定の合成財生産関数

（CES 型）を用いて輸入財と国内財によっ

て生産される。こうして生産された合成財

は、家計、政府、投資、中間投入財によっ

て消費される。その際に家計消費の効用関

数は、コブ・ダグラス型であると仮定され、

ヒ ッ ク ス の 等 価 方 程 式 （ Equivalent 
Variations）によって数量化される。本研究
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表 2：本研究で用いた変数 
シミュレーション期間 

（補助金の期間） 
10 年 

（５年） 
人口成長率 -0.5% 

補助金の資本財価格の割合 20% 
生産性の向上（技術革新） 対象部門の水産加工:2.9％増加、販売・小売:1.7％増加 

 

ではモデルの解析よりも応用を目的として

いるため、詳細な数式の説明などについて

は細江ら（2015）を参考にされたい。 
応用一般均衡モデルを動的応用一般均衡

モデルに拡張する際に、資本財への補助の割

合、補助の期間、生産性の向上（技術革新）

などの要素を加える。静的なモデルから動的

なモデルにするための時系列ごとの構成に

ついては、細江ら（2015）に基づいて行う。 
 

2．4 シミュレーション条件 

シミュレーションを行うためには、シミュ

レーション期間、人口成長率、補助金の割合、

外生的な生産性の向上などの変数を事前に

設定しなければならない。表 2 に本研究のシ

ミュレーションに用いた変数を示す。 
シミュレーション期間は 10 年間とする。

補助金政策は 1 年目から 5 年目までの 5 年

間のみ継続すると仮定する。後述するが、

技術革新は 6 年目から生じる。10 年間とい

う設定期間により、技術革新がある期間と

ない期間が平等に比較される。 
人口増加率は函館市（2020）に基づき、

函館市の人口推移は年率でマイナス 0.5％
であると仮定する。労働については移動が

自由であり、労働者は函館市内のどの産業

へも自由に移動できると仮定する。 
水産関連産業がそれぞれもつ資本の金額

の 20％の補助金を毎年投入すると仮定す

る。20％という数字は Kuroda ら（2018）に

おいて 6 年目に加工業、販売・小売業にお

いて技術革新を起こすための必要な資本量

に対する補助金と定義されており、本研究

もそれに基づき設定した。 
生産性は補助金の投入により各産業で 1

年目から上昇し、6 年目には技術革新が起

こり、その効果は更に 5 年間続くと仮定す

る。ここでの技術革新とはマーケティング、

計画、R&D、調達、オペレーション、営業、

メンテナンスなどの面での生産性の向上を

意味する（黒田ら 2016）。このような技術

革新・生産性の向上を新たに変数として導

入した理由は、人口が減少し続ける函館市

のような状況で 6 次産業化を行うためには、

これまでの延長上にあるような単なる機械

設備の購入だけではなく、IT を使った営業

や効率的な原材料の調達・生産・販売など

の革新的な基盤が重要であると考えたから

である。技術革新の結果より生産が効率的

になった産業はその産業において資本価格

の下落をもたらす。価格の下落幅は、政策

研究大学院大学科学技術イノベーション政

策研究センター（SciREX センター）、科学

技術・学術政策研究所（NISTEP）、JST/CRDS 
研究開発戦略センターおよび株式会社バイ

オインパクト社が共同で開発した SPIAS-e 
シミュレーターに基づき計算した。また 6
年目からの生産性の変化については「2021
年か 2025 年にかけて日本政府の R&D 投資

が 2005 年と比べて 1.2 倍となる」と仮定し

て SPIAS-e を用いて計算した結果、日本全

体では第二次産業の 6.水産加工業でおよそ

2.9%上昇し、第三次産業の 14.販売・小売

業も生産性が約 1.7％上昇することが分か
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図 4：各 7 つの産業へ補助金を投入した際の産出量の変化の比較 

ったため、これを函館市における 6．水産

加工業と 14.販売・流通業の生産性の数値

として当てはめた。 
 

3．結果 

3．1 補助金投入によるシミュレーション結果 

以下では、補助金を投入した際に変化す

る産出量、輸出量、労働量の変化を表す。

補助金を投入する対象産業は１シナリオに

つき 1 産業とする。そして対象となる産業

は 7 つあるため、シミュレーションの結果

を表す図も 7 つになる。７つそれぞれのシ

ナリオが、対象とする産業に補助金を投入

した際の一次的な変化と、他の産業への二

次的な波及効果を表している。例えば産出

量における水産加工業の場合、水産加工業

に対して補助金を投入すると水産加工業の

産出量が直接的に変化する。そして水産加

工業と関連した他の産業の産出量も、水産

加工業からの波及効果により、変化する。

以下の図の縦軸は変化量、横軸は時間の変

化（年）を表す。 
 

3．1．1 各シミュレーションの産出量の変化 

図4のように 7つの各シナリオにおいて、

1 年目から 5 年目にかけて産出量は徐々に

増加する。6 年目の技術革新が実現した後

にも、わずかにだが増加する。波及効果の

面では、他の漁業と比較して、イカ釣り業

と水産加工業の間には高い相関性がみられ

る。販売・流通業やサービス業などの第三

次産業については、経済規模が他の産業と

異なるため、他の産業よりも産出量の上昇

が緩やかである。一方で注目に値するのが

販売・流通業とサービス産業の生産効率が

向上するにつれて、他の部門にマイナスの

成長をもたらす可能性がある点である。 
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図 5：各 7 つの産業へ補助金を投入した際の輸出量の変化の比較 

 

 
図 6：各 7 つの産業へ補助金を投入した際の労働要素量の変化の比較 

 

－ 81 －



動学的一般均衡モデルを用いた補助金投入による 6 次産業化の政策シミュレーション 

 

 

 

図 7：政策実施後の年間の財政負担額と効用の比較 

3．3．2 各シミュレーションの輸出量の変化 

図 5 にように輸出量の変化は、産出量の変

化と非常に似た傾向を示している。一方で、

サービス業の輸出量は産出量の変化よりも大

きな成長率を示していることは注目に値する。

産業連関表の概念では、サービス部門の輸出

は、地域の外国人が消費するサービスを指す

可能性があり、より高い生産効率が多くのイ

ンバウンドを引き付けることを意味する。 
 

3．3．3 各シミュレーションの労働量の変化 

図6のように労働量の変化も産出量の変化

と同様の傾向を示している。大きな違いは、

生産性が上昇した際の他の産業への波及効

果である。労働量においても、イカ釣り業は

水産加工業によって大きく影響される可能

性があることが示されている。水産加工業は、

サービス業を除くすべての産業に対して増

加をもたらしている。これにより、サービス

業は水産加工業への依存性が小さく、そのた

め水産加工業への補助金政策はサービス部

門の労働需要量をほとんど変えないと推測

できる。 

3．3．4 政策の年間費用と函館市民の効用

の比較 

図 7 に、5 年間の補助金政策にかかった

平均年間財政コストと 10 年間の函館市民

全体の家計の効用の増加分を１年間で平均

した値を示した。この図から、網縄漁業の

みが補助金政策の結果として投入資金より

大きな効用の増加をもたらすことがわかる。 
政策の投資報酬率、すなわち補助金に対

する効用の変化の割合を図 8 に示した。第

一次産業では網縄漁業（174％）となり政策

費用をうわまわる社会的便益をもたらした

一方で、その他の第一次産業は全て 100％
以下であり、第二次産業の水産加工業はお

よそ 16％、第三次産業の販売・流通業はお

よそ 10％、サービス産業の収益率は約 5％
しかない。特に第二次産業・第三次産業は

第一次産業と比較してより多くの資本を持

つために補助金が高額になり高い税率が設

定され、結果的に函館市民の消費できる財

やサービスの量を下げたことになる。第二

次産業と第三次産業の財政コストと効用は

異なるスケールであり、これらの産業は、

年間 効用 
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図 8：政策投資報酬率の比較 

補助金政策の下ではるかに多くの効用を生

み出す可能性があるが、政策に係る費用は 
非常に高くなるため、費用対効果の観点か

らは慎重に検討する必要がある。 
 

4．結論 

本研究は 6 次産業化政策を「地域コミュ

ニティを主体とした水産関連業における生

産性の向上（バリューチェーンの強化）を

通じた労働者の所得と雇用の増加」と定義

し、市政府の補助金を用いた経済シミュレ

ーションを動学的応用一般均衡モデルによ

り行った。その結果、所得（産出量、輸出

量）、雇用（労働量）の側面において、水産

加工業への補助金政策が最も他の産業へ正

の波及効果をもたらすことが分かった。特

に 6 次産業化の要となると思われるイカ釣

り業については、産出量、労働量の面でイ

カ釣り業自身への直接的な補助金政策より

イカ釣り業の生産性を高めており、また輸

出量においても 10 年目の段階で両シミュレ

ーションの結果に大きな差異がみられなか

った。以上の点から、函館市においてイカ

類を中心とした 6 次産業化を行う際には、

水産加工業への補助金政策が最も望ましい

と思われる。例えば観光業と組み合わせて

イカ類を使用した塩辛などの土産物の販売

などが考えられる。しかし一方で、函館市

経済全体への影響を考えた際には、水産加

工業への補助金政策のコストは函館市民の

効用の増加よりも高くなってしまう。仮に

政策担当者が函館市経済全体への影響を鑑

みた際には、定置網漁業、刺し網漁業、流

し網漁業、延縄漁業への投資により、サケ・

スケトウダラ・マグロ・ブリなどの魚種を

より効率的に生産した方が望ましい。しか

し漁業資源管理の重要性が増す日本におい

て、それらの漁業への追加的な補助金の投

資は困難である可能性がある。この点につ

いて政策担当者には、状況に応じた慎重な

選択が求められるといえる。仮にイカ釣り

業を中心にした 6 次産業化を推進する際に

は、他の産業振興政策も同時に行い、6 次産

業化政策の負の側面を補う必要があるだろ

う。 
本研究は 6 次産業化研究の分野において、

動学的な研究だけでなく、他の産業への影

響も含めた包括的な政策提言を行った。ま

た同時に、単なる設備投資だけでなく、今

後より重要となると思われる R＆D 投資の
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影響も踏まえた先進的な研究を行った。今

後の研究課題として、さらなる先行研究の

調査、新たな函館市の産業連関表の作成が

挙げられる。先行研究については、産業連

関表を用いた 6 次産業化の研究について漁

業だけでなく農業に関する事例もさらに調

査するべきである。また現在の函館市は

2006 年と比較してイカの産出量が大きく

減ってしまっている点を含め、今後の研究

においては対象地域ごとの産業連関表とそ

れを用いた研究のタイムラグを少なくし、

より現実的な政策提言を行う必要がある。

【参考文献】

青山 浩子,納口 るり子.（2017）.6 次産業

化が農業経営体の収益性に与える影響

と経営者による評価. 農業経済研究.88.
（4）,394-399. 

阿久根 優子,石川 良文,中村 良平.（2015）.
「消費内生化産業連関モデルによる六

次産業化事業の地域経済効果―沖縄県

を事例にー」 .RIETI Discussion Paper 
Series. 52,1－21． 

有路 昌彦, 松井 隆宏.（2012）.水産業の 6
次産業化へ向けた消費者ニーズの把握

と商品戦略  －京都府宮津市を事例に

－. 国際漁業研究. 11.（1）,1-11. 
石川 良文.（1998）.中部新国際空港及び関

連プロジェクトの経済波及効果.産業連

関―イノベーション＆IO テクニーク―.8.
（2）,64-70. 

川辺 亮,美士路 知之.（2014）. 6 次産業化

と 東 北 の 復 興 . 農 村 経 済 研 究 .32.
（1）,81-87. 

倉知 哲郎.（2009）.九州・沖縄における食

品工業の産業連関分析.九州沖縄農業研

究センター報告.52,95－124. 

黒田 昌裕.（1989）.一般均衡の数量分析.
岩波書店. 

黒田 昌裕, 池内 健太, 原 泰史（2016）. 科
学技術イノベーション政策における政策

オプションの作成 -政策シミュレーター

の構築-（モデル構築編）. SciREX ワーキ

ングペーパーSciREX-WP-2016-#01. 政策

研究大学院大学科学技術イノベーション

政策研究センター（SciREX センター） 
斎藤 修.（2012）. 6 次産業・農商工連携と

フードチェーン . フードシステム研

究.19.（2）, 100-116. 
霜浦 森平, 宮崎 猛.（2002）. 内発的発展に

関する産業連関分析―京都府美山町にお

ける地域経営型都市農村交流産業を事

例として―.農林問題研究.38.（1）,13－24. 
総務省.（2018）.「農林漁業の六次産業化の推

進に関する政策評価書」. http://www.soumu. 
go.jp/menu_news/s-news/hyouka_190329-2.ht
ml（accessed 1 April 2020）. 

長野 章, 古屋 温美, 横山 真吾.（2008）.
漁村などの小地域の産業連関分析～分

析事例と応用～.全国漁港漁場協会. 
西 孝.（2017）. 推計した津市産業連関表

による農の 6 次産業化の地域経済効果

分析 . 近畿大学工業高等専門学校研究

紀要.（10）,103-120 
農業協同組合新聞.（2017）. 第 6 回 農業の六

次産業化. 
https://www.jacom.or.jp/noukyo/rensai/2017/03
/170319-32281.php （accessed 1 April 2020）. 

農林水産省.（2019）. 大臣官房統計部生産

流通消費統計課消費統計室,六次産業化

業態別調査. 
http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/rok
ujika/（accessed 1 April 2020）. 

農林水産省食料産業局.（2010）. 六次産業

化・地産地消法（法律本文）. https://www. 
maff.go.jp/j/shokusan/sanki/6jika/houritu/a

－ 84 －



海洋政策研究 第 14 号 

ttach/pdf/index-23.pdf（accessed 1 April 
2020）. 

農林水産省食料産業局.（2019）. 六次産業

化の推進について. 
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/renkei/6j
ika/2015_6jika_jyousei.html（accessed 1 
April 2020）. 

農林中金総合研究所.（2016）. 漁業におけ

る六次産業化の課題 . 農林金融 .69.
（6）,14-15. 

野崎 大喬, 小沢 亙.（2011）. 農商工連携

がもたらす地域活性化への影響－飼料

用米プロジェクトを対象として―.農村

経済研究.29.（2）,29－36. 
函館市.（2020）. 函館市の人口[住民基本台

帳人口]. 
https://www.city.hakodate.hokkaido.jp/doc
s/2015020600107/（accessed 1 April 
2020）. 

日高 健.（2018）. 漁業の 6 次産業化とビ

ジネスモデル . フードシステム研究 .
（24）.（4）. 

細江  宣裕 , 我澤  賢之 , 橋本  日出男 . 
（2015）.テキストブック応用一般均衡

モデリング（2 版: プログラムからシミ

ュレーションまで.東京大学出版会.
北海道庁.（2020）. 水産統計（北海道水産

現勢）. 
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/sum/03k
anrig/sui-toukei/suitoukei.htm （accessed 1 
April 2020）. 

古屋  温美 , 上川  浩幸 , 北原  繁志 , 浅川 
典敬, 中泉 昌光, 長野 章.（2006）. 漁
村地域の産業連関表作成と産業構造の

比較による漁業の課題分析に関する研

究. 海洋開発論文集.（22）,331-335. 
宮沢 健一.（1963）. 経済構造の連関分析.

東洋経済新報社. 

宮田 勉.（2018）. 漁業の６次産業化と域

内 連 携 . フ ー ド シ ス テ ム 研 究 .24.
（4）,356-361. 

婁 小波.（2017）.漁業の六次産業化と連携

のビジネスモデル  : 沖縄県勝連漁協

「肝高のもずく餃子」を事例として」.
地域文化研究.（18）,208-226. 

婁 小波.（2018）. 漁業の６次産業化と連

携の経済的諸原理 .フードシステム研

究.24.（4）, 344-350. 
吉田 泰治.（1992）.農村地域活性化のため

の地域産業連関表の作成とその応用.農
林総合研究.46.（4）,97－11． 

吉本 諭, 大城 健, 原 勲.（2009）. 沖縄農

業の多面的価値に関する定量的分析―
沖縄観光への貢献度額と経済波及効果

の推計.地域学研究.39.（4）,1013-1025． 
Kuroda, M., K. Ikeuchi, Y. Hara, & M. Huang. 

（2018） . “Assessments of ICT Policy 
Options: The Framework of Input–Output 
Table Linked with Intangible Knowledge 
Stock”, in Applications of Input-Output 
Model, K. Mukhopadhyay （ed.）, Springer. 
65-110.

－ 85 －





海洋政策研究 第 14 号 

* Research Fellow, Ocean Policy Research Institute, the Sasakawa Peace Foundation 
2019. 11. 30 submitted; 2020. 3. 31 accepted 

Policy simulations of 6th industrialization subsidy using recursive 

general equilibrium model : Case of Hakodate city, Hokkaido 

Hajime TANAKA＊ and Michael C. HUANG＊ 

Abstract 

 Defining the sixth industrialization as "a regional-based economic policy that strengthens the connec-
tion of fisheries-related industries and increases the income and employment of people involved in fisher-
ies," this study uses the City of Hakodate in Hokkaido prefecture as a case study. We conducted policy 
simulations (10-year) using a dynamic general equilibrium model and clarified the change of income and 
employment brought about by the increased efficiency in each industry through subsidies. The simulation 
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Key words: Sixth industrialization, Fishery processing, Input-Output Table, Hakodate City, Recursive com-
putable general equilibrium (CGE) model 

－ 87 －





海洋政策研究 第 14 号 

－1－ 

 

国連気候変動枠組条約の下での 

「ブルーカーボン」に係る現状と課題 
 

藤井 麻衣＊・佐藤 淳＊＊、＊＊＊ 

 
 

国連気候変動枠組条約の下でブルーカーボン（BC）の注目度が高まっている。吸収源は

より包括的な活用を目指す方向にあり、BC 推進もその流れの一部と捉え得る。ただ、現

状、湿地ガイドラインに基づく BC 特有の計算対象や方法論を反映し削減目標を示してい

る国は 2 か国（米・豪）のみである。本稿は、各国が国家規模での BC 生態系の吸排出量

の把握に至るまでの制度的・技術的障壁を明らかにした。日本が BC を GHG インベント

リに反映し、更に NDC へ組込む是非を検討するにあたっては、科学ベースの方法論を構

築の上、緻密に議論していく事が肝要である。 
 

キーワード：ブルーカーボン、吸収源、国連気候変動枠組条約、パリ協定、温室効果ガ

スインベントリ 
 
 
 

はじめに 

近年、国連気候変動枠組条約（United 
Nations Framework Convention on Climate 
Change）1（以下、UNFCCC 又は条約）の

下では 2020 年のパリ協定2運用開始に向け

て実施細則策定の議論が進む中、UNFCCC
内外で、気候変動問題対処において「海洋」

に着目しようという動きが活発化している。

UNFCCC の下では、2015 年の第 21 回締約

国会議（Conference of the Parties）（以下、

会合数を語尾につける形で COP21 と訳す。

他会合も同様）において非公式に設立され

た“Because the Ocean”3及び 2017 年の

COP23 においてフィジー（当時の議長国）

主導で開始された“Ocean Pathway4”等の締

約国を中心としたイニシアティブや、

COP21 決定5に基づき 2016 年の COP22 にお

いて設立された非国家主体の参加促進メカ

ニズム「地球規模の気候行動のためのマラ

ケシュパートナーシップ6」の一部（8 分野

のうち海洋・沿岸域）を担う「海洋と気候

の行動ロードマップ（The Roadmap to Ocean 
and Climate Action :ROCA）7」等が存在し、

「海洋と気候変動」問題への対処に向けた

議論や提言を行っている。2019 年の COP25
は、気候変動に関する政府間パネル

（ Intergovernmental Panel on Climate 
Change :IPCC）の海洋・雪氷圏特別報告書

（論文） 
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（同年 9 月公表）等を踏まえ、議長国チリ

の主導で海洋・雪氷圏に着目した「ブルー

COP」となった。 
このように、世界的に「海洋と気候変動」

という切り口で盛んに議論が行われるよう

になり、気候システムにおける海洋、海洋

関連の温室効果ガス（Green House Gas:GHG）
8排出削減策・吸収源対策、沿岸域の（特に

生態系を活用した）適応、海面水位上昇に

よる人々の移転、小島嶼国支援・能力開発

等、様々な問題が一つの大きな傘の下の問

題として注目されるようになってきた。こ

の中には、既存の交渉議題で取り扱われて

いる論点もあれば、現状では正式な議論の

場が用意されていない論点もある9。なかで

も、海洋・沿岸生態系による二酸化炭素

（CO2）の吸収・固定、いわゆるブルーカ

ーボンに関する問題については、近年、日

本を含む多くの国で研究が進み、注目度が

増している。こうした科学および国際社会

での盛り上がりにも拘らず、現状では、

UNFCCC においてブルーカーボンを排出

削減策の一つとして位置づけるための論点

の整理が十分になされていないという現状

がある。そこで本稿では、ブルーカーボン

を包摂する概念たる「吸収源」に係る

UNFCCC における制度枠組み及び議論の

経緯を概観し（1 章及び 2 章）、現在各国か

ら UNFCCC 事務局に提出されている削減

目標、いわゆる「約束草案」（ Intended 
National Determined Contributions: INDCs）
においてどのようにブルーカーボンが取り

扱われているかを示した上で（3 章）、

UNFCCC の下でブルーカーボンを緩和策

に位置づけ、今後各国の削減目標（NDCs）
に吸収源としてブルーカーボンを含めるに

あたっての課題を明らかにする（4 章）。 
 
 

1．UNFCCC における「ブルーカーボン」 

1．1 ブルーカーボンとは 

ブルーカーボンとは「沿岸・海洋生態系

に捕捉され、そのバイオマスやその下の土

壌に蓄積される炭素」である10。2009 年に

公表された国連環境計画（United Nations 
Environment Programme: UNEP）の報告書11

において命名され、それ以降世界中でこの

言葉が使われるようになった。同報告書は、

沿岸生態系が多くの CO2 を吸収し、特に土

壌において貯留しているという当時として

画期的な報告を行い、ブルーカーボンの主

要な吸収源として、マングローブ林、塩性

湿地、海草藻場の 3 つを挙げた。その後、

本報告書が発端となって世界的にブルーカ

ーボンの研究が進み、近年では、それらの

生態系の下の土壌に炭素が貯留されており、

バイオマス（生物の体内）よりも土壌にお

ける貯留量が大きいこと、海草藻場が固定

した難分解性の炭素が海底に蓄積されるこ

とや、海草と異なり根がない大型藻類（海

藻）にも炭素貯蓄効果があることを示す研

究結果も発表されている12。 
それら科学の進展を受け、UNEP が主導

する「ブルーカーボンイニシアティブ」13や

豪州政府が調整役を担う「ブルーカーボン

国際パートナーシップ」14において国を越

えてブルーカーボンに関する知見・経験の

共有等が図られている。 
 

1．2 UNFCCC の下の法的文書におけるブル

ーカーボン 

UNFCCC の下の法的文書（条約・議定

書・パリ協定及びそれらの締約国会議（会

合）で採択される決定文書）においてブル

ーカーボンに直接言及した例はないものの、

ブルーカーボンは「（GHG の）吸収源・貯

蔵庫」の一部として捉えることができる。

吸収源とは、「排出源」の対義語であり
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「GHG、エーロゾル又は GHG の前駆物質

を大気中から除去する作用、活動又は仕組

み」、そして「貯蔵庫」とは「GHG 又はそ

の前駆物質を貯蔵する気候系の構成要素」

と定義づけられている（条約 1 条 7‐8）。前

者は森林やその他の植生、後者は、例えば

CO2 の貯蔵庫としての樹木を指す15。この広

い定義の中に、マングローブ林、塩性湿地、

海草藻場の主要なブルーカーボン生態系や、

海藻藻場など比較的新しいものも含めるこ

とができると考える。 
吸収源対策の法的基盤である条約 4 条 1

（d）は、以下のように定める16。 
 
「4 条 1．すべての締約国は、それぞれ共

通に有しているが差異のある責任、各国

及び地域に特有の開発の優先順位並びに

各国特有の目的及び事情を考慮して、次

のことを行う。 
（略） 
（d）GHG…（略）…の吸収源及び貯蔵

庫（特に、バイオマス、森林、海、その

他陸上、沿岸及び海洋の生態系）の持続

可能な管理を促進すること、並びにこの

ような吸収源及び貯蔵庫の保全（適当な

場合には強化）を促進し、並びにこれら

について協力すること。」 
 

パリ協定も、5 条 1 において、基本的に

上記内容を踏襲している。すなわち、「締約

国は、条約 4 条 1（d）に規定する GHG の

吸収源及び貯蔵庫（森林を含む）を保全し、

及び適当な場合には強化するための行動を

とるべきである17」と規定し、吸収源及び

貯蔵庫の保全・強化の重要性を謳った前文

13 段落とともに、パリ協定の全ての締約国

に対し、森林等の吸収源の保全・強化を進

めるべきというシグナルを送っている18。 

これら条文の規定ぶりは具体性に欠け、一

見しただけで吸収源の制度を理解すること

は難しい。これは、吸収源活用の賛否を含め

た多くの論点の交渉に長期間を要した結果

である。吸収源については、科学的不確実性

の大きさ等も背景に、条約採択後改めて

UNFCCC 内部（特に科学上及び技術上の助言

に関する補助機関（ Subsidiary Body for 
Scientific and Technological Advice :SBSTA））

において知見の集積と議論を重ねながら、

COP 決 定 や 京 都 議 定 書 締 約 国 会 合

（ Conference of the Parties serving as the 
meeting of the Parties to the Kyoto 
Protocol:CMP）決定等の採択を通して、漸進

的に制度が発展してきた。次節において、交

渉経緯を振り返りながら、UNFCCC の下での

吸収源の複雑な法制度の概略を示したい。 
 

1．3 温室効果ガスの「吸収源」に係る交渉 

経緯 

1．3．1 枠組条約の交渉経緯 

1992 年の UNFCCC 採択に至るまでの交

渉過程では、制度の根幹に関わる論点であ

る「ネット排出」アプローチの可否という

問題に、吸収源が関わっていた。ネット排

出とは、排出量から吸収量を差し引いて各

国の「排出量」を算出する考え方であり、

これを支持する国（カナダ、フィンランド、

スウェーデン、ロシアなど森林国家）と、

「グロス排出（排出量のみを算出）」を支持

する国（吸収量の算出には不確実性が大き

いとの立場（ドイツなど）等）で意見が対

立していた。最終的には、ネットかグロス

かは明言せず、条約本文において「発生源

による排出及び吸収源による除去」両方に

言及するという妥協案が成立した19。それ

とともに 4 条 1（d）も規定されたが、マレ

ーシアやブラジル等途上国の森林国家の反

対により、森林に関する単独条文に合意で

きなかった結果、同項のような広範な生態
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系を含む規定にならざるを得ず、吸収源の

増加に関して強い文言を用いることも見送

られた20。 
1．3．2 京都議定書の交渉経緯 

UNFCCC は枠組条約であり、具体的義務

の創設はのちの議定書に委ねられている

（17 条）。1995 年の COP1 より早くも新た

な法的文書の交渉が開始され、その結果と

して誕生したのが京都議定書（1997 年採択

/2005 年発効）である。京都議定書では、

先進国（いわゆる附属書 I 国）に法的拘束

力のある削減目標が課された。この京都議

定書の交渉過程において紛糾した論点の一

つが、削減目標に吸収源を活用しうるか否

かの問題であった21。米・加など先進国は、

国内での吸収源対策実施を通して吸収源を

削減目標に用いること、途上国で実施する

吸収源対策事業からクレジットを得ること

などを主張した。削減目標の設定方式につ

いては、先進国間でも「ネットネット方式

（基準年と目標年の両方で吸収量を含める

方法）」か「グロスネット方式（基準年の排

出量と目標年の（排出‐吸収）量を比較す

る方法）」かで意見が分かれた。これに対し

て、途上国や環境 NGO 等は議定書に吸収

源を持ち込むと先進国の国内の削減努力を

ごまかすことになるとして反対した22。 
交渉の結果、締約国は「直接人為的な土

地利用変化及び森林活動に起因する吸収源

による吸収量」を削減目標の達成に用いる

こととなったが、対象となる活動は 1990
年以降の新規植林・再植林、森林減少、（選

択制で）森林経営に限られ、追加的な活動

については後に再検討することが定められ

（議定書 3 条 3 及び 4）、目標設定形式とし

ては各国が削減目標達成のためにカウント

できる森林経営からの吸収量に上限値を設

けた上でグロスネット方式が採用された。

また、京都メカニズム（柔軟性措置）の一

つとして設立された「クリーン開発メカニ

ズム（Clean Development Mechanism:CDM）」

（議定書 12 条）における吸収源活動関連プ

ロジェクトは「植林と再植林」に限定して

認められた23。 
吸収源の細則策定は、その後の京都議定

書の運用ルール交渉においても続けられ、

マラケシュ合意（2001 年 COP7）後の CMP1
（2005 年）決定24において第 1 約束期間

（2008-2012 年）の細則が、CMP6（2010
年）決定（カンクン合意と称される決定群

のうち吸収源に関するもの）25及び CMP7
（2011 年）決定26において第 2 約束期間

（2013 年-2020 年）の細則が定められた。

その過程でのもっとも大きな変化は、京都

議定書採択までは環境 NGO 等から「削減

目標に吸収源を用いる=削減努力を怠り得

る」との負のイメージが大きく伝えられて

いたが、森林等が排出となる国が第 1 約束

期間に森林経営活動の選択を見送った事例

があったことから、第 2 約束期間の細則交

渉では、一転して「吸収源からの排出隠し

（例えば森林の劣化や大規模火災などによ

り森林自体が排出になり得る）防止のため

吸収源をできる限り包括的にカバーすべき」

という見方に変わっていったことである。

交渉が政治決着して吸収源の活用が認めら

れた以上は、自国に有利な部分のみを抽出

して活用することは許されないということ

であろう。第 2 約束期間では、第 1 約束期

間時は選択制だった森林経営の吸収量計上

が義務化され、選択しうる吸収源活動とし

て、農地管理、牧草地管理、植生回復に、

湿地（泥炭地）の再湛水が加えられた27。 
第 2 約束期間において新たに導入された

重要な考え方が、「参照レベル（ベースライ

ン）」である。CMP7 において採択された第

2 約束期間における吸収源細則では、森林

経営の吸収量把握を「参照レベル方式」と
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することが決定され、国ごとに過去データ

や BAU（Business As Usual:対策なし）シナ

リオに基づく将来予測等を根拠にベースラ

イン（=参照レベル）を設定し、実際の吸

排出量がそれを上回った場合は吸収（クレ

ジット）、下回った場合は排出（デビット）

として計上することとなった（各国が自国

の参照レベルを設定し専門家によるレビュ

ーを受ける「プレッジ&レビュー方式」）28。 
このように、京都議定書の下での交渉及

びそれに伴って採択された CMP 決定によ

り、吸収源を削減目標に活用するための法

制度の大枠は定まったが、制度の複雑さに

加え、年を跨いで複数の CMP 決定が採択

されるという形で枠組みが策定された29た

め、交渉参加者以外にとって非常にわかり

にくい制度となっている。 
なお、途上国における森林減少の抑制等

については、SBSTA と COP において長年

に渡り議論され、REDD プラス（Reducing 
Emissions from Deforestation and forest 
degradation in Developing countries, and the 
role of conservation, sustainable management 
of forests, and enhancement of forest carbon 
stocks in developing countries:REDD プラス）
30と呼ばれる枠組みが設立された。複数の

COP 決定から成る「ワルシャワ REDD プ

ラス枠組み」等に基づき、REDD プラス実

施国から UNFCCC 事務局に事前提出の上

技術評価を受けた「参照レベル」と、対策

実施後の実排出量の差異を排出回避実績と

して計上し、その成果に応じて、実施国は

支援国等より金銭等の支払いを受けられる

仕組みである（当初 UNFCCC の下でのクレ

ジットの発生・分配が想定されていたもの

の未実現）31。今や多くの途上国が INDC
においてREDDプラスを重要な対策として

位置づけており、REDD プラスの奨励はパ

リ協定本文にも明言された（5 条 2）。 

1．3．3 パリ協定の交渉経緯 

パリ協定の交渉では、交渉妥結前に各国

が提出した INDCs において既に多くの国

が吸収源対策に言及していたことから、各

国が吸収源を活用して削減目標を算出する

こと、Nationally Determined という性質上柔

軟性が必須であることは言わば暗黙の了解

になっており、議論の焦点は最低限共有す

べき基本的な計上ルールや既存の制度をど

のように位置づけ /規定するか（既存の

COP/CMP 決定で定められた細則・枠組み

を 2020 年以降も用いられるか）であった32。

最終的に、パリ協定 5 条とともに、4 条（緩

和）4 において（各国の削減量を計算する

際）適当なときには既存の手法及びガイダ

ンスを考慮すべき旨規定され、それととも

に、各国はパリ協定第 1 回締約国会合（the 
Conference of the Parties serving as the 
Meeting of the Parties to the Paris Agreement）
（CMA1）にて採択するガイダンスに基づ

いて削減目標を計上するものとし、そのガ

イダンスは後に検討されることになった（4
条 13及び 14、COP21決定 1/CP.21 パラ 31）。
その後の交渉により、一連のパリ協定実施

ガイダンスは、2018 年の CMA1 で最低限

共有すべき基本ルールを定める形で合意さ

れた（CMA 決定 4/CMA.1 及び 18/CMA.1）。 
1．3．4 小括 

ここまで、吸収源に係る UNFCCC の交渉

過程を概観した。初期には反対の声が大き

かったものの、科学的知見の集積や削減目

標に吸収源を活用したいという各国の思惑

などを背景に、SBSTA/COP/CMP 交渉で新

ルールが積み上げられることにより、吸収

源の制度は拡大を続けてきた。次第に、衡

平性や完全性の観点から全ての土地利用、

土地利用変化及び林業（Land Use, Land-Use 
Change, and Forestry:LULUCF）関連の炭素

ストック変化を網羅することこそを目指す
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べきという考え方33が主流になり、パリ協

定の下ではむしろ「今世紀後半に人為的排

出と人為的吸収を均衡させる34」という目

標（4 条 1）達成のためにも、既存（京都議

定書の下で）の細則を適宜活用しつつ、吸

収源の算定はより包括的な計上へと進んで

いくことが必定である。現在のブルーカー

ボンに関する議論の進展も、この流れの中

に位置づけることができよう。 
次節では、吸収源の吸排出量を具体的に

どのように算出し、UNFCCC 事務局へ報告

しているのかを概観し、3 つの主要なブル

ーカーボン生態系（マングローブ林、塩性

湿地、海草藻場）による吸排出量の算定方

法を既に含んでいる「2006 年国家 GHG イ

ンベントリ・ガイドラインに対する 2013
年追補：湿地（以下、湿地ガイドライン）35」

について分析する。 
 

2．UNFCCC の下のブルーカーボン吸排

出量算定 

2．1 温室効果ガスインベントリの概要 

UNFCCC の下の諸制度や各国の対策の

実効性を評価するためには、GHG の吸排出

量の把握が必須である。ただ、それらの実

測は現実には不可能であることから、各国

は各種統計等を用いた計算によって「国家

温室効果ガス排出・吸収目録（GHG インベ

ントリ）」を作成・更新し、毎年 UNFCCC
事務局に提出する義務を負っている（条約

4 条 1（a）及び 12 条）。 
各締約国による吸排出量の算定は「COP が

合意する比較可能な方法」により実施するこ

ととされており、具体的には、（i）科学的に

吸排出のメカニズムが把握されており算定

が実施可能な計算対象について、（ii）共通の

方法論やガイドラインに則って各国が推

計・報告を行い、（iii）各国から提出された

計算結果は UNFCCC の下で第三者たる専門

家が審査する、という方法で、算定の正確性

や比較可能性を可能な限り担保する仕組み

となっている。このうち、（i）の吸排出に関

する科学的知見のとりまとめと、それを踏ま

えた（ii）の算定の方法論作成は IPCC の役割

であり、（ii）や（iii）の各国共通の算定・報

告・審査のルールを定めるのが UNFCCC の

役割である。実際の算定は、各国担当機関が、

IPCC 及びUNFCCC で定められた方法論やル

ールに従って実施している。 
IPCC が最初に作成した土地利用分野を含

む「GHG インベントリのための IPCC ガイ

ドライン」は 1996 年版（1996 年ガイドライ

ン、以下他の版も同様に略す）であるが、

科学的知見の進展や産業構造の変化に伴う

排出源の追加、国際交渉の結果として必要

となった方法論の開発要請等を踏まえ、こ

れまで何度か改訂や補足版ガイダンスの作

成が行われている36。IPCC ガイドラインの

方法論はすべての国が何らかの形で算定を

実施できるように、異なるレベルの方法論

が与えられている。標準的な算定式とガイ

ドライン中で提示されているデフォルト係

数を用いる方法が Tier 1、標準的な算定式に

国独自のパラメータを用いる方法が Tier 2、
モデルや独自の算定式を用いる方法が Tier 
3 と呼ばれ、各国は国情に合わせて適切な

Tier を選択して利用することとなっている。 
IPCC が方法論を策定すると、速やかに

SBSTA にて報告され、次は UNFCCC 側で

「インベントリ報告ガイドライン」が作成

される 37。その中で各国が算定に用いる

IPCC ガイドラインの特定と義務/任意適用

の是非などの各種必要事項が整理され、最

終的に COP/CMP/CMA 決定（例えば COP19
で採択された決定には、X/CP.19 という様

な決定文書番号が付される）として採択さ

れる。なお、この検討には通常 2 年程度か

かることが一般的である。更に、附属書 I
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表 1：GHG インベントリの主な作成規定 

法的枠組 内容 附属書 I 国 非附属書 I 国 

条約 

根拠となる決定 24/CP.19 17/CP.8, 2/CP.17 
適用する IPCC 
ガイドライン 

2006 年ガイドライン（義務） 
2013 年湿地ガイドライン（任意）

1996 年ガイドライン（義務） 
GPG2000, GPG-LULUCF（任意） 

地球温暖化係数

（Global Warming 
Potential:GWP） 

IPCC 第 4 次評価報告書の 100 年

換算値 
規定なし 

提出 毎年独立して報告 隔年更新報告の一部で報告 
共通報告表 あり なし 
時系列 1990 年以降提出 2 年前まで毎年 提出 4 年前まで/時系列提供は任意 
検証 審査（改善点の指摘有） 技術的評価（改善可能点を相談） 

京都議定書 
第 2 約束期間 
補足情報 
（LULUCF） 

根拠となる決定 2/CMP.7, 2/CMP.8, 6/CMP.9 

関係せず 
適用する IPCC 
ガイドライン 

2006 年ガイドライン, 2013 年京

都議定書補足的方法論ガイダン

ス（義務）,2013 年湿地ガイドラ

イン（一部算定のみ義務/それ以

外は任意） 
報告・表 特有の補足説明・情報必要 
その他 24/CP.19 ルールを適用 

パリ協定 

決定 18/CMA.1,CMA3 で追加決定予定 
適用する IPCC 
ガイドライン 

2006 年ガイドライン（義務）/（今後 CMA で採択された場合）2019
年改訂（義務）/2013 年湿地ガイドライン（任意） 

GWP IPCC 第 5 次評価報告書の 100 年換算値 
提出 毎年報告 隔年透明性報告書で 2 年毎 
共通報告表 あり（CMA3 での採択を目指し作成） 

時系列 1990 年から 2 年前まで毎年 
提供必須 .最低限 NDC 参照年と

2020 年以降 3 年前まで毎年 
検証 専門家審査 専門家審査（より能力構築に重点） 

国では、報告国間の一貫性を確保するため

に、各分野、排出・吸収源、ガス・炭素プ

ール別の排出・吸収量を同じ形式で入力・

報告が出来る様に、GHG インベントリの共

通報告表が作成されるが、共通報告表はま

ず暫定版を採用し、実際の使い勝手を踏ま

えて見直しを行い、正式版を作成するとい

うプロセスをとることが一般的であり、正

式版採択に至るまでさらに 2 年程度かかる。 
現在、条約下での GHG インベントリ作

成ルールは、附属書 I 国向け、非附属書 I
国向けと別に作成されており、求められる

精緻さに大きな違いがある。また、京都議

定書に関しては、LULUCF 分野には特別の

算定及び情報提供が必要なため独自の制度

が存在しているほか、パリ協定の下での

GHG インベントリ作成についても協定特

有の制度の下で進められる（表 1）。パリ協

定に基づく算定は、能力や国情に配慮した

一定の柔軟性を途上国に適用しつつ、全て

の国が共通の仕組みの下で GHG インベン

トリの作成を進めることとなっており、

2023 年頃から順次適用される。 
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2．2 ブルーカーボンを対象に含むインベント

リ・ガイドライン:湿地ガイドライン 

2．2．1 湿地ガイドライン作成に至る経緯 

各国は GHG の人為的吸排出量を分野（エ

ネルギー/工業プロセス/農業/LULUCF/廃棄

物の 5 つ）毎に算出するが、その中で唯一、

排出源と吸収源を両方含むのが LULUCF
分野である。UNFCCC では、人の活動に由

来する吸排出のみが報告対象となる。

LULUCF分野では生態系による吸排出を扱

うために、人為的な関与がなくとも植物の

成長や土壌呼吸等で吸排出が発生しうる。

そのため、UNFCCC の下で報告する人為的

吸排出量を算定する上で、人為由来、非人

為由来の排出を区別して考慮することとし

ている。ただ、科学的に人為と非人為の切

り分けが難しいとの IPCC の判断もあり38、

現在まで、”Managed Land Proxy”と呼ばれ

る代替的アプローチを適用し、人為的に管

理された土地の吸排出全量を人為由来とみ

なし、それ以外の土地からの吸排出は「非

人為」として算定から除外することとして

いる。このように、必然的に LULUCF 分野

は他と異なるルール・原則の下で吸排出量

を取り扱うことを要し、より複雑な制度と

なっている39。 
LULUCF 分野では、土地を 6 つ（森林/

農地/草地/湿地/開発地/その他の土地）に区

分し、それぞれにおける活動（植林/森林経

営/農地管理/牧草地管理/湿地の再湛水/植
生回復等）や土地利用形態の変更（森林伐

採して住宅地にする等）による炭素ストッ

ク変化に伴う吸排出がインベントリ上の報

告対象となっている。この中でブルーカー

ボンを含有する区分は「湿地」である。湿

地については、当初、注目度が低く、

「LULUCFに関するグッドプラクティスガ

イ ダ ン ス （ Good Practice Guidance for 
LULUCF:GPG-LULUCF）」40や現在主に使わ

れている 2006 年 IPCC ガイドライン41の作

成時点でも方法論が十分に提供されていな

かったこともあり、京都議定書第 1 約束期

間では湿地に関する緩和活動は定義されな

かった。一方、第 2 約束期間からは、ベラ

ルーシ・アイスランドや環境 NGO からの

主張により、湿地の一部である泥炭地を対

象とする「湿地の排水・再湛水（Wetland 
Drainage and Rewetting:WDR）」が吸収源活

動として盛り込まれることになった。 
この過程で、WDR のための新規の方法

論開発が必要との課題が認識され、IPCC
専門家会合などで議論された結果42、2010
年 SBSTA33 において、湿地（泥炭地の再

湛水や回復）の方法論開発に関する作業が

IPCC に要請された43。翌年、当該要請を踏

まえて IPCC がスコーピング会合44で議論

した結果、SBSTA からの要請範囲に加え、

沿岸湿地、泥炭地以外の無機質土壌の再湛

水、人工的に造成された排水処理池が対象

に含まれることとなり45、この結果作成さ

れたのが湿地ガイドラインである。対象範

囲が SBSTA の想定より広がった理由は不

明だが、その背景に 2009 年 UNEP 報告書

によるブルーカーボンへの関心の高まりが

あったのかもしれない。 
2．2．2 湿地ガイドラインにおけるブルーカー

ボンの方法論 

湿地ガイドラインでは 4 章「沿岸湿地

（Coastal Wetlands）」において、マングロー

ブ、塩性湿地、海草藻場に関する方法論が

提供されており、LULUCF 分野の炭素蓄積

変化算定時の標準的な炭素プール区分であ

る、バイオマス（地上部および地下部）、枯

死有機物（枯死木、リター）、土壌毎に、ブ

ルーカーボン生態系の維持管理、同生態系

が新たに作られた場合や失われた場合、生

態系は維持されているが排水が行われた場

合、（同生態系とは直接関係ない場合もある
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表 2：湿地ガイドラインにおけるブルーカーボンの方法論概要 

対象区分 炭素プール
人為活動 

維持 造成・再生 損失 排水 養殖 

マ ン グ ロ

ーブ林 

バイオマス
森林と同じ方法論 

（成長量と蓄積量の独自係数提示） 
造成・再生と

同じ 

ふん尿中

窒素分 
由来の 

N2O 排出 

枯死有機物 森林と同じ方法論（蓄積量の独自係数提示） 

土壌 
デフォルト

=0 
独自方法論と

吸収係数提示

独自方法論と 
独自係数提示 

独自方法論

と係数提示 

塩性湿地 

バイオマス
ガイダンス

なし（独自

の Tier3 方

法論を適用

した場合の

み算定可）

Tier2 以上で 
のみ考慮 

土地利用変化の方法

論（独自係数提示） 造成・再生と

同じ 
枯死有機物

泥炭採掘の方法論適

用（実質無視） 

土壌 
独自方法論と吸

収係数提示 
独自方法論と独自係

数提示 
独自方法論

と係数提示 

海草藻場 

バイオマス
ガイダンス

なし（独自

の Tier3 方

法論を適用

した場合の

み算定可）

Tier2 以上で 
のみ考慮 

土地利用変化の方法

論（独自係数提示）

ガイダンス

なし 
枯死有機物

泥炭採掘の方法論適

用（実質無視） 

土壌 
独自方法論と吸

収係数提示 
独自方法論と独自係

数提示 

 

が）水産養殖、に関する吸排出の計算方法が

整理されている（表 2）。バイオマスと枯死有

機物の算定については、既に LULUCF 分野

で一般的に利用されている算定方法に基づ

き、各ブルーカーボン生態系特有の係数を提

示したものがほとんどであるが、土壌につい

ては、他の土地利用区分とは若干異なる特色

のある計算方法（陸上では土地利用変化等の

人為的活動の変化を受けた場合に、土壌炭素

ストックが変化し新たな定常状態に達する

までの遷移期間（デフォルト設定は 20 年）

が適用されるが、ブルーカーボン生態系では、

浚渫等の炭素損失の計算は遷移期間を適用

せずに活動実施年に即座に排出と計算する、

造成等の炭素増加では炭素蓄積量に達する

までかなりの長期間にわたり年間吸収係数

を適用して吸収を計上するなど）が示され

ており、注目に値する。 

なお、塩性湿地と海草藻場については湿

地ガイドラインで初めて算定方法が示され

たが、木本であるマングローブは、森林の

一部として既に吸排出の算定対象としてい

る国も多い。例えば、2019 年時点で REDD
プラスの排出回避計算のためのベースライ

ンたる「参照レベル」提出済みの途上国 39
カ国中、内陸国や沿岸域を REDD プラスに

含めないと整理している国を除く、ほぼ全

ての国に当たる 27 カ国がマングローブを

森林の一部に含めている。ただし、算定は

何れの国もバイオマス部分に留まっており、

マングローブ林の土壌については、湿地ガ

イドラインで提示されているマングローブ

の特殊性を反映して算定している国はおろ

か、土壌を算定対象に含めている国さえ、

REDD プラスの参照レベル提出済みの国の

中では現時点では存在しない46。 
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2．2．3 湿地ガイドラインの UNFCCC におけ

る取り扱い 

湿地ガイドラインは、2020 年現在、完成

から 6 年近く経過しているが、未だにほぼ

任意適用となっている。すなわち、条約下

の附属書 I国GHGインベントリでは任意適

用、京都議定書補足情報作成においては

WDR 活動を選択・算定する場合は義務適

用でそれ以外は任意適用、非附属書 I 国

GHG インベントリでは利用規定なし、パリ

協定の透明性枠組みでは任意適用、との位

置づけである（表 1 参照）。 
これは、湿地ガイドラインの中に先進国

含め多くの国で国家全体の活動量（ブルー

カーボン生態系の面積データの経年変化）

を把握しきれていない算定対象が多数含ま

れていることが背景にある。多くの国で算

定の目途が立たず、義務適用化を受け入れ

る余地がない。IPCC における検討の結果と

して、UNFCCC における LULUCF 分野の

各国交渉担当・インベントリ作成実務担当

者らの合意に基づく SBSTA からの要請を

拡大する形で方法論が提供されたことの言

わば副作用かもしれない。 
UNFCCC の下で IPCC ガイドラインの利

用を義務づける決定がなされた場合47、同

ガイドライン本文中に示された方法論は全

て義務算定の対象として扱われる。義務算

定対象の排出・吸収源の計算が実施されて

いない場合、インベントリ審査においては

算定の完全性が達成されていないと判断さ

れる。なお、京都議定書では、これが継続

すると、インベントリ作成義務（5 条 1 及

び 2）履行のための国の制度に不備がある

ことを理由に遵守委員会で不遵守が決定さ

れる可能性があり、その場合京都メカニズ

ムへの参加資格を失うという実質的な罰則

規定がある48。IPCC ガイドラインは、各国

がそれぞれの能力状況に応じ算定可能なよ

う方法論を提供するという理念の下、全て

の方法論が難易度の異なる Tier 1～3 の 3
段階で示されているが、実際にはデータが

なく Tier 1 の算定すら難しい場合もある。

パリ協定には上記のような罰則規定はない

が、完全性を欠くインベントリには審査に

おいて指摘がなされる制度であるため、イ

ンベントリ作成側は新たな方法論の適用に

は慎重な姿勢をとる場合が多い。 
現在、湿地ガイドラインに基づいてブルー

カーボンの吸排出を算定しインベントリに

含めている国は、附属書 I 国の豪州と米国の

2 か国である。非附属書 I 国では UAE やサウ

ジアラビアが同算定に向けた取り組みが進

んでいることを言及しているものの、インベ

ントリには反映しきれていない。日本は 2019
年度末の時点では「陸域のみを LULUCF 分

野の算定・報告対象としており、湿地ガイド

ラインにて一部方法論が提示されている海

域は対象に含めない」として湿地ガイドライ

ンに基づいた沿岸湿地の算定を行っていな

い49。マングローブ林については、森林計画

の対象に含まれているため森林の一部とし

て既に算定・報告しているが、マングローブ

に特化した成長量や蓄積量、土壌炭素変化の

算定を実施しているわけではない。 
 

3．ブルーカーボンと国別削減目標 

3．1 パリ協定と NDCs 

パリ協定は、「共通だが差異ある責任」原

則の下に立ちながらも、京都議定書のような

先進国と途上国に二分化した制度から脱し、

全ての締約国に緩和行動を要求する50。すな

わち、NDC（いわゆる削減目標）を作成・提

出し、達成に向けて国内措置を実施すること

は全ての国に共通の法的義務となった（パリ

協定 4 条 2）。パリ協定交渉中の 2013 年には

既に、世界全体の CO2排出量の約 9 割を占め

る国々から INDC が提出された51。 
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図 1：ブルーカーボンを緩和の文脈で INDC に含む国（Herr & Landis, 2016） 
 

3．2 各国の NDCs におけるブルーカーボン 

IUCN 等による各国 INDC の分析（Herr & 
Landis, 2016）52では、28 か国が INDC の緩和

の文脈でブルーカーボン（湿地ガイドライン

上の沿岸湿地）に言及しており、59 か国が

INDC の中の適応計画に沿岸域・生態系を含

めているとブルーカーボンの INDC上の扱い

を整理している。さらに、緩和でブルーカー

ボンに言及した 28 か国のうち、LULUCF 分

野や森林に係る目標に沿岸湿地を含めてい

る国と、一般的な緩和策として沿岸湿地に言

及している国が14か国ずつあるとしている。 
ただ、この分析にはやや拡大解釈的な面

がある。REDD プラスの場合と同様、マン

グローブ林を有する国は、一般的に INDC
で明示せずとも森林の定義にマングローブ

林を含んでおり、単にマングローブのバイ

オマスが数値目標に含まれている状況では、

それは（マングローブ下の土壌を含まない

限り）従来の LULUCF 分野で対処されてき

た範囲を越えない。森林経営や植林等の森

林による緩和活動の一環としてマングロー

ブを扱っている状況をどう判断するかは解

釈が分かれる可能性もあるが、湿地ガイド

ラインに基づくブルーカーボン特有の計算

対象や方法論を反映して排出削減の数値目

標を示している国は、豪州・米国の 2 か国

のみと捉えるべきである（表 3）。 
他方で、COP26（COVID-19 感染拡大の

為 2020 年 12 月から 2021 年 11 月に延期）

に向けて、今後各国が NDC を更新・再提

出することが想定される。2020 年 3 月末時

点で再提出済みはノルウェー・スリナムの

2 か国のみであり、既に COP21 決定に定め

られた再提出期限は過ぎているものの、

COP25 において 73 か国が野心引き上げ・

再 提 出 を 表 明 し た （ Climate Ambition 
Alliance）ことから、これから多数の国が再

提出することが見込まれる。近年のブルー

カーボンに関する議論を踏まえて、各国が

再提出した NDCs においてブルーカーボン

の取扱いに変化があるか、注目される。 
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表 3：図 1 で示した主な国の INDC 及びインベントリの状況 
INDC における

ブルーカーボン

の扱い 
国名 NDC タイプ インベントリの算定状況等 

数値目標に 
含まれている 

豪州、米国 インベントリ全体

の基準年比較 
インベントリにおいて 2006 年ガイドライ

ンと湿地ガイドラインに基づきブルーカ

ーボンを算定 
ブルーカーボン

による緩和策に

言 及 し て い る

が、数値目標に

は未反映 

アンティグア・バー

ブーダ、バーレーン

政策別個別目標の

積算 
ブルーカーボンによる吸収源に言及する

も、インベントリでは算定に至っていない 
UAE 分野指定の政策行

動数値目標 
フィリピン インベントリ全体

の BAU 比較 
緩和策の対象に

マングローブを

含むが、数値目

標には未反映 

ギニア、バハマ 基準年比の排出 
削減 

マングローブを含む森林が目標に入ってい

るが(アンゴラは湿地も含む)、算定に 1996
年ガイドラインを適用しており、土壌が算定

対象外。(セネガルは 2006 年ガイドラインを

利用しているが、土壌は算定対象外) 

アンゴラ インベントリ全体

の BAU 比較 
ブルンジ、ハイチ、

セネガル 
分野別 BAU 比 

バングラデシュ 指定分野の排出の

基準年比削減 
マングローブを含む森林の緩和策に言及

するも LULUCF 分野が目標対象外 
スリナム、 
スリランカ 

政策ごとの数値 
目標 

マングローブを含む森林による緩和策に

言及するも GHG 排出削減量型目標ではな

い エルサルバドル 個別政策の提示 

INDC 対象外 アイスランド インベントリ全体

の基準年比較 
緩和策として湿地回復を含むが、泥炭地の

劣化からの回復を指すもので、ブルーカー

ボンの目標として解釈すべきでない 
 

4．ブルーカーボン推進のための課題と

今後の展望 

4．1 導入 

歴史的に見ると、条約採択から京都議定

書、そしてパリ協定が誕生し、IPCC におい

てインベントリの GHG 吸排出量の算定の

方法論が精緻化されていくなかで、科学的

知見の集積も踏まえて、吸収源の制度は次

第に拡大し、各国の削減目標や取組におい

てREDDプラスを含む吸収源対策の占める

重要性も増してきた。吸収源の包括的計上

を推進する動きもある。さらに、近年、「持

続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals:SDGs）53」のような地球規模課題を

より包括的に捉えようとする動向とも相ま

って、「海洋と気候変動」という問題の捉え

方の下で、ブルーカーボンに関する注目度

が高まっている。そのような状況にあるか

らこそ、国家規模でのブルーカーボン生態

系の吸排出量の把握にはまだ多くの課題が

あることを認識し、緻密な議論を重ねるこ

とが重要である。 
 

4．2 ブルーカーボン算定に関する国際的課題 

（1）国際的な活動量データベースの欠如 

まず、ブルーカーボン生態系の吸排出量

把握の課題の中で、最も大きな課題と考え

られるのは、活動量データ（吸収源の文脈

では、面積の経年変化データを意味する）

の未整備である。現在、主要なブルーカー

ボン生態系とされているマングローブ林・

塩性湿地・海草藻場の吸排出量については、

湿地ガイドラインにおいて Tier1 の吸収係

数が示されているため、それらに加えて活

動量データが入手できれば、吸排出量を計

算することができる。現在、各国が GHG
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吸排出量を算定する際、活動量の把握のた

め、国内データとともに、多くの国際デー

タが利用されている。例えばエネルギー利

用では、国際エネルギー機関（International 
Energy Agency:IEA）が作成するエネルギー

バランス表54、農業・森林の活動について

は国連食糧農業機関（Food and Agriculture 
Organization of the United Nations:FAO）の国

際統計データベース「FAOSTAT55」により

経年的なデータが提供されており、仮に自

国のデータが不足していても、国際データ

を活動量として利用することで Tier 1 レベ

ルの算定が実施できるようになっている。

しかしながら、ブルーカーボン生態系につ

いては、このような国際統計が存在してい

ないことから、活動量のデータ作成は完全

に各国の自助努力に委ねられている。各国

がブルーカーボンの算定や NDC への組み

込みを行うためのガイダンスは、例えば

Blue Carbon Initiative により作成されたも

のなどが公開されており56、データ作成の

手段等の方法論作成支援は徐々に強化され

ている状況ではある。しかし、現実的なブ

ルーカーボン生態系の活動量データ作成の

可否は、各国にそれを行うリソースがある

か否かに依拠することとなる。それはすな

わち、各国が他の算定区分の Tier 2 レベル

のデータ開発より優先的にブルーカーボン

に対してリソースを費やすという政策的判

断を行うかに拠るということである。しか

しながら、国はより吸排出量の総量が大き

い分野に優先的にリソースを配分するのが

通常であり、多くの国で、ブルーカーボン

の吸排出量のポテンシャルは他分野よりも

小さい。したがって、国際的な活動量デー

タが整備されない限り、ブルーカーボンを

算定する国の数は大幅には増えないと考え

られる。ただ、塩性湿地に関してグローバ

ルな面積把握のデータが提供開始されるな

ど、国際的なデータ整備に向けた動きもみ

られる。国際的にブルーカーボンの算定を

大きく後押しするには、例えば、日本や豪

州の研究機関等が中心となって、Tier 1 レ

ベルの算定に対応するブルーカーボンに関

する国際的な活動量データの整備を進める

べきある。 
（2）土地利用区分把握の技術的困難さ 

ブルーカーボン生態系を LULUCF 分野

の基本となる 6 つの土地利用区分に当ては

めると、「湿地」（マングローブについては、

森林定義を満たしている場合は「森林」、満

たさない場合は「湿地」）に区分される。こ

の土地利用区分の作成や、土地利用変化面

積の把握において、先進国は 2010 年の

GPG-LULUCF の正式導入以降、およそ 10
年かけてデータの改善を続けてきた。湿地、

特に沿岸域を含めた面積把握に関しては、

GHG インベントリ作成経験の豊富な国に

おいても、導入初期における実務的な障壁

（陸域外の面積を把握できる新たなデータ

の追加、既存の土地区分システムの下での

新たな再区分の設定、単なる土地面積把握

に留まらない GHG 排出・吸収に関係した

活動量面積の把握方法などのゼロからの検

討・構築等）があり、多くの国で活動量デ

ータの整備が進んでいない状況にある。

2017 年の SBSTA46 における湿地ガイドラ

インの扱いに関する議論においても、EU、

カナダ、日本などから、定義やデータ把握

の困難さが指摘されている57。そもそも途

上国では、条約の下で義務適用となってい

る 1996 年ガイドラインにおいては「湿地」

面積の把握が必要ないことから、多くの国

において、土地利用区分の「湿地」に該当

する地域を特定することにさえ課題がある。 
パリ協定の実施ルールにより、全ての国

に 2006 年 IPCC ガイドラインの利用が義務

付けられたことから、今後は全ての国が湿
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地を含めた土地区分に準拠した算定に取り

組むこととなる。これまで、GHG 排出・吸

収量の算定は、様々な国が試行錯誤を経て

算定制度や報告方法を作り上げ、後発の国

は、それらの国の算定を参考にしながら自

国の制度を作り上げてきた。例えば、日本

が利用しているエクセルの算定ファイル制

度を他国へ導入している事例（JICA プロジ

ェクト）、オーストリアのインベントリ報告

書（初期において相対的に質が高かった58）

のフォーマットを取り入れ他の欧州諸国が

報告書記述を改善した事例、エストニアや

リヒテンシュタインによる隣国スウェーデ

ンやスイスの算定制度を取り入れた事例、

韓国が廃棄物分野の報告書を日本のフォー

マットに基づき作成した事例などがある。

途上国を含む世界各国で「湿地」の土地利

用区分の把握を進めるためには、（1）で指

摘したように国際的な活動量データベース

の構築を進めつつ、前述の事例のように、

他国が追従できるような優良な「湿地」に

関する報告書フォーマットを先進国が導入

し、それを途上国が取り入れることを支援

することが重要である。 
 

（3）UNFCCC の枠組みの下での多数国間の

課題（湿地ガイドラインの取扱い） 

（1）及び（2）で示した課題や、2006 年

IPCC ガイドラインの完全な適用が優先さ

れることもあって、湿地ガイドラインは長

年任意適用に留まっている。湿地ガイドラ

インが、パリ協定の下でも引き続き任意適

用と位置付けられたことで、多くの国にと

って直近の優先課題とは認識されず、本課

題解決はさらに後回しにされうることが憂

慮される。 
そのような状況の中で、湿地ガイドライ

ン第 4 章（沿岸湿地）に基づいてブルーカ

ーボンの算定を既に開始しているオースト

ラリアと米国は、他国から一歩先んじてい

ると言えよう。より積極的なオーストラリ

アは、公式の場（2019 年の SB50 で行われ

た 2020 年目標に関する国際分析審査

（IAR：International Analysis and review）の

多国間評価）で、ブルーカーボン推進の背

景について、インベントリにおいて国内で

発生している吸排出をより完全かつ網羅的

に把握することを目指していることと、マ

ングローブ・塩性湿地・海草藻場の保全を

優先事項と位置付けていることの 2 点を挙

げた59。国内に乾燥地が多く、森林火災や

それに伴う森林減少が卓越する状況から、

オーストラリアは、UNFCCC の交渉過程に

おいて森林以外の吸収源活動の追求に元々

積極的であった60。それにくわえて、現在、

同国内では LULUCF 活動を対象にした国

内排出量取引制度や吸収源活動のモニタリ

ング制度が実施されており、それらの他国

への展開を見据えていることも、ブルーカ

ーボン推進政策に影響していると考えられ

る。米国については、ブルーカーボン推進

派というよりも、むしろ科学重視の姿勢が

際立っている。米国の GHG インベントリ

を見ると、方法論にほとんどデフォルト値

を活用していないという明瞭な特徴がある。

科学的アプローチを最も重視し、国内での

研究成果がない限り、IPCC ガイドラインの

デフォルト値の利用や Tier 1 の算定は行わ

ないという姿勢を貫いている61。国内の研

究成果に基づき、ミシシッピ川河口のエス

チュアリにおける湿地領域の算定を行って

いるが、今後海草藻場等への算定導入が積

極的に進むか否かは不透明である。 
ただ、先述の通り、湿地ガイドラインの

適用は任意のため、適用の意向がない国に

対して強く働きかけをすることは難しい。

まずは、オーストラリアや米国に続いて、

関心国が自主的に湿地ガイドライン適用を

－ 102 －



海洋政策研究 第 14 号 

－15－ 

開始し、参考となる優良事例を作り上げて

いくことが必須であろう。 
パリ協定の下では、先進国・途上国の区

別なく、全ての締約国が同じ枠組みの下で

インベントリの算定・報告・検証を行うこ

とが想定される。しかしながら、前述（2）
でも触れた通り、現時点での両者の経験値

や能力には大きな差がある。条約及び京都

議定書の下で、GHG インベントリ等を毎年

提出することが義務づけられていた先進国

（附属書 I 国）に比べて、途上国は、数年

毎にしかインベントリ提出の機会がなかっ

たため、GHG 吸排出量を算定するための国

家体制が未だ充分に構築されていないこと

が珍しくない。京都議定書の下での先進国

の GHG 吸排出量の報告は、算定に係る技

術的事由が各国の削減目標達成に有利に働

かないよう算定漏れ等については非常に厳

しく対処する制度であった。しかしながら、

パリ協定の下では、前述のような途上国に

ついては、算定可能な箇所からの漸進的な

実施を促し、算定漏れについて過度に問題

視しない形で柔軟に対応していくことで、

当該国のインベントリの精度向上を促すこ

とが想定されている。ブルーカーボンを含

む湿地ガイドラインの方法論を途上国のイ

ンベントリ等に組み込んでいく際も同様、

漸進的・段階的なアプローチが必要である。

削減目標への活用に関しても、先進国と比

較して途上国には圧倒的に経験が少ない。

途上国向けに、知見の共有や専門家育成等

の支援を行うことも重要である。 
国際的な支援等によって、途上国におい

てインベントリ作成のための人材育成が継

続的に行われ、途上国がブルーカーボンの

算定を視野に入られれるほどの体制を構築

することが、世界全体においてブルーカー

ボンを推進するための近道であろう。 
 

4．3 ブルーカーボン算定に関する国内的課題 

2019 年 6 月に閣議決定された日本の「パ

リ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」

においては、「ブルーカーボンの吸収源とし

ての可能性を追求」することが明言された
62。また、国内の研究グループより、湿地

ガイドラインを踏まえた塩性湿地（干潟）、

海草藻場、海藻藻場等の年間 CO2 吸収量の

全国推計が発表されるなど63、日本におけ

るブルーカーボンの吸排出ポテンシャルは

明らかになりつつある。日本は、米国・豪

州に続いて、2013 年湿地ガイドラインに基

づき GHG インベントリにブルーカーボン

を含める方向に舵をきったように見える。 
前述のように多くの国にとって大きな課

題である活動量（面積の経年変化）データ

の未整備については、日本においても重要

な問題であるが、環境省の藻場・干潟分布

調査（衛星データを活用した分布調査）等、

既存の調査を活用しうる。吸収係数につい

ては、湿地ガイドラインで示された Tier1
の数値を用いる以外に、日本の研究者・機

関の研究成果を用いて独自に係数を設定し

て用いることもできる。湿地ガイドライン

が既に対象に含む吸収源に関する新たな係

数（例えば日本特有の気候に対応した海草

類の CO2 吸収係数等）であれば、それは既

存の方法論の高度な計算式（Tier 3）に属す

るとみなされ、湿地ガイドラインに準拠し

たものとしてインベントリへ適用可能であ

る。 
ただ、日本の場合、桑江ほか（2019）で

指摘されているように、沿岸生態系全体（マ

ングローブ、塩性湿地（干潟）、海草藻場、

海藻藻場）の緩和ポテンシャルに占める海

藻の割合が大きい（約 4~5 割程度）という

特徴がある64。そのため、湿地ガイドライ

ンに含まれていない海藻の取扱いが問題と

なる。今後、海藻による炭素固定のエビデ
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ンスが集積してくれば、それらを根拠に湿

地ガイドライン改正を目指すことも選択肢

の一つである。しかし、それには、各国の

合意の下 UNFCCC から IPCC へ要請し、

IPCC において専門家による方法論策定を

行う必要がある。全締約国のコンセンサス

を得ることは容易ではないうえ、2019 年に

IPCC ガイドラインの改正作業が終わった

ばかりというタイミングを踏まえると、5
～10 年単位の時間がかかるプロセスとな

ることが予想される。その前に、まずは科

学的に堅牢な方法論を開発し、日本のイン

ベントリにおいて Tier 3 に該当する独自に

算定を開始する（沿岸湿地の報告区分や共

通報告表上での区分は、あまり詳細に作り

込まれていないが、ルール上は「その他」

のカテゴリーで算定・報告しうる）という

選択肢を取る方が、現実的であり、将来的

な湿地ガイドライン改正に向けての土台に

もなりうると考えられる。 
その上で、日本と同様、沿岸に海藻藻場

を有し、ブルーカーボンに関心のある国（た

とえば中国や韓国などが候補となりうる）

と協働し、国際社会に働きかけていくこと

等も考えられうる。 
 

4．4 今後の展望 

日本を含む各国のインベントリ、そして

次の段階として NDC の中へブルーカーボ

ンを組み込むにあたっては、上記の課題と

ともに、人為性の検討、時系列情報の構築、

網羅性の確認、削減目標の基準となるベー

スライン設定の検討など、整理すべき課題

が山積している状況である。それらに対応

していくためには、UNFCCC の枠組み内に

おいてのみならず、枠組みの外側における

活動も重要である。研究の推進（研究論文

の蓄積、IPCC の TFI 排出係数データベース
65への係数の登録（登録によって正式な係

数として位置づけられるわけではないが、

研究実績の可視化になる））は言うまでもな

いが、ブルーカーボン国際パートナーシッ

プ等の取組を通じて、ブルーカーボンに積

極的な国・機関同士の連携・情報共有を続

けていくことも有用である。沿岸生態系に

は、炭素貯留だけでなく、生物多様性保全、

防災、食料生産などの様々な便益（コベネ

フィット）があることも踏まえて、SDGs
（特にゴール 14（海洋））推進の観点から

の取り組んでいくことも求められる。日本

では、横浜市など、既に積極的にブルーカ

ーボンに取り組んでいる自治体があり66、

そのような動きが日本各地に広がり、政府

の動きを後押ししていくことも期待される。 
2020 年のパリ協定運用開始以降、今後は、

5年毎に各国がNDCを更新・再提出する（パ

リ協定 4 条）。COP26 までに再提出される

NDCs において、近年のブルーカーボンに

関する議論を踏まえて、各国のブルーカー

ボンの取扱いに変化があるか、注目される。

日本においては「ブルーカーボンの吸収源

としての可能性の追求」が始まったばかり

である。まずは科学的な裏付けに基づく

GHG インベントリへのブルーカーボンの

組み込みを数年内に実現することが望まれ

る。NDCs（削減目標）へのブルーカーボン

の組み込みについては、NDCs 更新・再提

出のタイミングを見据えつつ、「吸収源を排

出削減が進まないことの隠れ蓑にしている

のではないか」といった批判や疑心暗鬼を

生まないよう、科学ベースの方法論を構築

しつつ、その是非について緻密に検討して

いくことが肝要である。 
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1 1992 United Nations Framework Convention 
on Climate Change（adopted 9 May 1992, 
entered into force 21 March 1994）1771 
UNTC 107. 日本語公定訳については, 外
務省ウェブサイト「条約データ検索」より

入手可能. 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pd
fs/B-H6-0011_1.pdf（2020.3.25 訪問） 

2 2015 Paris Agreement（adopted 13 December 
2015, entered into force 4 November 2016）in 
UNFCCC, Decision 1/CP.21, Addendum, UN 
Document FCCC/CP/2015/10/Add.3 （ 2 
February 2015）. 日本語公定訳については, 
外務省ウェブサイト「条約データ検索」よ

り 入 手 可 能 . https://www.mofa.go.jp/ 
mofaj/gaiko/treaty/pdfs/B-H28-007.pdf
（2020.3.25 訪問） 

3 Because the Ocean, https://www.becausetheocean. 
org/（2019.7.12 訪問） 

4 Ocean Pathway, https://cop23.com.fj/the-ocean- 
pathway/,（2019.7.12 訪問） 

5 パリ協定前文パラ 15,supra note 2, Decision1/ 
CP.21,paras.133-134. 

6 マラケシュパートナーシップ（UNFCCC
ウェブサイト内）, https://unfccc.int/climate- 
action/marrakech-partnership-for-global-clim
ate-action（2019.7.12 訪問） 

7 ROCA, https://roca-initiative.com/  
（2019.7.12 訪問） 

8 地球の大気には温室効果ガス（GHG）と呼

ばれる気体がわずかに含まれる. 地球の

表面は、太陽からの光（赤外線）を吸収し、

放射しているが, GHG は、地球表⾯から放

射された赤外線を吸収し再び地球表面へ

戻す効果があり, GHG によって地球の表

面気温は 14℃程度に保たれている（GHG

が全くなければ, 地球表面はマイナス

19℃程度になる）. 近年、人間の活動によ

り⼤気中の GHG 濃度が上昇しており, そ
の結果として地球温暖化が生じている。主
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Abstract 

 
 Under the United Nations Framework Convention on Climate Change, Blue Carbon (BC) is gaining 
increased attention. The treatment of carbon sink has been moving toward comprehensive accounting, and 
the promotion of BC can be seen as part of that trend. However, currently, only two countries (US / Austral-
ia) include BC in their reduction targets that reflect BC-specific activities / methodologies based on the 
Wetland Supplement. In this paper, we clarify the institutional and technical barriers which prevent many 
countries from being able to account for the emission and removal of BC ecosystems on a national scale. As 
Japan incorporates BC into its GHG inventory and debates incorporating BC in its NDC, it is important to 
develop a science-based methodology and carefully examine all pros and cons. 
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